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滋賀県看護協会の使命・活動理念 

   

ⅠⅠ  使使命命  

    公益社団法人日本看護協会との連携のもと、保健師・助産師・看

護師及び准看護師が、看護の質の向上を図るとともに、安心して働

き続けられる環境づくりを推進し、併せて人々のニ－ズに応える

看護活動を展開することにより、県民の健康な生活の実現に寄与

する。 

  

ⅡⅡ  活活動動理理念念（日本看護協会に基づく） 

一 看護職の力を変革に向けて結集する。 

一 自律的に行動し協働する。 

一 専門性を探求し新たな価値を創造する。 
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公益社団法人 日本看護協会 

 
日本看護協会では、2025 年 6 月に「看護の将来ビジョン 2040」を公表しました。 
滋賀県看護協会では、2015 年に「看護の将来ビジョン」が示された時には、本会においてもビジ

ョンを作成したが、今回は、本会でも、日本看護協会のビジョンに沿って、活動することとして独自のビ
ジョンは作成しないこととしました。 

会員の皆さまには、「看護将来ビジョン２０４０」達成に向けて共に活動をお願いします。 
 

「看護の将来ビジョン 2040」の「はじめに」より抜粋 
☆ 2015 年の「看護の将来ビジョン」が前提としていた、地域包括ケアシステムの構築、病院完結型医療から医療・ケアと生活が一

体化した地域完結型医療への転換は、約 10 年の時を経て着実に進んできた。その中にあって看護は、人々の地域での療養生活を
支える最も身近な存在としてその役割を発揮している。次なる照準となる 2040 年までに想定される社会、医療の変容を踏まえ、そ
の変化に対して看護が進むべき方向性、そのために何をすべきかをここに新たなビジョンとして提示する。 

○ 2015 年 6 月、日本看護協会は、2025 年に向けた「看護の将来ビジョン～いのち・暮らし・尊厳をまもり支える看護～」を公表し、
以来、その達成に取り組んできた。同ビジョンに示された「疾病をみ る『医療』の視点だけではなく、生きていく営みである『生活』
の視点をも持って“人”をみる」という看護の専門職としての価値は、今後も揺るがざるものとして存在する。 

○ 2040 年は、生産年齢人口の急激な減少と 85 歳以上の高齢者の増加から、日本の社会保障改革の次なる照準となる。地方で
は既に高齢化のピークを迎えるところもある中、都市部では今後急速に高齢化が進み、日本社会、地域社会のすがたは大きく変わ
っていく。 

○ 同時に、技術革新、とりわけデジタル技術やデータの活用による DX（デジタル・トランスフォーメー ション）の進展は、人々を取り巻
く環境や日々の暮らし、働き方に、これまでの価値観を超える、先例のない状況をもたらす。また、人々の多様なあり方を互いに尊重
し、支え合うことを重視するダイバーシティ並びにインクルージョンの考え方が、社会の価値観として定着していく。 

○ 求められる医療・介護のあり方も大きく変わる。その未到の変化は、看護職が人々の最も身近にいる医療専門職として、その力を最
大限に発揮し活躍の幅を広げる契機ともなる。あらゆる人々の健康と生活を支えていくためには、これまでの習慣や既存の枠組み
にとらわれず、今こそ大胆に発想を転換する必要がある。 

○ 私たち看護職が、引き続き人々のいのち・暮らし・尊厳をまもり支える看護を提供し、すべての人々がその人らしく生涯を過ごすこと
のできる社会を実現するために、日本看護協会は、ここに新たなビジョンを公表する。2040 年に向けて、看護はこれからどのような
役割を果たすべきか、そしてその実現のために何をすべきか、看護の進む新たな方向性を看護職及び国民に明示し、すべての看護
職にその実現のための行動を喚起するとともに、国民の理解と協力を得ることを目指す。 

 

出典：公益社団法人日本看護協会発行  看護の将来ビジョン２０４０ 

    公益社団法人日本看護協会職能集会 秋山会長資料 より抜粋 
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「「看看護護のの魅魅力力」」をを薫薫るる風風ににののせせてて！！  

公益社団法人滋賀県看護協会  会長 草野とし子 

 

皆様には、平素より滋賀県看護協会事業に対し、格別のご支援とご協力を賜り、心より感謝申し上げます。 

昨年度を振り返りますと、少子超高齢社会の進行、医療・介護ニーズの複雑化、そして看護職不足の深刻化な

ど、看護を取り巻く環境の厳しさを改めて実感する一年でありました。そのような中にあっても、県内の看護職の皆

様は、それぞれの現場で懸命に県民のいのちと暮らしを支え続けてくださいました。会員の皆様お一人おひとり

のご尽力に、深い敬意と感謝を申し上げます。 

特に昨年度は、「わた SHIGA 輝く国スポ・障スポ」が滋賀県で開催され、多くの看護職の皆様にご協力をいた

だきました。限られた人員体制の中で、安全・安心な大会運営を支えてくださった皆様、そして派遣にご理解をい

ただきました施設・所属の皆様に、改めて厚く御礼申し上げます。 

本協会では、「看護職等の確保・定着および働き続けられる職場環境づくり」を重点事業として取り組み、新人

看護職への支援のみならず、あらゆる世代の看護職が、それぞれのライフステージに応じて安心して働き続けら

れるよう、多様な働き方支援やキャリア形成支援を進めてまいりました。 

また、地域包括ケアシステムの深化や「新たな地域医療構想」の議論が進む中で、医療は病院完結型から地

域完結型へと大きく転換しています。これからの時代、看護は病院だけで完結するものではなく、地域全体を支

える基盤としての役割がますます重要になります。病院、診療所、訪問看護ステーション、介護施設、行政など、

あらゆる場で働く看護職が連携し、地域の暮らしを支えていくことが求められています。 

滋賀県看護協会におきましても、地区支部活動や看護ネット事業を通じ、顔の見える連携づくりと地域の看護

力向上に取り組んでまいりました。滋賀県らしい“つながり”を大切にしながら、地域全体で支える看護の実現に

向け、現場の皆様とともに歩みを進めてまいりたいと考えております。 

令和 8 年度は、「看護の将来ビジョン 2040」を具体的な実践へとつなげていく重要な年度になると考えておりま

す。日本看護協会が示したビジョンでは、・その人らしさを尊重する生涯を通じた支援 ・専門職としての自律した

判断と実践 ・キーパーソンとしての多職種との協働 という 3 つの挑戦を掲げています。 

2040 年に向けて、人口減少が進む一方で、医療・介護ニーズはさらに複雑化し、看護職にはこれまで以上に

柔軟で創造的な対応力が求められます。だからこそ、看護職一人ひとりが主体的に学び、専門性を高め、多職種

と協働しながら、地域を支える視点を持つことが重要であると考えています。 

そのため本協会では、生涯学習支援の充実、認定看護管理者教育を含む人材育成、看護職の確保・定着支

援、災害・感染症対応体制の強化、さらには DX や新たな働き方への対応など、時代の変化を見据えた取り組み

を進めてまいります。 

特に認定看護管理者教育につきましては、令和 10（2028）年度から新たな教育体制での研修を開始いたしま

す。これに先立ち令和 9（2027）年度からは、「看護管理者研修（付加研修を含む）を開始します。なお、この年

は、ファースト・セカンド研修もこれまでどおり開催いたしますので、多くの皆様に関心を持っていただき、受講をご

検討いただければと思います。 

令和 8（2026）年度診療報酬改定では、施設基準に認定看護管理者の配置が盛り込まれた項目があります。こ

れは、看護管理者の役割が社会的に評価されたものであり、今後への期待の大きさを示すものでもあります。看

護管理は管理者だけの学びではなく、すべての看護職に通じる重要な視点であり、多くの皆様に学んでいただき

たいと願っております。 

さらに、看護職がいきいきと働き続け、質の高い看護を提供し続けるためには、看護職自身のウェルビーイング

を守ることが欠かせません。本協会としても、安心して働き続けられる環境づくりに引き続き取り組んでまいります。 

滋賀県看護協会は、これからも“三方よし”の精神を大切にしながら、「看護の力で滋賀を元気に！」を合言葉

に、県民の「いのち・暮らし・尊厳をまもり支える看護」の実現を目指してまいります。 

会員の皆様におかれましては、引き続き本協会事業へのご理解とご支援、ご協力を賜りますよう、心よりお願い

申し上げます。 
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12:20 開場　・　受付

オリエンテーション

13:00 開会

物故会員への黙とう

会長　挨拶

来賓　祝辞

看護協会長表彰　表彰式

13:45 開会宣言

議長選出

議事録署名人指名

13:50 議議決決事事項項 （説明、質疑、採択）

第１号議案 令和7年度決算報告（案）及び監査報告

第２号議案 令和8年度改選役員及び推薦委員の選出

令和9年度日本看護協会代議員及び予備代議員の選出

14:30 休休憩憩

14:40 報報告告事事項項 （説明、質疑）

報告事項１ 令和7年度事業報告

報告事項2 令和8年度重点事業及び事業計画

　 報告事項3 令和8年度収支予算

16:00 旧役員及び旧委員への謝辞

旧役員の紹介・旧役員および委員代表の挨拶

　 新役員・推薦委員の紹介・代表挨拶

16:20 通常総会閉会　

令令和和88年年度度公公益益社社団団法法人人滋滋賀賀県県看看護護協協会会通通常常総総会会　　ププロロググララムム
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議決事項

第１号議案 令和7年度決算報告（案）及び監査報告

第２号議案 令和8年度改選役員及び推薦委員の選出ならびに

令和9年度日本看護協会代議員及び予備代議員の選出

報告事項

報告事項１ 令和7年度事業報告

報告事項２ 令和8年度重点事業及び事業計画

報告事項３ 令和8年度収支予算

提 出 議 題
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令和 7 年度決算の概要 

 令和 7年度決算は、「公益法人会計基準」（平成 20年 4月 11日 平成 21年 10月 16

日改正 内閣府公益認定等委員会）に基づき作成しています。 

 会計区分は「公益目的事業会計」「収益事業等会計」「法人会計」の３つとなってい

ます。 

１．事業活動収益（経常収益）について 

項     目 金 額（円） 構成比(%)  対前年度比較(円) 

  会費・入会金収益 65,092,000 18.2 △ 1,907,000

  研修事業等収益  27,995,210  7.8   242,190 

  訪問看護等事業収益  115,313,044 32.2 △ 28,136,213

  受取補助金収益  42,279,428   11.8 △ 301,197

  受取委託料収益   98,350,121 27.5  19,791,912 

  その他収益  8,808,373  2.5     2,733,686 

 事業活動収益計  357,838,176  100.0 △ 7,576,222

・会費・入会金収益は、会費は 8,916人分で前年度より 231人分の減、入会金は

536人分で前年度より 58人分の減となっています。

・研修事業等収益につきましては、生涯教育研修会が減少したものの、セカンドレ

ベル研修会の受講者が増加したことなどにより微増となっています。

・訪問看護等事業収益の減額は、在宅ケアセンターみのりにおいて、職員の減少に

より、規模を縮小して運営したことにより、訪問看護事業、居宅介護支援事業の

収益が減少したことによるものです。

・受取補助金収益につきましては、在宅医療体制整備事業費補助金が減少したもの

の、訪問看護支援センター運営事業補助金や日本看護協会助成金が増加したため、

ほぼ昨年度と同じ規模となっております。

・受取委託料収益の増額は、ナースセンター事業ならびに専任教員養成講習会開催

事業の受取委託料が増加したことなどによるものです。

・その他収益の増額は、寄付を受け入れたことと受取利息が増加したことによるも

のです。

議決事項１ 第１号議案 

令和７年度議決算報告（案）及び監査報告 
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２．事業活動費用（経常費用）について 

 項 目  金 額（円） 構成比(%) 対前年度比較（円） 

  公益目的事業会計   317,182,587  92.1 △ 3,197,007

  収益事業等会計  1,073,746  0.3 △ 133,207

  法人会計   26,011,758  7.6 △ 4,258,046

事業活動費用計  344,268,091  100.0 △ 7,588,260

３．当期経常増減額について 

項    目 経常収益計 

（円） 

経常費用計 

（円） 

当期経常増減額 

（円） 

 公益目的事業会計  315,444,472  317,182,587 △ 1,738,115

 収益事業等会計  1,073,746   1,073,746     0 

 法人会計  41,319,958  26,011,758  15,308,200 

合      計  357,838,176  344,268,091  13,570,085 

４．正味財産期末残高について 

資産合計  917,009,306 円  － 負債合計  102,739,036 円  ＝ 814,270,270 円 

流動資産  208,102,728 円  流動負債 70,194,506 円    ＜正味財産合計＞ 

 固定資産  708,906,578 円    固定負債 32,544,530 円 

・基本財産   99,135,579 円 

・特定資産  401,141,915 円

・その他   208,629,084 円 

＊正味財産期末残高は 814,270,270 円で、前年度期末残高 800,921,754 円より 

13,348,516 円の増となりました。 

５．財務認定要件について 

 令和７年度決算は、公益認定上求められる次の３要件をすべて満たしています。 

① 公益目的事業に係る収益が、その公益目的事業の実施費用を超えないこと。

  経常収益 315,444,472 円 ＜ 経常費用 317,182,587 円 

② 公益目的事業比率が、事業全体の 50％以上となっていること。

  公益目的事業費：317,182,587 円／全体費用：344,268,091 円 ＝ 92.1％ 

③ 遊休財産額（純資産のうち使途が定まらない財産の額）が、公益目的事業の額を

超えないこと。

  遊休財産額：241,434,826 円 ＜ 公益目的事業費：317,182,587 円 

－　8　−



２．事業活動費用（経常費用）について 

 項 目  金 額（円） 構成比(%) 対前年度比較（円） 

  公益目的事業会計   317,182,587  92.1 △ 3,197,007

  収益事業等会計  1,073,746  0.3 △ 133,207

  法人会計   26,011,758  7.6 △ 4,258,046

事業活動費用計  344,268,091  100.0 △ 7,588,260

３．当期経常増減額について 

項    目 経常収益計 

（円） 

経常費用計 

（円） 

当期経常増減額 

（円） 

 公益目的事業会計  315,444,472  317,182,587 △ 1,738,115

 収益事業等会計  1,073,746   1,073,746     0 

 法人会計  41,319,958  26,011,758  15,308,200 

合      計  357,838,176  344,268,091  13,570,085 

４．正味財産期末残高について 

資産合計  917,009,306 円  － 負債合計  102,739,036 円  ＝ 814,270,270 円 

流動資産  208,102,728 円  流動負債 70,194,506 円    ＜正味財産合計＞ 

 固定資産  708,906,578 円    固定負債 32,544,530 円 

・基本財産   99,135,579 円 

・特定資産  401,141,915 円

・その他   208,629,084 円 

＊正味財産期末残高は 814,270,270 円で、前年度期末残高 800,921,754 円より 

13,348,516 円の増となりました。 

５．財務認定要件について 

 令和７年度決算は、公益認定上求められる次の３要件をすべて満たしています。 

① 公益目的事業に係る収益が、その公益目的事業の実施費用を超えないこと。

  経常収益 315,444,472 円 ＜ 経常費用 317,182,587 円 

② 公益目的事業比率が、事業全体の 50％以上となっていること。

  公益目的事業費：317,182,587 円／全体費用：344,268,091 円 ＝ 92.1％ 

③ 遊休財産額（純資産のうち使途が定まらない財産の額）が、公益目的事業の額を

超えないこと。

  遊休財産額：241,434,826 円 ＜ 公益目的事業費：317,182,587 円 

公益社団法人　滋賀県看護協会 （単位：円）

科　 　目 当年度 前年度 増　減

Ⅰ  資産の部

１．流動資産

現金預金 136,710,905 122,163,777 14,547,128

前払金 511,715 1,012,325 -500,610

未収金 70,870,208 73,502,299 -2,632,091

立替金 9,900 8,700 1,200

流動資産合計 208,102,728 196,687,101 11,415,627

２．固定資産

(1) 基本財産

投資有価証券 87,243,152 87,243,152 0

定期預金 11,892,427 11,892,427 0

基本財産合計 99,135,579 99,135,579 0

(2) 特定資産

退職給付引当資産 32,544,530 35,142,360 -2,597,830

減価償却引当資産 25,052,604 25,052,604 0

施設拡充積立資産 18,727,000 18,727,000 0

みのり修繕積立資産 35,000,000 35,000,000 0

センター建替積立資産 254,400,000 247,200,000 7,200,000

車両運搬具 0 1 -1

什器備品 417,781 717,821 -300,040

センター修繕積立資産 35,000,000 30,000,000 5,000,000

特定資産合計 401,141,915 391,839,786 9,302,129

(3) その他固定資産

建物 113,652,117 124,509,882 -10,857,765

構築物 2,937,177 3,603,593 -666,416

什器備品 15,594,848 15,689,807 -94,959

ソフトウエア 2,164,807 3,313,531 -1,148,724

電話加入権 581,635 581,635 0

長期預け金 0 10,160 -10,160

その他投資有価証券 73,698,500 73,698,500 0

その他固定資産合計 208,629,084 221,407,108 -12,778,024

固定資産合計 708,906,578 712,382,473 -3,475,895

資産合計 917,009,306 909,069,574 7,939,732

Ⅱ  負債の部

１．流動負債

未払金 15,966,486 17,816,431 -1,849,945

前受金 52,578,200 53,266,200 -688,000

預り金 1,649,820 1,922,829 -273,009

流動負債合計 70,194,506 73,005,460 -2,810,954

２．固定負債

退職給付引当金 32,544,530 35,142,360 -2,597,830

固定負債合計 32,544,530 35,142,360 -2,597,830

負債合計 102,739,036 108,147,820 -5,408,784

Ⅲ  正味財産の部

１．指定正味財産

地方公共団体補助金 10,297,644 10,520,312 -222,668

指定正味財産合計 10,297,644 10,520,312 -222,668

（うち基本財産への充当額） 10,000,000 10,000,000 0

２．一般正味財産 803,972,626 790,401,442 13,571,184

（うち基本財産への充当額） 89,135,579 89,135,579 0

（うち特定資産への充当額） 368,597,385 356,697,426 11,899,959

正味財産合計 814,270,270 800,921,754 13,348,516

負債及び正味財産合計 917,009,306 909,069,574 7,939,732

貸貸借借対対照照表表
令和 8年 3月31日現在
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公益社団法人　滋賀県看護協会

Ⅰ  資産の部

１．流動資産

現金預金 136,710,905 17,995,017 0 118,715,888 0

他会計勘定 0 139,130,789 0 -139,130,789 0

前払金 511,715 250,315 0 261,400 0

未収金 70,870,208 73,527,103 0 -2,656,895 0

短期貸付金 0 -123,051,998 0 123,051,998 0

立替金 9,900 9,900 0 0 0

流動資産合計 208,102,728 107,861,126 0 100,241,602 0

２．固定資産

(1) 基本財産

投資有価証券 87,243,152 87,243,152 0 0 0

定期預金 11,892,427 11,892,427 0 0 0

基本財産合計 99,135,579 99,135,579 0 0 0

(2) 特定資産

退職給付引当資産 32,544,530 30,073,130 0 2,471,400 0

減価償却引当資産 25,052,604 22,382,604 0 2,670,000 0

施設拡充積立資産 18,727,000 18,727,000 0 0 0

みのり修繕積立資産 35,000,000 35,000,000 0 0 0

センター建替積立資産 254,400,000 186,475,200 0 67,924,800 0

什器備品 417,781 417,781 0 0 0

センター修繕積立資産 35,000,000 25,655,000 0 9,345,000 0

特定資産合計 401,141,915 318,730,715 0 82,411,200 0

(3) その他固定資産

建物 113,652,117 93,236,641 0 20,415,476 0

構築物 2,937,177 2,853,035 0 84,142 0

什器備品 15,594,848 15,248,325 0 346,523 0

ソフトウエア 2,164,807 2,136,647 0 28,160 0

電話加入権 581,635 423,706 0 157,929 0

その他投資有価証券 73,698,500 73,698,500 0 0 0

その他固定資産合計 208,629,084 187,596,854 0 21,032,230 0

固定資産合計 708,906,578 605,463,148 0 103,443,430 0

資産合計 917,009,306 713,324,274 0 203,685,032 0

Ⅱ  負債の部

１．流動負債

短期借入金 0 123,051,998 0 -123,051,998 0

未払金 15,966,486 15,822,323 0 144,163 0

前受金 52,578,200 46,200 0 52,532,000 0

預り金 1,649,820 1,961,171 0 -311,351 0

流動負債合計 70,194,506 140,881,692 0 -70,687,186 0

２．固定負債

退職給付引当金 32,544,530 30,073,130 0 2,471,400 0

固定負債合計 32,544,530 30,073,130 0 2,471,400 0

負債合計 102,739,036 170,954,822 0 -68,215,786 0

Ⅲ  正味財産の部

１．指定正味財産

地方公共団体補助金 10,297,644 10,297,644 0 0 0

指定正味財産合計 10,297,644 10,297,644 0 0 0

（うち基本財産への充当額） 10,000,000 10,000,000 0 0 0

２．一般正味財産 803,972,626 532,071,808 0 271,900,818 0

（うち基本財産への充当額） 89,135,579 89,135,579 0 0 0

（うち特定資産への充当額） 368,597,385 288,657,585 0 79,939,800 0

正味財産合計 814,270,270 542,369,452 0 271,900,818 0

負債及び正味財産合計 917,009,306 713,324,274 0 203,685,032 0

貸貸借借対対照照表表内内訳訳表表
令和 8年 3月31日現在

（単位：円）

科        目 合計 公益目的事業 収益事業等 法人会計 内部取引等消去
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公益社団法人　滋賀県看護協会 （単位：円）

科　　　　目 当年度 前年度 増　減

Ⅰ  一般正味財産増減の部

１．経常増減の部

(1) 経常収益

基本財産運用利息 1,410,755 1,396,023 14,732

基本財産受取利息 1,410,755 1,396,023 14,732

特定資産運用利息 2,791,006 2,620,385 170,621

特定資産受取利息 2,791,006 2,620,385 170,621

受取会費・入会金 65,092,000 66,999,000 -1,907,000

受取会費 62,412,000 64,029,000 -1,617,000

受取入会金 2,680,000 2,970,000 -290,000

事業収益 143,665,504 171,469,927 -27,804,423

研修事業等収益 27,995,210 27,753,020 242,190

受取受講料 27,653,110 27,526,420 126,690

生涯教育研修会受取受講料 9,943,560 11,380,820 -1,437,260

看護学会受取受講料 564,300 422,400 141,900

ファーストレベル研修会受取受講料 10,236,600 9,946,860 289,740

セカンドレベル研修会受取受講料 6,005,890 4,766,960 1,238,930

その他研修会 143,880 87,780 56,100

看護補助者パッケージ研修 190,080 158,400 31,680

精神訪問看護 568,800 763,200 -194,400

ファーストレベル修了審査料 0 11,000 -11,000

セカンドレベル修了審査料 16,500 0 16,500

受取受験料 325,600 215,600 110,000

ﾌｧｰｽﾄﾚﾍﾞﾙ受験料 171,600 17,600 154,000

ｾｶﾝﾄﾞﾚﾍﾞﾙ研修受取受験料 154,000 121,000 33,000

ファーストレベル研修会 0 77,000 -77,000

訪問看護等事業収益 115,313,044 143,449,257 -28,136,213

訪問看護事業収益 98,917,228 123,819,010 -24,901,782

保険診療収益 96,070,843 120,852,610 -24,781,767

介護保険 34,941,563 48,074,936 -13,133,373

国民健康保険 34,347,900 44,315,436 -9,967,536

社会保険 26,781,380 28,462,238 -1,680,858

自由診療収益 616,000 600,000 16,000

休日・時間外利用収入 496,000 512,000 -16,000

処置料収入 120,000 88,000 32,000

利用者負担収益 1,642,385 1,946,400 -304,015

交通費負担収入 1,642,385 1,946,400 -304,015

発達支援事業等収益 588,000 420,000 168,000

児童ディサービス事業委託料収益 490,000 420,000 70,000

通学支援事業収益 98,000 0 98,000

居宅介護支援事業収益 4,992,069 8,274,111 -3,282,042

居宅サービス計画収益 4,965,109 8,274,111 -3,309,002

訪問調査収益 26,960 0 26,960

療養通所介護事業収益 11,403,747 11,356,136 47,611

保険診療収益 11,124,547 11,113,586 10,961

食費等負担金収益 199,200 192,550 6,650

地域生活支援事業 80,000 50,000 30,000

貸館等収益 357,250 267,650 89,600

受取補助金 42,279,428 42,580,625 -301,197

滋賀県受取補助金 32,375,000 34,140,000 -1,765,000

滋賀県生産性向上・職場環境整備等支援事業 88,000 0 88,000

地域医療体制整備事業費補助金 2,718,000 6,367,000 -3,649,000

訪問看護支援センター運営事業補助金 29,569,000 27,773,000 1,796,000

日本看護協会受取助成金 9,081,760 8,244,770 836,990

正正味味財財産産増増減減計計算算書書
令和 7年 4月 1日から令和 8年 3月31日まで
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科　　　　目 当年度 前年度 増　減

教育受取助成金 9,081,760 8,244,770 836,990

その他受取助成金 600,000 0 600,000

介護福祉施設原油価格等高騰対策支援交付金 600,000 0 600,000

受取補助金等振替額 222,668 195,855 26,813

受取補助金等振替額 222,668 195,855 26,813

受取委託料 98,350,121 78,558,209 19,791,912

滋賀県受取委託料 93,331,662 73,792,900 19,538,762

ナースセンター事業委託料 57,539,000 48,239,000 9,300,000

実習指導者講習会事業委託料 6,471,905 6,388,100 83,805

専任教員養成講習会開催事業委託料 11,652,803 1,700,000 9,952,803

滋賀県病院職員認知症研修事業委託料 4,051,000 3,525,000 526,000

滋賀県喀痰吸引等研修事業委託料 2,805,000 2,805,000 0

保健師人材育成事業委託料 1,500,000 1,500,000 0

助産師出向支援事業委託料 1,500,000 1,500,000 0

災害支援ナース派遣調整事業委託料 215,954 159,800 56,154

看護職員資質向上支援事業委託料 3,250,000 3,250,000 0

訪問看護.介護安全確保.離職防止事業委託料 1,846,000 2,226,000 -380,000

eﾗｰﾆﾝｸﾞを活用した訪問看護師育成事業 2,500,000 2,500,000 0

日本看護協会受取委託料 5,018,459 4,765,309 253,150

会員登録事務委託料 2,089,110 2,097,430 -8,320

代議員選出業務委託料 703,635 638,414 65,221

オンデマンド配信研修委託料 341,375 550,351 -208,976

日看協委託事業 1,300,000 300,000 1,000,000

災害・感染症に係る看護職員確保事業 584,339 579,114 5,225

看護補助者の確保・定着推進事業 0 600,000 -600,000

受取寄付金 2,000,000 0 2,000,000

受取寄付金 2,000,000 0 2,000,000

雑収益 2,249,362 1,790,229 459,133

受取利息 1,466,144 1,258,604 207,540

学生実習料収益 371,486 295,290 76,196

雑収益 411,732 236,335 175,397

自販機販売手数料 50,419 64,385 -13,966

広告料 0 33,000 -33,000

その他雑収益 361,313 138,950 222,363

経常収益計 357,838,176 365,414,398 -7,576,222

(2) 経常費用

事業費 318,256,333 321,586,547 -3,330,214

役員報酬 14,061,121 13,209,256 851,865

給料手当 112,817,878 122,914,330 -10,096,452

臨時雇賃金 34,582,372 33,349,221 1,233,151

法定福利費 22,560,202 24,569,637 -2,009,435

福利厚生費 685,018 794,011 -108,993

役員退職給付費 168,500 0 168,500

退職給付費用 6,584,230 5,986,313 597,917

旅費交通費 5,045,344 4,386,206 659,138

会議費 644,942 628,044 16,898

渉外費 39,040 79,868 -40,828

通信運搬費 8,838,224 9,249,485 -411,261

広告料 1,314,065 122,820 1,191,245

減価償却費 16,279,334 16,854,629 -575,295

消耗什器備品費 969,560 1,866,565 -897,005

消耗品費 6,598,864 5,778,890 819,974

修繕費 3,380,601 683,550 2,697,051

印刷製本費 7,821,233 9,189,954 -1,368,721

車輌燃料費 978,660 1,145,298 -166,638

光熱水料費 3,516,281 3,416,458 99,823

使用料及び賃借料 21,508,997 18,644,672 2,864,325
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科　　　　目 当年度 前年度 増　減

保険料 1,684,649 1,759,493 -74,844

諸謝金 19,739,218 18,605,430 1,133,788

租税公課 7,274,300 6,706,600 567,700

支払負担金 10,438,450 13,559,540 -3,121,090

研修図書費 754,212 607,925 146,287

支払委託料 8,750,933 6,206,273 2,544,660

支払手数料 1,061,379 1,100,898 -39,519

雑費 158,726 171,181 -12,455

管理費 26,011,758 30,269,804 -4,258,046

役員報酬 7,412,818 8,148,224 -735,406

給料手当 6,590,717 7,394,492 -803,775

法定福利費 1,708,023 2,227,588 -519,565

福利厚生費 183,125 166,856 16,269

役員退職給付費 168,500 0 168,500

退職給付費用 672,600 769,287 -96,687

旅費交通費 1,003,000 1,132,006 -129,006

会議費 27,500 38,861 -11,361

渉外費 57,000 58,330 -1,330

通信運搬費 88,913 133,308 -44,395

広告料 30,000 20,800 9,200

減価償却費 2,227,770 2,338,126 -110,356

消耗什器備品費 0 152,900 -152,900

消耗品費 266,386 458,594 -192,208

修繕費 33,000 1,328,195 -1,295,195

印刷製本費 424,600 419,100 5,500

光熱水料費 810,187 763,732 46,455

使用料及び賃借料 484,690 989,676 -504,986

保険料 71,543 22,246 49,297

諸謝金 1,751,200 1,747,900 3,300

租税公課 0 600 -600

支払負担金 191,200 201,015 -9,815

支払委託料 1,733,836 1,477,733 256,103

支払手数料 75,150 280,235 -205,085

経常費用計 344,268,091 351,856,351 -7,588,260

評価損益等調整前当期経常増減額 13,570,085 13,558,047 12,038

評価損益等計 0 0 0

当期経常増減額 13,570,085 13,558,047 12,038

２．経常外増減の部

(1) 経常外収益

固定資産売却益 1,099 0 1,099

車両売却収入 1,099 0 1,099

前期損益修正益 0 10,000 -10,000

経常外収益計 1,099 10,000 -8,901

(2) 経常外費用

固定資産除却損 0 10 -10

経常外費用計 0 10 -10

当期経常外増減額 1,099 9,990 -8,891

当期一般正味財産増減額 13,571,184 13,568,037 3,147

一般正味財産期首残高 790,401,442 776,833,405 13,568,037

一般正味財産期末残高 803,972,626 790,401,442 13,571,184

Ⅱ  指定正味財産増減の部

受取補助金等 0 429,000 -429,000

一般正味財産への振替額 -222,668 -195,855 -26,813

当期指定正味財産増減額 -222,668 233,145 -455,813

指定正味財産期首残高 10,520,312 10,287,167 233,145

指定正味財産期末残高 10,297,644 10,520,312 -222,668

Ⅲ  正味財産期末残高 814,270,270 800,921,754 13,348,516
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公益社団法人　滋賀県看護協会

Ⅰ  一般正味財産増減の部

１．経常増減の部

(1) 経常収益

基本財産運用利息 1,410,755 1,410,755 0 0 0

基本財産受取利息 1,410,755 1,410,755 0 0 0

特定資産運用利息 2,791,006 2,102,496 0 688,510 0

特定資産受取利息 2,791,006 2,102,496 0 688,510 0

受取会費・入会金 65,092,000 26,304,800 1,073,746 37,713,454 0

受取会費 62,412,000 24,964,800 1,073,746 36,373,454 0

受取入会金 2,680,000 1,340,000 0 1,340,000 0

事業収益 143,665,504 143,665,504 0 0 0

研修事業等収益 27,995,210 27,995,210 0 0 0

受取受講料 27,653,110 27,653,110 0 0 0

生涯教育研修会受取受講料 9,943,560 9,943,560 0 0 0

看護学会受取受講料 564,300 564,300 0 0 0

ファーストレベル研修会受取受講料 10,236,600 10,236,600 0 0 0

セカンドレベル研修会受取受講料 6,005,890 6,005,890 0 0 0

その他研修会 143,880 143,880 0 0 0

看護補助者パッケージ研修 190,080 190,080 0 0 0

精神訪問看護 568,800 568,800 0 0 0

セカンドレベル修了審査料 16,500 16,500 0 0 0

受取受験料 325,600 325,600 0 0 0

ﾌｧｰｽﾄﾚﾍﾞﾙ受験料 171,600 171,600 0 0 0

ｾｶﾝﾄﾞﾚﾍﾞﾙ研修受取受験料 154,000 154,000 0 0 0

訪問看護等事業収益 115,313,044 115,313,044 0 0 0

訪問看護事業収益 98,917,228 98,917,228 0 0 0

保険診療収益 96,070,843 96,070,843 0 0 0

介護保険 34,941,563 34,941,563 0 0 0

国民健康保険 34,347,900 34,347,900 0 0 0

社会保険 26,781,380 26,781,380 0 0 0

自由診療収益 616,000 616,000 0 0 0

休日・時間外利用収入 496,000 496,000 0 0 0

処置料収入 120,000 120,000 0 0 0

利用者負担収益 1,642,385 1,642,385 0 0 0

交通費負担収入 1,642,385 1,642,385 0 0 0

発達支援事業等収益 588,000 588,000 0 0 0

児童ディサービス事業委託料収益 490,000 490,000 0 0 0

通学支援事業収益 98,000 98,000 0 0 0

居宅介護支援事業収益 4,992,069 4,992,069 0 0 0

居宅サービス計画収益 4,965,109 4,965,109 0 0 0

訪問調査収益 26,960 26,960 0 0 0

療養通所介護事業収益 11,403,747 11,403,747 0 0 0

保険診療収益 11,124,547 11,124,547 0 0 0

食費等負担金収益 199,200 199,200 0 0 0

地域生活支援事業 80,000 80,000 0 0 0

貸館等収益 357,250 357,250 0 0 0

受取補助金 42,279,428 42,279,428 0 0 0

滋賀県受取補助金 32,375,000 32,375,000 0 0 0

滋賀県生産性向上・職場環境整備等支援事業 88,000 88,000 0 0 0

地域医療体制整備事業費補助金 2,718,000 2,718,000 0 0 0

訪問看護支援センター運営事業補助金 29,569,000 29,569,000 0 0 0

日本看護協会受取助成金 9,081,760 9,081,760 0 0 0

教育受取助成金 9,081,760 9,081,760 0 0 0

その他受取助成金 600,000 600,000 0 0 0

介護福祉施設原油価格等高騰対策支援交付金 600,000 600,000 0 0 0

受取補助金等振替額 222,668 222,668 0 0 0

受取補助金等振替額 222,668 222,668 0 0 0

受取委託料 98,350,121 95,557,376 0 2,792,745 0

滋賀県受取委託料 93,331,662 93,331,662 0 0 0

ナースセンター事業委託料 57,539,000 57,539,000 0 0 0

実習指導者講習会事業委託料 6,471,905 6,471,905 0 0 0

専任教員養成講習会開催事業委託料 11,652,803 11,652,803 0 0 0

滋賀県病院職員認知症研修事業委託料 4,051,000 4,051,000 0 0 0

滋賀県喀痰吸引等研修事業委託料 2,805,000 2,805,000 0 0 0

保健師人材育成事業委託料 1,500,000 1,500,000 0 0 0

助産師出向支援事業委託料 1,500,000 1,500,000 0 0 0

災害支援ナース派遣調整事業委託料 215,954 215,954 0 0 0

看護職員資質向上支援事業委託料 3,250,000 3,250,000 0 0 0

正正味味財財産産増増減減計計算算書書内内訳訳表表
令和 7年 4月 1日から令和 8年 3月31日まで

（単位：円）

科        目 合計 公益目的事業 収益事業等 法人会計 内部取引等消去
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公益社団法人　滋賀県看護協会

Ⅰ  一般正味財産増減の部

１．経常増減の部

(1) 経常収益

基本財産運用利息 1,410,755 1,410,755 0 0 0

基本財産受取利息 1,410,755 1,410,755 0 0 0

特定資産運用利息 2,791,006 2,102,496 0 688,510 0

特定資産受取利息 2,791,006 2,102,496 0 688,510 0

受取会費・入会金 65,092,000 26,304,800 1,073,746 37,713,454 0

受取会費 62,412,000 24,964,800 1,073,746 36,373,454 0

受取入会金 2,680,000 1,340,000 0 1,340,000 0

事業収益 143,665,504 143,665,504 0 0 0

研修事業等収益 27,995,210 27,995,210 0 0 0

受取受講料 27,653,110 27,653,110 0 0 0

生涯教育研修会受取受講料 9,943,560 9,943,560 0 0 0

看護学会受取受講料 564,300 564,300 0 0 0

ファーストレベル研修会受取受講料 10,236,600 10,236,600 0 0 0

セカンドレベル研修会受取受講料 6,005,890 6,005,890 0 0 0

その他研修会 143,880 143,880 0 0 0

看護補助者パッケージ研修 190,080 190,080 0 0 0

精神訪問看護 568,800 568,800 0 0 0

セカンドレベル修了審査料 16,500 16,500 0 0 0

受取受験料 325,600 325,600 0 0 0

ﾌｧｰｽﾄﾚﾍﾞﾙ受験料 171,600 171,600 0 0 0

ｾｶﾝﾄﾞﾚﾍﾞﾙ研修受取受験料 154,000 154,000 0 0 0

訪問看護等事業収益 115,313,044 115,313,044 0 0 0

訪問看護事業収益 98,917,228 98,917,228 0 0 0

保険診療収益 96,070,843 96,070,843 0 0 0

介護保険 34,941,563 34,941,563 0 0 0

国民健康保険 34,347,900 34,347,900 0 0 0

社会保険 26,781,380 26,781,380 0 0 0

自由診療収益 616,000 616,000 0 0 0

休日・時間外利用収入 496,000 496,000 0 0 0

処置料収入 120,000 120,000 0 0 0

利用者負担収益 1,642,385 1,642,385 0 0 0

交通費負担収入 1,642,385 1,642,385 0 0 0

発達支援事業等収益 588,000 588,000 0 0 0

児童ディサービス事業委託料収益 490,000 490,000 0 0 0

通学支援事業収益 98,000 98,000 0 0 0

居宅介護支援事業収益 4,992,069 4,992,069 0 0 0

居宅サービス計画収益 4,965,109 4,965,109 0 0 0

訪問調査収益 26,960 26,960 0 0 0

療養通所介護事業収益 11,403,747 11,403,747 0 0 0

保険診療収益 11,124,547 11,124,547 0 0 0

食費等負担金収益 199,200 199,200 0 0 0

地域生活支援事業 80,000 80,000 0 0 0

貸館等収益 357,250 357,250 0 0 0

受取補助金 42,279,428 42,279,428 0 0 0

滋賀県受取補助金 32,375,000 32,375,000 0 0 0

滋賀県生産性向上・職場環境整備等支援事業 88,000 88,000 0 0 0

地域医療体制整備事業費補助金 2,718,000 2,718,000 0 0 0

訪問看護支援センター運営事業補助金 29,569,000 29,569,000 0 0 0

日本看護協会受取助成金 9,081,760 9,081,760 0 0 0

教育受取助成金 9,081,760 9,081,760 0 0 0

その他受取助成金 600,000 600,000 0 0 0

介護福祉施設原油価格等高騰対策支援交付金 600,000 600,000 0 0 0

受取補助金等振替額 222,668 222,668 0 0 0

受取補助金等振替額 222,668 222,668 0 0 0

受取委託料 98,350,121 95,557,376 0 2,792,745 0

滋賀県受取委託料 93,331,662 93,331,662 0 0 0

ナースセンター事業委託料 57,539,000 57,539,000 0 0 0

実習指導者講習会事業委託料 6,471,905 6,471,905 0 0 0

専任教員養成講習会開催事業委託料 11,652,803 11,652,803 0 0 0

滋賀県病院職員認知症研修事業委託料 4,051,000 4,051,000 0 0 0

滋賀県喀痰吸引等研修事業委託料 2,805,000 2,805,000 0 0 0

保健師人材育成事業委託料 1,500,000 1,500,000 0 0 0

助産師出向支援事業委託料 1,500,000 1,500,000 0 0 0

災害支援ナース派遣調整事業委託料 215,954 215,954 0 0 0

看護職員資質向上支援事業委託料 3,250,000 3,250,000 0 0 0

正正味味財財産産増増減減計計算算書書内内訳訳表表
令和 7年 4月 1日から令和 8年 3月31日まで

（単位：円）

科        目 合計 公益目的事業 収益事業等 法人会計 内部取引等消去

科        目 合計 公益目的事業 収益事業等 法人会計 内部取引等消去

訪問看護.介護安全確保.離職防止事業委託料 1,846,000 1,846,000 0 0 0

eﾗｰﾆﾝｸﾞを活用した訪問看護師育成事業 2,500,000 2,500,000 0 0 0

日本看護協会受取委託料 5,018,459 2,225,714 0 2,792,745 0

会員登録事務委託料 2,089,110 0 0 2,089,110 0

代議員選出業務委託料 703,635 0 0 703,635 0

オンデマンド配信研修委託料 341,375 341,375 0 0 0

日看協委託事業 1,300,000 1,300,000 0 0 0

災害・感染症に係る看護職員確保事業 584,339 584,339 0 0 0

受取寄付金 2,000,000 2,000,000 0 0 0

受取寄付金 2,000,000 2,000,000 0 0 0

雑収益 2,249,362 2,124,113 0 125,249 0

受取利息 1,466,144 1,452,814 0 13,330 0

学生実習料収益 371,486 371,486 0 0 0

雑収益 411,732 299,813 0 111,919 0

自販機販売手数料 50,419 0 0 50,419 0

その他雑収益 361,313 299,813 0 61,500 0

経常収益計 357,838,176 315,444,472 1,073,746 41,319,958 0

(2) 経常費用

事業費 318,256,333 317,182,587 1,073,746 0 0

役員報酬 14,061,121 13,798,681 262,440 0 0

給料手当 112,817,878 112,300,641 517,237 0 0

臨時雇賃金 34,582,372 34,582,372 0 0 0

法定福利費 22,560,202 22,460,401 99,801 0 0

福利厚生費 685,018 685,018 0 0 0

役員退職給付費 168,500 168,500 0 0 0

退職給付費用 6,584,230 6,584,230 0 0 0

旅費交通費 5,045,344 5,045,344 0 0 0

会議費 644,942 644,942 0 0 0

渉外費 39,040 19,040 20,000 0 0

通信運搬費 8,838,224 8,836,776 1,448 0 0

広告料 1,314,065 1,314,065 0 0 0

減価償却費 16,279,334 16,279,334 0 0 0

消耗什器備品費 969,560 969,560 0 0 0

消耗品費 6,598,864 6,598,864 0 0 0

修繕費 3,380,601 3,380,601 0 0 0

印刷製本費 7,821,233 7,758,313 62,920 0 0

車輌燃料費 978,660 978,660 0 0 0

光熱水料費 3,516,281 3,516,281 0 0 0

使用料及び賃借料 21,508,997 21,508,997 0 0 0

保険料 1,684,649 1,574,969 109,680 0 0

諸謝金 19,739,218 19,739,218 0 0 0

租税公課 7,274,300 7,274,300 0 0 0

支払負担金 10,438,450 10,438,450 0 0 0

研修図書費 754,212 754,212 0 0 0

支払委託料 8,750,933 8,750,933 0 0 0

支払手数料 1,061,379 1,061,159 220 0 0

雑費 158,726 158,726 0 0 0

管理費 26,011,758 0 0 26,011,758 0

役員報酬 7,412,818 0 0 7,412,818 0

給料手当 6,590,717 0 0 6,590,717 0

法定福利費 1,708,023 0 0 1,708,023 0

福利厚生費 183,125 0 0 183,125 0

役員退職給付費 168,500 0 0 168,500 0

退職給付費用 672,600 0 0 672,600 0

旅費交通費 1,003,000 0 0 1,003,000 0

会議費 27,500 0 0 27,500 0

渉外費 57,000 0 0 57,000 0

通信運搬費 88,913 0 0 88,913 0

広告料 30,000 0 0 30,000 0

減価償却費 2,227,770 0 0 2,227,770 0

消耗品費 266,386 0 0 266,386 0

修繕費 33,000 0 0 33,000 0

印刷製本費 424,600 0 0 424,600 0

光熱水料費 810,187 0 0 810,187 0

使用料及び賃借料 484,690 0 0 484,690 0

保険料 71,543 0 0 71,543 0

諸謝金 1,751,200 0 0 1,751,200 0

支払負担金 191,200 0 0 191,200 0

支払委託料 1,733,836 0 0 1,733,836 0

支払手数料 75,150 0 0 75,150 0
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科        目 合計 公益目的事業 収益事業等 法人会計 内部取引等消去

経常費用計 344,268,091 317,182,587 1,073,746 26,011,758 0

評価損益等調整前当期経常増減額 13,570,085 -1,738,115 0 15,308,200 0

評価損益等計 0 0 0 0 0

当期経常増減額 13,570,085 -1,738,115 0 15,308,200 0

２．経常外増減の部

(1) 経常外収益

固定資産売却益 1,099 1,099 0 0 0

車両売却収入 1,099 1,099 0 0 0

経常外収益計 1,099 1,099 0 0 0

(2) 経常外費用

経常外費用計 0 0 0 0 0

当期経常外増減額 1,099 1,099 0 0 0

他会計振替前当期一般正味財産増減額 13,571,184 -1,737,016 0 15,308,200 0

当期一般正味財産増減額 13,571,184 -1,737,016 0 15,308,200 0

一般正味財産期首残高 790,401,442 533,808,824 0 256,592,618 0

一般正味財産期末残高 803,972,626 532,071,808 0 271,900,818 0

Ⅱ  指定正味財産増減の部

一般正味財産への振替額 -222,668 -222,668 0 0 0

当期指定正味財産増減額 -222,668 -222,668 0 0 0

指定正味財産期首残高 10,520,312 10,520,312 0 0 0

指定正味財産期末残高 10,297,644 10,297,644 0 0 0

Ⅲ  正味財産期末残高 814,270,270 542,369,452 0 271,900,818 0
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科        目 合計 公益目的事業 収益事業等 法人会計 内部取引等消去

経常費用計 344,268,091 317,182,587 1,073,746 26,011,758 0

評価損益等調整前当期経常増減額 13,570,085 -1,738,115 0 15,308,200 0

評価損益等計 0 0 0 0 0

当期経常増減額 13,570,085 -1,738,115 0 15,308,200 0

２．経常外増減の部

(1) 経常外収益

固定資産売却益 1,099 1,099 0 0 0

車両売却収入 1,099 1,099 0 0 0

経常外収益計 1,099 1,099 0 0 0

(2) 経常外費用

経常外費用計 0 0 0 0 0

当期経常外増減額 1,099 1,099 0 0 0

他会計振替前当期一般正味財産増減額 13,571,184 -1,737,016 0 15,308,200 0

当期一般正味財産増減額 13,571,184 -1,737,016 0 15,308,200 0

一般正味財産期首残高 790,401,442 533,808,824 0 256,592,618 0

一般正味財産期末残高 803,972,626 532,071,808 0 271,900,818 0

Ⅱ  指定正味財産増減の部

一般正味財産への振替額 -222,668 -222,668 0 0 0

当期指定正味財産増減額 -222,668 -222,668 0 0 0

指定正味財産期首残高 10,520,312 10,520,312 0 0 0

指定正味財産期末残高 10,297,644 10,297,644 0 0 0

Ⅲ  正味財産期末残高 814,270,270 542,369,452 0 271,900,818 0

11 　　重重要要なな会会計計方方針針

         採用している。　

　　（2）有価証券の評価基準及び評価方法

      　　投資有価証券………満期保有目的債券については、原則は償却原価法であるが、金額に重要性が

　　（3）固定資産の減価償却

　　（4）引当金の計上基準

　　　　　退職給付引当資産……職員の退職給付に備えるため、退職給付債務を簡便法(退職給付に係る期末

　　　　　　　　　　　　　　　自己都合要支給額の100％を退職給付債務とする方法）により計上している。

  　（5）リース取引の処理方法

　　　　　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引について

　　　　　は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

    （6）消費税等の会計処理

　　　　　消費税等の会計処理は税込方式によっている。

22 　会会計計方方針針のの変変更更………該当事項なし

33 　　基基本本財財産産及及びび特特定定資資産産のの増増減減額額及及びびそそのの残残高高

　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。         (単位：円）

　　　　 　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　科　　　　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

　基本財産

投資有価証券 87,243,152 0 0 87,243,152

定期預金 11,892,427 0 0 11,892,427

　小　　　　計 99,135,579 0 0 99,135,579

　特定資産

退職給付引当資産 35,142,360 4,996,000 7,593,830 32,544,530

減価償却引当資産 25,052,604 25,052,604

施設拡充積立資産 18,727,000 18,727,000

センター建替積立資産 247,200,000 7,200,000 254,400,000

みのり修繕積立資産 35,000,000 35,000,000

センター修繕積立資産 30,000,000 5,000,000 35,000,000

車両運搬具 1 1 0

什器備品 717,821 300,040 417,781

　　小　　　　計 391,839,786 17,196,000 7,893,871 401,141,915

　　合 　　 　計 490,975,365 17,196,000 7,893,871 500,277,494

44 　　基基本本財財産産及及びび特特定定資資産産のの財財源源等等のの内内訳訳

　基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。         (単位：円）

科　　　　目 当期末残高
(うち指定正味財産
からの充当額）

(うち一般正味財産
からの充当額）

(うち負債からの充当額）

　基本財産

投資有価証券 87,243,152 (10,000,000) (77,243,152)

定期預金 11,892,427 0 (11,892,427)

　　小　　　　計 99,135,579 (10,000,000) (89,135,579)

　特定資産

退職給付引当資産 32,544,530 0 0 (32,544,530)

減価償却引当資産 25,052,604 0 (25,052,604) 0

施設拡充積立資産 18,727,000 0 (18,727,000) 0

センター建替積立資産 254,400,000 0 (254,400,000) 0

みのり修繕積立資産 35,000,000 0 (35,000,000) 0

センター修繕積立資産 35,000,000 0 (35,000,000) 0

車両運搬具 0 0 0 0

什器備品 417,781 (297,644) (120,137) 0

　　小　　　　計 401,141,915 (297,644) (368,299,741) (32,544,530)

　　合 　　 　計 500,277,494 (10,297,644) (457,435,320) (32,544,530)

55 　　担担保保にに供供ししてていいるる資資産産………該当事項なし

  財財　　務務　　諸諸　　表表　　にに　　対対　　すす　　るる　　注注　　記記

　　（1）「公益法人会計基準」（平成20年4月11日　平成21年10月16日改正　内閣府公益認定等委員会）を　

　　　　　　　　　　　　　　乏しいため取得原価法によっている。

　　　　　定額法によっている。　
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66 　　固固定定資資産産のの取取得得価価格格、、減減価価償償却却累累計計額額及及びび当当期期末末残残高高

  (単位：円）

科 目 取 得 価 格 減価償却累計額 当 期 末 残 高
貸借対照表上の

記載区分

車 両 運 搬 具 951,310 951,310 0 特定資産

什 器 備 品 1,748,620 1,330,839 417,781 特定資産

建 物 479,447,432 365,795,315 113,652,117 その他固定資産

構 築 物 18,104,130 15,166,953 2,937,177 その他固定資産

什 器 備 品 55,010,170 39,415,322 15,594,848 その他固定資産

ソ フ ト ウ エ ア 9,911,490 7,746,683 2,164,807 その他固定資産

水 道 施 設 利 用 権 673,000 673,000 0 その他固定資産

合 計 565,846,152 431,079,422 134,766,730

77 　債債権権のの債債権権金金額額、、貸貸倒倒引引当当金金のの当当期期末末残残高高及及びび当当該該債債権権のの当当期期末末残残高高………該当事項なし

88 　保保証証債債務務等等のの偶偶発発債債務務………該当事項なし

99 　　満満期期保保有有目目的的のの債債券券のの内内訳訳並並びびにに帳帳簿簿価価額額、、時時価価及及びび評評価価損損益益

　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。

(単位：円）

種類及び銘柄 帳簿価額 時　　価 評 価 損 益

利付国債139回 20年

　センター建替積立資産

利付国債143回 20年

　基本財産・投資有価証券 87,243,152

　センター建替積立資産 39,058,348

　その他固定資産・投資有価証券 3,698,500

滋賀県第２回サステナビリティ・リン
ク・ボンド公募公債

　センター建替積立資産

福井県令和５年度第６回公募公債（グ
リーンボンド）

　センター建替積立資産

利付国債145回 20年

　その他固定資産・投資有価証券

合計 390,000,000 369,816,870 △ 20,183,130

1100 　　補補助助金金等等のの内内訳訳並並びびにに交交付付者者、、当当期期のの増増減減額額及及びび残残高高

(単位：円）

補助金等の名称 交付者 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
貸借対照表上

の
記載区分

補助金

　訪問看護支援センター
　運営事業費補助金

滋賀県
0 29,569,000 29,569,000 0 一般正味財産

　地域医療体制整備事業費
  補助金 滋賀県

0 2,718,000 2,718,000 0 一般正味財産
　滋賀県生産性向上・職場環境整備等支
援事業補助金 滋賀県

0 88,000 88,000 0 一般正味財産

助成金

　教育事業助成金 日本看護協会
0 9,081,760 9,081,760 0 一般正味財産

　福祉施設等物価高騰灯対策支援給付
金

滋賀県
0 600,000 600,000 0 一般正味財産

合　　計
0 42,056,760 42,056,760 0

1111 　　指指定定正正味味財財産産かからら一一般般正正味味財財産産へへのの振振替替額額のの内内訳訳

(単位：円）

内　　容 金　　額

経常収益への振替額

　減価償却による振替額 222,668

合計 222,668

1122 　　関関連連当当事事者者ととのの取取引引のの内内容容………該当事項なし

1133 　　そそのの他他………該当事項なし

　　　固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高は次のとおりである。

50,000,000 49,015,750 △ 984,250

126,510,670 △ 3,489,330

70,000,000 68,416,250 △ 1,583,750

100,000,000 89,845,000 △ 10,155,000

40,000,000 36,029,200 △ 3,970,800
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11 　　重重要要なな固固定定資資産産のの明明細細

　　財務諸表の注記に記載している。

22 引引当当金金のの明明細細

目目的的使使用用 そそのの他他

退職給付引当金 35,142,360 4,996,000 7,593,830 0 32,544,530

附附　　属属　　明明　　細細　　書書

科科　　目目 期期首首残残高高 当当期期増増加加額額

当当期期減減少少額額

期期末末残残高高

－　19　−



（単位：円）

貸借対照表科目 使用目的等 金　　　　額

(流動資産)

現金 手許保管 569,068

普通預金 滋賀銀行草津支店 23,484,161

滋賀銀行八日市東支店 74,238,056

京都銀行草津支店 947,320

郵便貯金 草津大路郵便局 799,253

郵便振替口座 草津大路郵便局 16,673,047

定期預金 滋賀銀行草津支店 20,000,000

前払金 令和8年度事業費用等 511,715

未収金 滋賀県受取委託料等 70,870,208

立替金 9,900

208,102,728

(固定資産)

  基本財産 投資有価証券 143回利付国債／野村証券大津支店 87,243,152

定期預金 京都銀行草津支店 11,892,427

  特定資産 退職給付引当資産 普通預金／滋賀銀行草津支店 2,599,470

  定期預金／滋賀銀行草津支店 13,889,430

  定期預金／滋賀銀行八日市東支店 16,055,630

減価償却引当資産 定期預金／滋賀銀行八日市東支店 23,192,000

  定期預金／滋賀銀行草津支店 1,860,604

施設拡充積立資産 定期預金／滋賀銀行八日市東支店 在宅ケアセンターみのりの施設の充実のための資金 18,727,000

みのり修繕積立資産 定期預金／滋賀銀行草津支店 30,000,000

 定期預金／滋賀銀行八日市東支店 5,000,000

センター建替積立資産 普通預金／滋賀銀行草津支店 7,200,000

定期預金／滋賀銀行草津支店 18,514,152

  利付国債139回／野村證券大津支店 49,627,500

 利付国債143回／野村証券大津支店 39,058,348

  
地方債滋賀県／三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券京都支
店

100,000,000

 
地方債福井県／三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券京都支
店

40,000,000

センター修繕積立資産 普通預金／滋賀銀行草津支店 5,000,000

定期預金／滋賀銀行草津支店 30,000,000

什器備品 デジタル車椅子スケール、空気清浄機、パソコン 417,781

  その他固定資産 建物 滋賀県看護研修センター（地上3階建） 83,881,302

在宅ケアセンターみのり（地上2階建） 29,770,815

構築物 滋賀県看護研修センター他の路面舗装他一式 2,937,177

什器備品 滋賀県看護研修センター他の備品一式 15,594,848

ソフトウエア 本部研修システム、在宅ケアセンターみのりのソフトウェア 2,164,807

電話加入権 滋賀県看護研修センター他の電話加入権 581,635

その他投資有価証券 利付国債143回／野村証券大津支店 3,698,500

利付国債145回／野村証券大津支店 70,000,000

708,906,578

917,009,306

(流動負債)

未払金 臨時職員他 臨時職員賃金等 15,966,486

前受金 2026年度会費 52,507,000

2026年度入会金 25,000

2026年度受講料 46,200

預り金 草津税務周防   源泉所得税 22,570

草津市役所他   住民税 45,700

草津年金事務所   事業主社会保険料 68,958

職員   職員社会保険料 1,512,592

70,194,506

(固定負債)

退職給付引当金 期末退職給付要支給額 職員に対する退職金の支払に備えたもの 32,544,530

32,544,530

102,739,036

814,270,270

  流動資産合計

公益目的保有財産であり、運用益を公益目的事業の財
源として使用している

職員の退職支払に備えるための資金

財財 産産 目目 録録
令和 8年 3月31日現在

内 容 等

運転資金として

減価償却資産取得のための資金

在宅ケアセンターみのり修繕のための特定費用準備資
金

看護研修センター建替・増築のための資産獲得資金

    正味財産

公益目的保有財産であり、公益目的事業の用に供して
いる。管理運営の用に供している

公益目的保有財産であり、運用益を公益目的事業の財
源として使用している

  固定資産合計

    資産合計

公益目的事業・管理運営に計上する前受け金

看護研修センター修繕のための特定費用準備資金

  流動負債合計

  固定負債合計

    負債合計
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議議決決事事項項 第第２２号号議議案案

令令和和88年年度度　　改改選選役役員員及及びび推推薦薦委委員員のの選選出出

推薦委員会　　　
選挙管理委員会

改選役員・推薦委員候補者一覧 (勤務先は令和8年3月31日現在で記載）

氏名 年齢 任期 職能 施設名 協会活動歴

会長（定数1、改選1、候補者1）

会長 草野　とし子 71 現 2 保 滋賀県看護協会 会長・専務理事

副会長 西本　美和 59 新 2 保 大津市役所
看護師職能Ⅱ委員
保健師職能理事

理事（定数３、改選1、候補者1）

理事 早川　ひと美 61 新 2 助
日本看護協会　神戸研修センター
教育研修部

　　　　―

職能理事（定数４、改選2、候補者2）

保健師職能理事 松浦　さゆり 57 新 2 保 南部健康福祉事務所（草津保健所）
保健師職能委員
推薦委員

看護師職能Ⅱ理事 大谷　まどか 51 新 2 看 訪問看護ステーションすばる 看護師職能Ⅱ委員

地区理事（定数７、改選4、候補者4）

第1地区支部 伊富貴　初美 57 新 2 看 大津赤十字病院 学会委員

第3地区支部 藪下　初代 55 新 2 看 甲南病院 教育委員

第5地区支部 早川　初美 55 新 2 看 友仁山崎病院 　　教育委員

第7地区支部 角田　智也 43 新 2 看 今津病院
看護職能1委員
推薦委員

准看護師理事（定数1、改選1、候補者1）

准看護師理事 佐野　亜紀 50 新 2 准 淡海ふれあい病院 　　　　―

理事 谷口　郁美 62 新 2 ―
社会福祉法人
滋賀県社会福祉協議会

　　　　―

監事（定数2、改選1　候補者1）

監事（会員） 今堀　初美 70 現 2 保 個人
副会長
監事

監事 木村　孝一郎 70 現 2 ― 個人 監事（会員外）

推薦委員（定数７、改選７、候補者７）

第１地区支部 中谷　智恵 55 新 1 看 大津赤十字志賀病院 　　　　―

第２地区支部 小田　裕美子 57 新 1 看 滋賀県立総合病院 　　　　―

第３地区支部 北相模　有希 38 新 1 保 公立甲賀病院 　　　　―

第４地区支部 川﨑　恵利香 40 新 1 看 ヴォーリズ記念病院 選挙管理委員

第５地区支部 北村　奈緒 38 新 1 看 彦根中央病院 　　　―

第６地区支部 岸本　尚子 58 新 1 助 市立長浜病院 教育委員

第７地区支部 井上　照恵 49 新 1 看 マキノ病院
第７地区支部
副支部長

外部監事（定数1、改選1　候補者1）

　公益社団法人滋賀県看護協会　定款細則第１３条役員等の選出に基づき、令和8年度改選役員及び推薦委員を
下記のとおり推薦し公示する。

役職名

副会長（定数３、改選１、候補者1）

外部理事（定数1、候補者1）
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推薦委員会　　　

令和9年度 選挙管理委員会

日本看護協会代議員（定数10　候補者10） (勤務先は令和8年3月31日現在で記載）

氏　名 年齢 職能 協会活動歴

1 松浦　さゆり 57 保 保健師職能委員、推薦委員

2 谷川　摩里子 57 助 助産師職能理事

3 小寺　利美 59 看 看護師職能Ⅰ理事

4 松並　睦美 63 看 副会長

5 村中　千栄子 66 看 常務理事

6 伊富貴　初美 57 看 学会委員

7 藪下　初代 55 看 教育委員

8 早川　初美 55 看 教育委員

9 角田　智也 43 看 看護師職能Ⅰ委員
推薦委員

10 稲嶺　円 47 准 　　　　―

令和9年度

日本看護協会予備代議員（定数10　候補者10） (勤務先は令和8年3月31日現在で記載）

氏　名 年齢 職能 協会活動歴

1 西本　美和 59 保 看護師職能Ⅱ委員
保健師職能理事

2 𠮷𠮷𠮷𠮷𠮷𠮷𠮷𠮷 64 助 助産師職能理事
副会長

3 岡田　幸子 66 看 専務理事

4 大谷　まどか 51 看 看護師職能Ⅱ委員

5 早川　ひと美 61 助 ―

6 河上　圭代 49 看 認定看護管理者教育運営委員

7 三﨑　美佐子 57 看 第２地区支部副会長
教育委員

8 川上　美智子 55 看 第４地区支部委員

9 馬場　直哉 56 看 ―

10 和田　かおり 54 准 ―

看護師の予備代議員については、会員歴による推薦順位により記載している

令令和和99年年度度　　日日本本看看護護協協会会代代議議員員及及びび予予備備代代議議員員のの選選出出

済生会滋賀県病院

　滋賀県看護協会

　訪問看護ステーションすばる

　日本看護協会　神戸研修センター　
　教育研修部

滋賀医科大学医学部附属病院

友仁山崎病院

彦根中央病院

勤務先

大津市役所

　高島市民病院

滋賀医科大学医学部附属病院

社会福祉法人　恩賜財団済生会
特別養護老人ホーム　淡海荘

滋賀県看護協会

　公益社団法人日本看護協会　定款細則第23条（都道府県看護協会への委託）による

今津病院

甲西リハビリ病院

　公益社団法人滋賀県看護協会　定款細則　第２３条代議員の選出及び第24条予備代議員の
選出に基づき、令和9年度代議員及び予備代議員を下記のとおり推薦し公示する。

大津赤十字病院

甲南病院

勤務先

南部健康福祉事務所
（草津保健所）

近江八幡市立総合医療センター

近江温泉病院

長浜市立湖北病院
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重重点点事事業業項項目目

１．あらゆる場での看護の質向上のための看護実践能力の強化

２．看護職等の確保定着及び働き続けられる職場環境づくりの推進

３．全世代型地域包括ケアシステムの推進と看護職連携強化による地域看護力の向上

４．組織力強化

１.看護職自身が主体的に生涯学習をすすめること及び看護実践能力向上への支援

２.看護職個々の生涯学習を組織で支援することの強化

３.看護基礎教育と臨床現場の関係者等との連携強化を図り、看護基礎教育の充実への支援

４.様々な分野で活躍する看護職の看護実践力向上とやりがい支援

５.感染症対応や自然災害看護の実践力の向上

１.若年層に加え幅広い対象に看護の魅力発信を強化

２.多様な場と働き方を推進し地域に必要な看護職の確保・定着を支援

３.看護補助者確保・定着推進を支援

４.生涯を通じて健康に働き続けるためのヘルシーワーク推進を支援

５.看護職の専門性を発揮するための、タスク・シフト/シェア推進の支援

１.地区支部活動や地域看護ネットの推進による地域包括ケアの実現

２.在宅療養を支える訪問看護や看多機および介護施設等の看護サービスのさらなる質向上

３.地域における病院・診療所の外来看護機能の充実

４.健康寿命延伸を目指した看護活動の推進

５.安心して生み育てるための看護職連携強化

１.看護職の活動・実践におけるSDGｓ実現に向けた取組への参画

２.「かいつぶりのわ」広報誌や「看護の日」イベント等により、県民への看護活動のピーアール継続

３.専門職能団体の意義の啓発により、会員増をめざした取り組み強化

４.災害支援・受援体制の充実

令和７年度重点事業報告

１．あらゆる場での看護の質向上のための看護実践能力の強化

２．看護職等の確保定着及び働き続けられる職場環境づくりの推進

３．全世代型地域包括ケアシステムの推進と看護職連携強化による地域看護力
の向上

４．組織力強化

報告事項１
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事業内容

１１..看看護護職職自自身身がが主主体体的的にに生生涯涯学学習習ををすすすすめめるるこことと及及びび看看護護実実践践能能力力向向上上へへのの支支援援

２２..看看護護職職個個々々のの生生涯涯学学習習をを組組織織でで支支援援すするるここととのの強強化化

３３..看看護護基基礎礎教教育育とと臨臨床床現現場場のの関関係係者者等等ととのの連連携携強強化化をを図図りり、、看看護護基基礎礎教教育育のの充充実実へへのの支支援援

４４..様様々々なな分分野野でで活活躍躍すするる看看護護職職のの看看護護実実践践力力向向上上ととややりりががいい支支援援

５５..感感染染症症対対応応やや自自然然災災害害看看護護のの実実践践力力のの向向上上

11．．看看護護職職自自身身がが主主体体的的にに生生涯涯学学習習ををすすすすめめるるこことと及及びび実実践践能能力力向向上上へへのの支支援援

　　１） 看護実践能力習熟段階を活用した生涯学習支援計画に基づき研修会を実施し、その評価を行う。

・ 専門職としての活動の基盤となる研修：40研修終了　1985名受講

倫理的実践；1研修60名受講・臨床実践能力；16研修793名受講
リーダーシップとマネジメント能力；8研修486名受講・専門性の開発能力；14研修636名受講
その他；1研修10名受講

・ 看護・医療政策に関する研修：8研修終了 352名受講

　２） 保健師のキャリアラダー及び助産師実践能力習熟段階においても生涯学習を支援する。

・

・ 助産師育成に関する研修：3研修終了56名受講　

　　　　うち、助産師出向事業14名（助産業務8名・MFICU/NICU/GCU6名）

３） 病院看護管理者のマネジメントラダーに基づく研修体系に必要な研修受講推進を図る。

・ 認定看護管理者教育課程公開講座：ファースト2講座30名受講・セカンド2講座22名受講

・ マネジメントラダーに基づく看護管理者を対象とした研修：13研修終了345名受講

組織管理能力;6研修終了171名受講・質管理能力；1研修終了27名受講

人材管理能力；3研修修了100名受講・危機管理能力；2研修終了39名受講

組織管理・政策立案1研修終了8名受講

　4）

・ ファーストレベル73名受講、全員修了　　

・ セカンドレベル26名受講、全員修了

２２..看看護護職職個個々々のの生生涯涯学学習習をを組組織織でで支支援援すするるここととのの強強化化

　１） 組織において看護職の生涯学習支援の担当する者の意見交換会の場を持つ。

２） 生涯学習支援を自組織で取り組むために研修会を持つ。

・ 「看護職が生涯学習をすすめることを組織としてどのように支援するか」管理者対象研修；9月開催31名受講

　　　　看護職の生涯学習を組織として支援することについて意見交換を行った。　

３３..看看護護基基礎礎教教育育とと臨臨床床現現場場のの関関係係者者等等ととのの連連携携強強化化をを図図りり、、看看護護基基礎礎教教育育のの充充実実へへのの支支援援

　１） 看護基礎教育代表者及び関係者（看護管理者・行政など）との情報交換会を開催する。

・ 情報交換会は未実施。

・

４４..様様々々なな分分野野でで活活躍躍すするる看看護護職職のの看看護護実実践践力力向向上上ととややりりががいい支支援援

　１） 看護実践力向上に向けた研修を企画し実施する。

　２） 関係病院の看護管理者代表者会議を開催する。

３） 関係病院の看護実践の好事例を収集するなど、看護職間で共有できる場を作る。

・ 慢性期療養型病院に勤務する看護管理者および看護職員の交流会開催 21名参加

・ 精神科単科病院の看護管理者交流会の開催７病院参加

５５．．感感染染症症対対応応やや自自然然災災害害看看護護のの実実践践力力のの向向上上

　１） 感染症・自然災害発生時をイメージした研修会の開催

・ 感染症について：看護管理者対象研修19名受講、看護職員(Ⅰ～Ⅲ)対象研修 81名受講

・ 災害について:看護管理者対象研修20名受講、看護職員（Ⅱ～Ⅳ）対象研修　69名受講

・ 災害支援ナース養成研修49名受講し、災害支援ナースとして登録

保健師人材育成事業：4研修65名受講
　　　　A１レベル21名・ファシリテーター養成20名・コンサルテーション8名・フォローアップ18名

看護管理実践能力向上のために、認定看護管理者教育課程　ファーストレベル・セカンドレベルを開催する。

専任教員養成講習会（14名受講）、実習指導者養成講習会（一般59名・特定分野7名受講）、新人看護職員研修担
当者研修（49名受講）および研修責任者研修（14名受講）を実施した。

１．あらゆる場での看護の質向上のための看護実践能力の強化

－　25　−



成果
11.. 生涯学習支援ガイドラインに基づいて、看護職の研修会を実施したことにより、実践能力向上に寄与できた。

22..

33..

44..

次年度への課題
11..

22..

33..

44..

55..

認定看護管理者教育課程（ファースト・セカンドレベル）の毎年開催、マネジメントラダーに基づく看護管理者を対象
とした研修の充実により、看護管理者の実践力向上に寄与していると考える。

精神科病院の看護管理者の交流会および慢性期療養型病院の管理者および看護職員の交流会の開催により、
様々な分野で活躍する看護職の看護実践力向上とやりがいを支援する機会となった。

感染症対応および自然災害時の実践力の向上を図るため、災害支援ナース養成研修に加え、看護職および看護管
理者を対象とした研修を実施し、現場対応能力の強化につなげた。

受講者の主体的な学習の程度および実践現場（組織）における研修成果の活用状況を把握するための評価につい
て検討し、研修効果の可視化を図る。

2027年度より予定されている認定看護管理者教育課程の改正に対応し、本会において当該課程を適切に開催でき
るよう、カリキュラムおよび運営体制の整備を進める。

精神科・慢性期療養型病院における看護実践力の向上および看護職のやりがい支援を目的として、看護職を対象と
した研修を実施する。

災害支援ナースの実践力向上を図るため、フォローアップ研修および更新研修の実施に向けた仕組みについて検
討し、継続的な教育支援の仕組みを整備する

看護基礎教育と臨床現場との連携強化を図り、看護職のシームレスな人材育成体制を構築を推進するために、
教育機関と医療機関の連携協議の場を設け、継続的な協働体制の構築を図る。
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　事業内容

１１..若若年年層層にに加加ええ幅幅広広いい対対象象にに看看護護のの魅魅力力発発信信をを強強化化

２２..多多様様なな場場とと働働きき方方をを推推進進しし地地域域にに必必要要なな看看護護職職のの確確保保・・定定着着をを支支援援

３３..看看護護補補助助者者のの確確保保・・定定着着のの推推進進

４４..生生涯涯をを通通じじてて健健康康にに働働きき続続けけるるたためめののヘヘルルシシーーワワーークク推推進進をを支支援援

５５..看看護護職職のの専専門門性性をを発発揮揮すするるたためめのの、、タタススクク・・シシフフトト//シシェェアア推推進進のの支支援援

　　１） 各教育機関へ訪問し、看護の魅力発信の拡大を図る

・ 中学・高校への出前授業にて看護の魅力発信。

参加実績：小学校4校/177名、中学校 5校 /310名、高校 26校/529名 　合計35校/1,016名、教員79名、

・

　２） 「高校生１日看護体験」「中学生１日看護体験」を開催、看護の魅力発信の拡大を図る。

・

その他、病院で開催される見学会や体験会についてホームページで紹介した。

　３） 「看護の日･看護週間」看護フェアを活用し、若年層と保護者及び県民へ看護を広報する。

・

　４）

・ 「すまいるアクションフェスタ」：8/11守山市民ホール 参加者296名

「リハビリテーションSHIGA～専門職からのプレゼント」　草津イオン　参加者220名へ「白衣体験」「赤ちゃん抱っこ」

「血圧測定」等の看護体験の場とした。

２２..多多様様なな場場とと働働きき方方をを推推進進しし地地域域にに必必要要なな看看護護職職のの確確保保・・定定着着をを支支援援

1)

・ 地域偏在への取り組み

①地域偏在是正に向けた取り組みとして、「法令に基いた雇用について」「多様な働き方・プラチナナースの雇用に　　　　　　　

ついて」「好事例発表3施設」をテーマに看護管理者対象研修会を開催、39病院42名参加した。

②「離島・へき地で活躍する看護職」eナースセンター特設サイトで、湖北１病院、湖西２病院を紹介した。

③甲賀圏域ワーキング：5/9・10/3職員１名が委員として参加し活動を支援した。

2) 看護師等養成所にて看護学生就業ガイダンス交流会を開催し職場選択とキャリアを考える機会とする。

・

滋賀県堅田看護専門学校　1年生　25名(一部2年生を含む）、甲賀看護専門学校　2年生　14名、

滋賀県立総合保健専門学校　2年生　54名、滋賀県立看護専門学校　1年生　40名（合計168名）

3) 地区支部活動や地域看護ネットの中で地域の特性を生かした看護職確保事業を支援する。

・

4) 潜在看護職や未就業者を対象に、復職支援研修受講者増を図り、再就業を支援する。

・ リスタートナース研修会を３回開催　受講者合計26名(うち就業1年以内5名)　受講後就業した者21名（就業率：67％）

第1回　6/4・5・10・12　4日間（受講者11名）

第2回　9/2・3・10・16　4日間くすのきセンター（受講者9名）

第3回　1/13・14・21・22 4日間（受講者6名）

5) 潜在看護職やプラチナナースが就業できる職場環境整備と就業を支援する。

・

・

・

6) サポートナース登録者の管理を通じて必要時対応する。

・ 3月9日10時ナースセンターへ登録業務移管された。

県・市町行政、ハローワークと連携し看護職の地域偏在改善に向けた会議参加と対策実施を支援する。

県主催「シン・しが学校支援メニューフェア」に参加し、教育関係者に対して看護職についての理解を深めてもらう機
会とした。1名参加

県内4７病院において、7/25・29・8/4～9・12の9日間開催した「1日看護体験」に、県内高校生352名、中学生70名 合
計422名が参加した。体験者高校３年生看護系進学状況調査にて95名中回答者74名中66名進学率 89.2%

5月11日　草津市内の大型商業施設で「看護フェア2025」を開催。参加者 約500名。看護に関する様々な体験ができ
るブースを設け、多くの県民に、看護の魅力を発信した。びわこ放送の取材があり広報にもつながった。

看護職への進学についての相談のブースを設け、県内看護師等養成所への進学について、情報提供の機会とし
た。ブース訪問者  35名。

１１..若若年年層層にに加加ええ幅幅広広いい対対象象にに看看護護のの魅魅力力発発信信をを強強化化

看護師等養成所4校にて、授業の一環として就業ガイダンス交流会を開催した。多様な場で働く看護師3名を講師と
して、経験談とGWを通じてキャリアについて考える機会となった。

第１地区支部活動（10/19）・第２地区支部活動（11/9）・第３地区支部活動（12/14ワーキング事業）・第4地区支部
(11/9）・第５地区支部活動10/4・ 10/13）滋賀県立大学、聖泉大学の大学祭へ参加・第6地区支部各支部（11/2）・第
7地区支部（11/2）における看護職確保事業を支援した。

プラチナナース研修会　12/17  テーマ「人生100年時代の働き方～豊かな人生を彩るために」を開催、参加者が自
身のセカンドキャリア、就業について考える機会とした。　　参加者30名

求職登録者 177.3名/月平均、就職者 140 名/年、出張相談窓口相談者151件（実数1119名）内就業者 52名就業者率43 ％

	再就業チャレンジ支援事業　　合計参加者19名

「すまいるアクションフェスタ」「リハビリテーションSHIGA～専門職からのプレゼント～」参加により看護の魅力を発信
する。

10/20：ハローワーク大津（大津・湖南地域）6名、11/13：ハローワーク彦根（湖東地域）開催4名
9/5 長浜LOCOリビング（長浜・米原・高島地域）3名、9/26：G-NETしが（東近江・近江八幡・甲賀地域）6名、

２．看護職等の確保定着及び働き続けられる職場環境づくりの推進
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・ 意向調査、登録管理、広報を実施した。

3/31現在の登録者153名（内eナースセンター登録者：95名、80％就業者）

7） 「看護職学びのサポートブック」を活用し、様々な場で働き続けられるように支援する。

・ 新人看護職員交流会、3年目看護職リフレッシュ研修会、看護学生キャリアガイダンス等にて配布し活用推進した。

３３..看看護護補補助助者者のの確確保保・・定定着着のの推推進進

1) 新規看護補助者確保に向けて、県・ハローワーク・各医療機関と連携を図る。

・ 日本看護協会委託事業「看護補助者確保 お仕事説明会」4カ所で開催。

9/5 ：長浜LOCOリビング（長浜・米原・高島地域）4名、9/26：G-NETしが（東近江・近江八幡・甲賀地域）4名、

10/20：ハローワーク大津（大津・湖南地域）5名、11/13：ハローワーク彦根（湖東地域）開催9名　合計参加者22名

参加者に対して「見学会・体験会」案内した。見学2名、就業2名、相談対応4件

・

2) 就業後の定着・促進に向けた研修開催する。

・

3) 日本看護協会の「看護補助者の確保・定着に関する情報」の活用･周知を図る。

・ 7/4看護管理者会議にて「看護補助者確保・定着事業」説明、活動推進の機会とした。参加者看護管理者37名

４４..生生涯涯をを通通じじてて健健康康にに働働きき続続けけるるたためめののヘヘルルシシーーワワーークク推推進進をを支支援援

1) 看護業務の効率化・生産性の向上に取り組まれた施設の活用周知を図る。

・ 日本看護協会「看護業務効率化取り組みガイド」各施設看護管理者に配布し活用推進を図った。

2) 健康で安全な職場環境づくりの推進に向け管理者を支援する。

・ ワークライフバランス研修会を２回開催した。

第1回　10/29　「健康でいきいきと働きつづけるために」　受講者41名　

第2回　2/19　「働き続ける環境づくり～世代をこえて共に働くために～」　受講者34名

５５..看看護護職職のの専専門門性性をを発発揮揮すするるたためめのの、、タタススクク・・シシフフトト//シシェェアア推推進進のの支支援援

1) ガイドラインを活用した各施設におけるタスク・シフト/シェアの取組を支援する。

・

2) 他の医療従事者との連携を図り、安全性の確保と専門能力の発揮に向け環境整備の推進に取り組む。

・

　
3) 看護補助者向け日本看護協会の標準研修(ｵﾝﾃﾞﾏﾝﾄﾞ)を周知し効果的な研修受講の推進を図る。受講者 6名

・ 3－3）にて日本看護協会標準研修（オンデマンド）活用推進を周知した。

成果
11..

22.. 県内で学び働くことの推進を目的に、看護学生を対象に「看護学生就業ガイダンス交流会」を希望校にて開催し、

多くの看護学生の卒業後のキャリアデザイン構築に向けた支援につながった。

33.. 看護職・看護補助者を対象にした確保・定着推進事業を各関係機関と連携し地域単位の実情に応じた取り組みと

潜在看護職への復職支援研修のコースと開催日数を増やしよりニーズに合った研修となった。

44.. 働き続けられる職場環境づくりの支援としてWLB研修、プラチナナース研修を開催しライフスタイルに合わせた

キャリアデザインについて考える機会となった。ハローワークとの連携強化により多様な場・働き方の推進となった。

55.. SNSを利用した求人情報の提供が、看護職・看護補助者確保の拡大につながった。

次年度への課題
11.. 幅広い対象へ看護の魅力発信方法を企画し、看護職について知る機会の拡大を進める。

また、県内看護基礎教育機関への進学と県内就職を推進するため各関係との連携を強化する。

22.. 看護職・看護補助者確保では、地域の実情に合わせた活動と多様化するニーズへ対応する事業を推進する。

33.. 看護職のウエルビ－イングを重視した労働環境改善の支援強化を進める。

44.. 「eナースセンター」「とどけるん」と合わせて「看護職のためのポータルサイトNuPS」を活用した就業支援を強化する。

eナースセンター内で就業支援について労働局と連携し各ハローワークへ周知した。

病院看護管理者へ日本看護協会1/27「看護の専門性の発揮に資するタスク・シフト/シェア全国セミナー」視聴を案
内し、好事例を参考として取り組みを検討するよう支援した。

滋賀県医療勤務環境支援センター運営会議 9/24に運営会議の委員として参加。12/17労働環境改善委員会の委
員6名が同センター訪問し医療機関の勤務環境等現状に関する意見交換を行った。

看護の魅力配達事業は、対象を小・中・高校生へ拡大し、より多くの若年層へ看護の魅力を伝え、看護師養成校進
学の働きかけの機会とした。高校生1日体験事業を通じて看護系進学につながったという結果を得た。

2/4開催　テーマ「看護補助者としての業務を安全かつ効率的に遂行していくために必要な情報管理」　15施設　受
講者46名
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　　事業内容

１１..地地区区支支部部活活動動やや地地域域看看護護ネネッットトのの推推進進にによよるる地地域域包包括括ケケアアのの実実現現

２２..在在宅宅療療養養をを支支ええるる訪訪問問看看護護やや看看多多機機おおよよびび介介護護施施設設等等のの看看護護ササーービビススののささららななるる質質向向上上

３３..地地域域ににおおけけるる病病院院・・診診療療所所のの外外来来看看護護機機能能のの充充実実

４４..健健康康寿寿命命延延伸伸をを目目指指ししたた看看護護活活動動のの推推進進

５５..安安心心ししてて生生みみ育育ててるるたためめのの看看護護職職連連携携強強化化

　　１） 各支部で地域特性を活かした地域包括ケアの実践とシステム構築に向けた取組みを推進する。

・ 各圏域において地域包括ケアシステムの推進に向けて、フォーラム等を開催した。

第2地区においては多職種連携をテーマにシンポジウム形式の研修を実施できた。

　２） 専門看護師や認定看護師等の協力を得て、病院と施設が連携して地域の看護力向上を図る。

・ 多くの支部でスペシャリストによる出前講座を病院や訪問看護ステーション等に実施した。

第4地区は糖尿病をテーマに地域看護力の向上を図った。

　３） 各圏域の課題解決に向けて、地区支部活動や地域看護ネットの活動を通して在宅療養を支える看護職やその他の

専門職との連携を図る。

・ 全ての圏域において地区支部と地域看護ネットが合同で研修等を企画実施することができた。

　４） 地域看護ネットの代表者による会議開催及び取り組みを合同報告会で共有する。

・ 地域看護ネットの合同報告会を開催  7/19　参加者81名　各圏域ともに積極的な活動をしていることを共有できた。

２２..在在宅宅療療養養をを支支ええるる訪訪問問看看護護やや看看多多機機おおよよびび介介護護施施設設等等のの看看護護ササーービビススののささららななるる質質向向上上

　　１） 訪問看護ステーションの大規模化を目指し、経営・管理運営に関する相談事業を充実する。

・ 訪問看護ステーション運営相談事業（通年）　37件（助言者対応23件、支援センター対応14件）

・ 個別相談会（コンサルテーション事業）7/14 １件、　7/24 2件

・ 小児訪問看護助言指導事業（通年）7/16 1件

　２） 看多機の管理者交流会において、看多機の特徴や機能を紹介する動画を作成することで活用推進を図る。

・ 5/15.8/21.11/20管理者交流会(年間3回） 5/15参加者11名　8/21参加者11名　11/20参加者7名

・ 2/19看多機充実支援セミナー　参加者17名

・ PR動画作成（看多機紹介アニメーション、県内看多機事業所紹介動画11事業所）

　３） 介護施設等に勤務する看護職に対して、尊厳を守るケアをテーマに研修会を開催する。

・ 7/16.9/24.11/11研修会（3日間シリーズ）参加者58名

３３..地地域域ににおおけけるる病病院院・・診診療療所所のの外外来来看看護護機機能能のの充充実実

　　１） 外来看護の役割や機能を共有できる研修会を開催する。

・ 7/8研修会「入退院支援の充実に向けて」　参加者81名

・ 11/6外来における在宅療養支援能力向上研修　参加者37名

　２）

・ 5/22看護がつなぐ在宅療養～これまでの暮らしそしてこれからを見据えて～　講義、意見交換等

参加者55名(外来35名,診療所16名,訪看等4名）

４４..健健康康寿寿命命延延伸伸をを目目指指ししたた看看護護活活動動のの推推進進

　　１） 各支部や地域看護ネット、職能の活動において、疾病予防や健康の維持・増進に資する看護活動を実践する。

・ 各地域の健康に関するイベントにおいて、まちの保健室を開設し、健康寿命延伸のための保健指導等を実践した。

・

５５..安安心心ししてて生生みみ育育ててるるたためめのの看看護護職職連連携携強強化化

　　１）

・

・ かいつぶりのわ「こどもまんなか社会」の発行

　２） プレコンセプションケアについて、行政や学校、その他関係分野とともに推進する。

・ 9/29研修会「プレコンセプションケアって何？」　参加者10名

１１..地地区区支支部部活活動動やや地地域域看看護護ネネッットトのの推推進進にによよるる地地域域包包括括ケケアアのの実実現現

妊娠期から子育て期にわたる切れ目のない支援を提供するための看護職の役割やネットワークの重要性について
様々な機会を通して共有する。

事例を通して、病院・診療所の外来看護の機能や連携について検討する。

高齢者向けの健康教室において、まちの保健室活動の位置づけとして講師を務めた。

8/29研修会「特定妊婦への支援・病産院と地域との連携強化を目指して」　参加者24名
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　３） 周産期医療関係者の顔の見える関係づくりを推進するための研修・交流会を開催する。

・ 10/26多胎児支援をテーマに研修会（3職能合同）　参加者29名

成果
11.. 全圏域において地区支部と地域看護ネットが協働して研修会や地域ケアフォーラムを企画開催できた。

22.. 看多機のPR動画を作成できた。（看多機紹介アニメーション、県内看多機事業所紹介動画11事業所）

33.. 入退院支援研修には、多くの在宅療養を支える看護職が参加できた。

44.. 地域の健康イベントにまちの保健室を開設し、健康寿命延伸につながる活動実践ができた。

55.. プレコンセプションケアについて、「かいつぶりのわ」～こどもまんなか社会～の発行により住民に周知できた。

次年度への課題
11..

22..

33..

地域包括ケアシステムの構築や病院の機能分化が推進される中、その人らしく最期まで過ごせるよう、地域の支え合
いとともに1人ひとりの人生に沿った看護が提供できるよう、積極的に多職種連携を図る。

R7年度に作成した看多機PR動画を活用して、看多機の魅力を行政や医療機関、広く地域住民に向けて周知するこ
とで、利用促進と新規開設につなげる。

急速な少子化により家庭や子供を取り巻く環境は大きく変化している。看護職はプレコンセプションケアから周産期
の関わり、子どもの成長に応じた母子支援を切れ目なく提供するため、看護職間連携を強化する。
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　　事業内容

１１..看看護護職職のの活活動動・・実実践践ににおおけけるるSSDDGGｓｓ実実現現にに向向けけたた取取組組へへのの参参画画

２２..「「かかいいつつぶぶりりののわわ」」広広報報誌誌やや「「看看護護のの日日」」イイベベンントト等等にによよりり、、県県民民へへのの看看護護活活動動ののピピーーアアーールル継継続続

３３..専専門門職職能能団団体体のの意意義義のの啓啓発発にによよりり、、会会員員増増ををめめざざししたた取取りり組組みみ強強化化

４４..災災害害支支援援・・受受援援体体制制のの充充実実

１１．．看看護護職職のの活活動動・・実実践践ににおおけけるるSSDDGGｓｓ実実現現にに向向けけたた取取組組へへのの参参画画

　　１）

・

・

２２．．「「かかいいつつぶぶりりののわわ」」広広報報誌誌やや「「看看護護のの日日」」イイベベンントト等等にによよりり、、県県民民へへのの看看護護活活動動ののピピーーアアーールル継継続続

　　１） 健やかに生まれ育つことへの支援をテーマに「かいつぶりのわ」8号の発行。

　２） 若年層と幅広い対象に向けた「看護の日」のイベント等により、看護の魅力を啓発する。

・

３３..専専門門職職能能団団体体のの意意義義のの啓啓発発にによよりり、、会会員員増増ををめめざざししたた取取りり組組みみ強強化化

　　１） 地区支部及び地域看護ネットにおける活動により会員増に向けて取り組みを強化する。

・ 各地区支部活動の中で、研修等の機会を活用して看護職にチラシ配布する。

　２）

・

新規入会は　536名 （R6入会　525名） 3月31日現在 令和7年４月　新卒者　530名

　　３）

・ 会議・研修等において、入会の意義などを示した動画を作成し流すなど視覚に訴えるピーアールしている。

・ SNSを活用した情報提供を始めた。（滋賀県看護協会・ナースセンター　それぞれにLINEを活用している）

・

・

・ 日本看護協会ホームページ、会員確保特設サイトに滋賀県の活動報告等の掲載を依頼しPRする。

会員数：3月31日　8,914 名　 保健師　309名　　 助産師　　347名 看護師　8,163 名　 准看護師　112名 

4）会員施設に訪問するなど、看護管理者の意識にも働きかける。

・ 会員数の減少施設への訪問と看護管理者会議にて、職能団体の役割と意義について説明した。

　　１） 国、県、日本看護協会の災害支援ナースの仕組みの変更を基に、災害支援ナースを育成し、有事の際に備える。　　　

また、平時より体制整備する。

・

　２）

5月11日草津市内、大型商業施設で看護フェアを開催し参加者 約500名。看護に関する様々な体験を通し
若年層、一般の方に魅力を発信した。びわこ放送の取材があり広報にもつながった。ナースセンターのホームページ
にて掲載した。

新卒看護職員交流会やナースセンター相談時や県立大学における看護キャリアデザイン論等の講義にて
看護協会の役割について説明している。

入会を勧める内容を掲載した生涯学習支援計画等を会員以外にも配布する等、非会員に看護協会に入会する
メリットを伝える機会の確保に努める。

病院に向けては非会員分約3000部、医師会を通じて診療所で従事する看護職に、また介護施設などにも施設宛 に
約 1300部の生涯学習支援計画を配付した。

協会内会員確保委員会が中心となり、動画作成した。各種研修会にて繰り返し放映し周知した。

新たな制度に準じた、日本看護協会作成のオンデマンド研修後に演習（11月）を県協会が実施した。49名修了。医
療機関との協定締結により、3月末までに175名の災害支援ナースの派遣が可能になった。

４４..災災害害支支援援・・受受援援体体制制のの充充実実

新卒看護職員交流会や卒業前の学生に対して看護協会活動やナースセンターの社会的役割や機能について啓発
し、新入会員の増加を図る。

・　3月発行した。

災害発生時の対応力強化を図るために、「災害支援マニュアル・受援マニュアル」を見直し、平時からの体制整備を
する。

看護職の処遇改善に向けた情報発信や高齢者介護施設や慢性期療養型病院などの看護実践の効果について気
づき、働きがいがもてるよう対象施設看護管理会議にて交流会を開催した。

周産期から最期の時まで、健康状態、様々な脅威にさらされた時の支援、療養の場の状態に応じて、その人らしく
より健康に向けた生活が支援できる為に、看護の質向上をめざし取組（研修等）を実施した。

各種事業推進において、SDGｓの目標「3　すべての人に健康と福祉を」「5　ジェンダー平等を実現しよう」「8　働きが
いも経済成長も」に関連する事業でもあることを意識して取り組む。

４．組織力強化
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・

・

・ 2月1日滋賀県防災訓練へ参加し、新制度における災害支援ナース派遣体制の訓練とした。3名参加

　３） 事業継続計画に準じて、訓練を実施し計画を更新する。

・業務計画の改正し災害を想定した訓練を3月25日実施。

・新型インフルエンザ等対策特別措置法の改定に伴い本会の新型インフルエンザ等対策行動計画を改定した。

成果

11.. 「かいつぶりのわ」が発刊でき、県民に看護活動のPRができた。

22.. 看護フェアなどを通じて、幼児等の若年層に加えて幅広い対象に向けて看護師の魅力を発信できた。

33.. 法改正に伴った、災害支援ナースの体制を整えることができた。

44.. 滋賀県看護協会における事業継続計画の充実に向けて、活動できた。

55.. 会員確保に向けて、協会活動の情報や職能団体の必要性について情報提供するとともに、会員優待を拡大した。

次年度への課題
11.. 「かいつぶりのわ」第9号「ACPへの支援」をテーマに発刊し、看護協会活動をPRする。

22.. 会員確保・定着に目標をさだめ、SNSなどの活用を強化・継続する。

33.. 災害支援ナースの育成に引き続き努め、活動できる人材を確保するとともに、協定医療機関等が派遣しやすい

環境作りを支援する。

7/4看護管理者会議「災害支援ナース派遣調整事業」について滋賀県健康危機管理課より説明周知を図った。

新たな制度に準じた、「災害支援マニュアル・受援マニュアル」の見直しを進めている。
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令和7年度 事業報告    ： 定款第４条に基づく事業 
・二重下線は重点事業 

・下線は新規事業 

定款第４条に基づき、以下６つの事業について掲載 

１．教育等看護の質の向上に関する事業  

２．看護業務及び看護制度の開発・改善に関する事業  

３．看護職の確保・定着及び労働環境の改善に関する事業  

４．訪問看護等在宅療養の推進に関する事業  

５．看護活動を通じての県民の健康及び福祉の増進に関する事業  

６．その他本会の目的を達成するために必要な事業  

 

11.. 教教育育等等看看護護のの質質のの向向上上にに関関すするる事事業業  
１－１．生涯学習支援に関する事業 
１) 生涯学習支援の企画・運営・評価       計  81（管理者含む）講座予定   81講座修了   受講者 3,303名 

(１) 専門職としての活動の基盤となる研修                48講座予定  48講座修了   受講者 2,143名 

 予定講座数 修了講座数 受講者数 備  考 

看護師 39 39 2014 新企画10研修 リニューアル研修７ 

助産師 3 3 56 （受託）助産師出向事業：14名修了 

保健師 4 4 67 （受託）保健師人材育成事業 

准看護師 2 2 6 2講座終了 

計 48 48 2143  

 

(２) 看護・医療政策に関する研修                        11講座予定  11講座修了   受講者496名 

 予定講座数 修了講座数 受講者数 備  考 

全看護職 8 8 352 
災害支援ナース養成（受託）・認知症（受託）  外

来在宅療養支援・糖尿病重症化予防 

看護補助者 2 2 110 JNAオンデマンド及び当協会で演習 

看護職以外 1 1 34 （受託）認知症病院勤務医療従事者対象 

計 11 11 496  

 

(３) 人材育成や教育支援を行うものを対象とした研修         7講座予定    7講座修了   受講者220名 

 予定講座数 修了講座数 受講者数 備  考 

実習指導者 １ 1 59 5月18日～1月29日開催修了 

実習指導者 
（特定分野） 

1 1 7 （受託）11月18日～12月9日開催修了 

実習指導者フォ

ローアップ研修 
1 1 33 （受託） 

教育担当者 1 1 49 （受託） 

教育責任者 1 1 １６ （受託） 

責任者担当者フォ

ローアップ研修 
1 1 41 （受託） 

専任教員 1 1 15 （受託）5月13日～11月7日開催修了 

計 7 7 220  
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(４) 看護管理者を対象とした研修   13研修  

 予定講座数 修了講座数 受講者数 備  考 

（１）組織管理能力 ６ 6 171 ファース・セカンドの公開講座含む 

(2)質管理能力 １ １ 27 R6セカンド実践報告会 

(3)人材管理能力 3 ３ 100 ファースト公開講座含む 

(4)危機管理能力 ２ ２ 39  

(5)創造する力 （6）政策立案 １ １ 8 セカンドレベル公開講座 

計 13 13 345  

 

(５) 資格認定教育  

・認定看護管理者教育課程ファーストレベル  6月17日～7月18日   73名受講・修了 

・認定看護管理者教育課程セカンドレベル   8月26日～10月31日  26名受講・修了 

(６) その他 

    ・ナースセンター事業    4研修 

    ・訪問看護支援センター  7研修 

(７) その他委託補助事業による研修 

(８) 各委員会にて研修企画・運営・評価 

２) 地区支部看護職員研修        ＊支部活動報告参照  

３) 看護職員資質向上支援事業 

(１) 地域看護職員資質向上 

・地域看護ネット活動 

(２) 新人看護職員資質向上支援事業（委）   

・検討委員会 ２回開催 ：7月2日・2月9日 

・研修責任者研修会の開催（10月～11月）：責任者研修（4日間）       16名受講・修了 

・教育担当者研修会の開催（10月～11月）：教育担当者研修（4.5日間）   49名受講・修了 

・研修責任者・教育担当者研修フォローアップ研修：令和8年1月20日   41名受講 

４) 実習指導者講習会（委）    

(１) 実習指導者研修会（特定分野を含む）  

・一 般：11月18日～令和8年1月29日（207時間）                59名受講・修了 

・特定分野：11月18日～12月9日の間の約10日間（54時間）         7名受講・修了 

(２) フォローアップ研修会の開催：１１月10日                             33名受講 

(３) 実習指導者講習会カリキュラム検討委員会の開催：9月3日・1月29日・2月17日 

５) 医療従事者認知症対応力向上研修（委） 
(１) 看護職員認知症対応能力向上研修：9月12日～14日開催            68名受講・修了 
(２) 看護職員認知症対応能力向上研修フォローアップ研修:：2月6日開催     13名受講 
(３) 病院勤務の医療従事者向け認知症対応力向上研修:11月14日開催       51名受講 
(４) 病院勤務以外の医療従事者対象認知症対応力向上研修:12月12日     33名受講 
(５) 医療従事者認知症対応力向上研修検討会議 2回開催：７月17日・3月3日 

６)  滋賀県喀痰吸引研修事業（委） 
(１) 指導看護師養成講習会：10月15日 (南会場)   17名修了 会場：ニプロ株式会社iMEP 

                       10月16日 (南会場)   19名修了 会場：ニプロ株式会社iMEP 
11月12日 （北会場）  18名修了 会場：彦根勤労福祉会館 

(２) フォローアップ研修会:  12月3日          8名修了 会場：ニプロ株式会社iMEP 
(３) 打合せ会議の開催：」5月13日・9月25日・11月18日 

評価会議の開催：令和8年1月15日12名参加 
７）  専任教員養成講習会 

(１) 専任教員養成講習会：5月13日～11月7日  15名受講・修了 
(２) 専任教員養成講習会検討委員会の開催：5月21日・7月2日・9月26日・11月25日・R8年1月9日 

８)   図書室の運営・管理  
(１) 図書室運営委員会の開催：６月2日・1月23日 
(２) 日本看護協会文献複写サービスに関する勉強会：9月29日   常務理事・司書出席 

        2025年度都道府県看護協会図書室担当者研修会：10月7日 常務理事・司書出席 
９)  研修機器の貸し出し   

(１) 演習用医療シミュレーター機材等：・21件 （グリッターパグ8件・リトルアン3件・AED2件・モデル人形4件・採血シミュ                    

レーター1件・吸引シミュレーター2件・中心静脈栄養チューブ管理トレーナー1件） 
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１０)  各種会議への参加 
(１) 都道府県看護協会教育担当者会議：9月10日 
(２) 都道府県看護協会教育担当者研修会：11月4日～オンデマンド 2月4日対面研修 （２名参加） 
(３) 都道府県看護協会近畿地区教育担当者会議 :12月15日（滋賀県担当） 

 
１－２．看護管理者育成に関する事業 
１) 生涯学習支援計画分類４（看護管理者を対象とした研修） 

 予定講座数 修了講座数 受講者数 備  考 

（１）組織管理能力 ６ 6 171 ファース・セカンドの公開講座含む 

(2)質管理能力 １ １ 27 R6セカンド実践報告会 

(3)人材管理能力 3 ３ 100 ファースト公開講座含む 

(4)危機管理能力 ２ ２ 39  

(5)創造する力（6）政策立案 １ １ 8 セカンドレベル公開講座 

計 13 13 345  

 
２) 生涯学習支援計画分類５（資格認定教育） 
（1） ファーストレベル教育の開催と教育の充実    6月17日～7月18日   73名受講・修了   
（2） セカンドレベル教育の開催と教育の充実     8月26日～10月31日  26名受講・修了 
（１）（２）それぞれに公開講座を各2回開催                      

 

１－３．看護研究に関する事業  
(１) 看護研究・相談会：8月1日開催 15名受講 

(２) 研究スキルアップⅠ・Ⅱ：滋賀県立大学地域交流看護実践センターと共催  Ⅰ23名受講 ・ Ⅱ17名受講 

(３) 第28回滋賀県看護学会（ハイブリッド）：12月4日開催  177参加（一般） 

発表演題22題（管理実践報告4題含む）・基調講演・シンポジウム・交流会 

(４) 各地区支部研究発表会 
 

22.. 看看護護業業務務おおよよびび看看護護制制度度のの開開発発・・改改善善にに関関すするる事事業業  
２－１．看護業務の開発・改善に関する事業 
１) 各職能の業務開発や改善に向けた会議・研修 

   （１） 保健師人材育成事業（委） 

① A１レベル研修                 11月14日・3月11日（２日間）            21名参加 

② 事例検討会ファシリテーター養成研修   9月29日                        20名参加 

③ コンサルテーション研修             8月2日～令和8年3月13日 （7日間）  8名参加 

④ コンサルテーションフォローアップ研修   1月26日                             18名参加 

⑤ コンサルテーション研修企画会議      6月24日 出席者8名 ・ 11月13日 出席者７名 

   （２） アドバンス助産師取得推進のための研修会の開催 （再掲） 

① 症例から学ぼう！胎児心拍数モニタリングの理解と対応の実際        8月20日   18名参加 

② 新生児の特徴と病態生理を理解し、管理入院を必要とする母児とその家族に向けた看護実践を学ぼう 

                                                                     8月29日   24名参加 

   （３） 助産師出向支援事業（委）  

① 協議会 3回開催：7月1日・12月17日・3月18日 

② １４名出向 （分娩介助、妊産褥婦ケアの他、MFICU・GCU・NICU看護の見学などを含む） 

③ 報告会：3月5日実施 

   （４） 慢性期療養型病院の看護管理者会議の開催      12月23日  21名参加 

   （５） 精神科単科病院の看護管理者等交流会の開催   ７月２９日    ７病院参加 

   （６） 看護基礎教育機関代表者および臨床現場等の関係者会議の開催 

       令和７年度は看護専門学校の看護基礎教育代表者の会議を開催  ８月２０日（水）  ７校１５名参加 

   （７） 看護管理者施設代表者会議の開催    

7月4開催 56名参加 （災害支援ナース派遣調整事業:滋賀県健康危機管理課、認定看護管理者教育課程

（制度）の変更に向けて：教育部、看護の将来ビジョン2040について：日本看護協会 副会長 勝又浜子氏） 

   （８） 地区支部の地域フォ－ラム  支部活動にて開催 

   （９） 外来・診療所看護師、介護福祉施設看護師対象研修  

① 看護師職能委員会Ⅱ研修等：「権利擁護 虐待について」 11月30日開催 

② 地域看護力向上研修会 「外来看護がつなぐ在宅療養」   5月22日開催  55名参加 
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③ 外来における在宅療養支援能力向上のための研修     １１月6日開催   37名参加 

２) 調査・検討事業 

(１) 看護職の業務開発や改善に必要な調査の実施    未実施  

 

２－２．看護制度の改善・提言に関する事業 
(１) 看護関連政策の提言・要望   滋賀県・滋賀県議会等 

滋賀県要望           9月 13日  

自民党県議会議員団      6月 22日   

チームしが県議会議員団   8月 25日 

(２) 滋賀県知事要望 「滋賀県における看護人材確保および看護教育機関への支援」  9月22日 

(３) 関係審議会・委員会への参画                               

  (４) 関係団体等との連携 

日本看護協会・看護連盟・滋賀県病院協会看護部長会・助産師会・訪問看護連絡協議会・看護学校協議会  

    日本精神科看護協会  等 

勤務環境改善支援センターとの連携(（再掲） 

(５) 都道府県看護協会准看護師事業担当役員会議    未開催 

(6) 全国看護基礎教育担当役員会議(Web) 3月10日 3名参加  

２－３．職能委員会活動および関係会議 
(１) 各職能委員会にて課題の明確化と検討 

(２) 職能別交流集会の開催：各職能委員会 年 1回開催 

    ・保健師職能交流集会：2月12日  24名参加  テーマ「2040年を見据えた保健師活動のあり方を考える」   

    ・助産師職能交流集会（3職能合同）：10月26日  36名参加 

テーマ「滋賀から考える多胎育児支援～少子化時代の女性と家族の健康を 3職能で語ろう～）」   

    ・看護職能1交流集会：2月14日  43名参加 

テーマ「看護職員における多様で柔軟な働き方推進に関するアンケート調査結果報告」 

「多様で柔軟な働き方に関する自施設の取り組み 3施設より」  

    ・看護職能Ⅱ交流集会：10月 18日 26名参加  テーマ「医療・介護多職種との連携」  

(３) 都道府県職能委員長会議 

・第1回 保健師  助産師  看護師Ⅰ  看護師Ⅱ すべて、8月1日 開催 

・第2回 保健師  助産師  看護師Ⅰ  看護師Ⅱ すべて、3月6日 開催    

(４) 地区別職能委員長会議   11月 7日  滋賀県担当   4職能委員長出席 

  

33.. 看看護護職職のの確確保保・・定定着着おおよよびび労労働働環環境境のの改改善善にに関関すするる事事業業        
３－１．看護職の確保・定着に関する事業  
１） ナースセンター事業（委託）（彦根サテライトを含む）  

(１) ナースバンク事業     

① 無料職業紹介事業 （看護補助者も含む） 

・来所・電話・メールによる相談  

草津相談件数21，913件（来所70件・電話 904件・メール 20,001件 ・他 938件郵送等 ) 

       彦根サテライト相談件数  448件（来所116件・電話325件・メール 2件・他 5件郵送等 ） 

・看護職員のｅナースセンター利用者・登録者の増加 

平均登録者：求職177.3名 (前年176.4名) 求人632.8名 (前年665名) 就業者数 140名（前年171名） 

・看護職の為のポータルサイトNuPS（ナップス）の周知活用 

2026年秋へと運用延期となった。看護学生、生涯学習・看護管理者対象研修時に周知した。 

② 看護職等の届出制度の活用周知 

・届出者数 255名 （病院 190 、その他の施設8名 、個人 57名） 

・就業者数 27名（病院 8名、診療所 5名 、訪看護 2名、 福祉 5名、その他 7名 ）  

③ 再就業コーディネーター配置事業 

・県内9ヵ所に出張就労相談窓口を設置し、コーディネーター１名、支援員6名の派遣 出張件数168回 

出張相談件数 151件（実数119名） 就職者57名 見学調整14件、面接調整 24件  

＊看護補助者求職実績 2名 

(２) 看護の心普及事業 

 ① 「高校生1日看護体験」「中学生1日看護体験」事業  

・高校：38校/ 352名、中学校:24校/70名参加 合計６２校/422名 協力病院 47施設  
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・体験参加者進学状況調査（高校３年生29校95名対象）回答率74名（72.4％） 

〈結果〉 

高校3年生体験者74名内看護系大学への進学者66名（89.2％） 回答者74名中 

 県内学校 県外学校 計 

看護専門学校  （3年制） 33名 4名 37名（56％） 

看護短期大学  （3年制）  0名 0名 

看護系大学    (4年制) 16名 13名 29名（44％） 

看護専門学校  （４年制）  0名 0名 

准看護師養成所  0名 0名 0名 

 49名（74％） 17名（29％） 66名 

② 届けます！看護の魅力配達事業 

・県内高等学校・中学校への看護職の出前講座（6～9月）  

高校：26校/529名 、中学校：5校/310名 、小学校4校/177名 参加生徒数合計1016名、教諭79名 

③ 幼児・小・中・高校生等への啓発事業 

・看護フェア、すまいる・あくしょんフェスタ、しが健康マルシェ（リハビリテーションSHIGA） 

看護フェア：5月11日ナースへ変身・看護体験等実施 「お仕事ガイドブック・関連グッズ」配布 参加者約500名 

看護師等学校養成所紹介 

すまいる・あくしょんフェスタ：8月11日 守山市民ホール開催 参加296名 

リハビリテーションSHIGA～専門職からのプレゼント～：8月31日 イオンモール草津 参加220名 

④ 看護学生への情報提供 ： 学校訪問・資料配布卒業生を対象に看護協会・ナースセンター等の役割・機能、 

卒業後の支援、活用等情報提供 ― 看護専門学校訪問8校、資料配布4校 

⑤ 一般県民への啓発  

・地区支部・地域看護ネット会議の中で啓発活動 

1地区支部：10/19、2地区支部11/9、3地区支部ワーキング事業へ協力、5地区支部10/4．10/13参加 

6地区支部：11/2、7地区支部：11/2 

   ・看護学校進学に関する情報提供 － 県内動画作成 

（3） 看護職員確保・定着促進事業 

① 看護学生への情報提供  上記（2）④参照 

② 看護学生キャリア支援ガイダンスを県内看護教育機関にて開催（希望校） 

6月13日滋賀県堅田看護専門学校１年生：25名、7月7日甲賀看護専門学校2年生：14名、 

3月3日県立総合保健専門学校1年生：54名、3月12日県立看護専門学校1年生：40名 合計168名 

③ 新人看護職員交流会 

6月16.17.18.19.20日（5日間に分けて開催)  

参加者合計：503名 （参加施設：病院42・行政1） 

④ 3年目看護職員リフレッシュ研修 

12月9.10.11日 （3日間に分けて開催）  

参加者合計：330名（参加施設：病院37・保健所1） 

⑤ 看護職・看護補助者合同就職説明会  

7月27日（日）グリーンホテルYes近江八幡 求人43施設 求職者15名  

⑥ ハローワーク共催看護職・看護補助者合同就職説明会・面接会  

2月25日（水）キラリエ草津  求人52施設 求職者29名（実人数24名） 

⑦ 看護職員（看護学生含む）精神サポート事業  

こころの相談 CNS（精神専門看護師）担当 対面：13件（看護職11名・看護学生2名） ナースセンター対応：4名 

⑧ 地域偏在改善への取り組み 

・県や市町と連携 

滋賀県看護職員等確保対策協議会 ・甲賀圏域看護職員確保検討ワーキング参加 

・各地区支部活動・看護ネットへの参画 （再掲） 

        第1地区支部：10/19 第2地区支部：11/9 第3地区支部：12/14 第4地区支部：11/9 第5地区支部：10/4・      

10/13 第6地区支部：11/2 第7地区支部：11/2 各支部活動へ参画 

⑨ 看護補助者確保推進事業 

      ・お仕事説明会開催(ハローワークとの連携強化) 

9/5 ：長浜LOCOリビング（長浜・米原・高島地域）4名、9/26：G-NETしが（東近江・近江八幡・甲賀地域）4

名、10/20：ハローワーク大津（大津・湖南地域）5名、11/13：ハローワーク彦根（湖東地域）開催9名 合計参加

者22名 

③ 外来における在宅療養支援能力向上のための研修     １１月6日開催   37名参加 

２) 調査・検討事業 

(１) 看護職の業務開発や改善に必要な調査の実施    未実施  

 

２－２．看護制度の改善・提言に関する事業 
(１) 看護関連政策の提言・要望   滋賀県・滋賀県議会等 

滋賀県要望           9月 13日  

自民党県議会議員団      6月 22日   

チームしが県議会議員団   8月 25日 

(２) 滋賀県知事要望 「滋賀県における看護人材確保および看護教育機関への支援」  9月22日 

(３) 関係審議会・委員会への参画                               

  (４) 関係団体等との連携 

日本看護協会・看護連盟・滋賀県病院協会看護部長会・助産師会・訪問看護連絡協議会・看護学校協議会  

    日本精神科看護協会  等 

勤務環境改善支援センターとの連携(（再掲） 

(５) 都道府県看護協会准看護師事業担当役員会議    未開催 

(6) 全国看護基礎教育担当役員会議(Web) 3月10日 3名参加  

２－３．職能委員会活動および関係会議 
(１) 各職能委員会にて課題の明確化と検討 

(２) 職能別交流集会の開催：各職能委員会 年 1回開催 

    ・保健師職能交流集会：2月12日  24名参加  テーマ「2040年を見据えた保健師活動のあり方を考える」   

    ・助産師職能交流集会（3職能合同）：10月26日  36名参加 

テーマ「滋賀から考える多胎育児支援～少子化時代の女性と家族の健康を 3職能で語ろう～）」   

    ・看護職能1交流集会：2月14日  43名参加 

テーマ「看護職員における多様で柔軟な働き方推進に関するアンケート調査結果報告」 

「多様で柔軟な働き方に関する自施設の取り組み 3施設より」  

    ・看護職能Ⅱ交流集会：10月 18日 26名参加  テーマ「医療・介護多職種との連携」  

(３) 都道府県職能委員長会議 

・第1回 保健師  助産師  看護師Ⅰ  看護師Ⅱ すべて、8月1日 開催 

・第2回 保健師  助産師  看護師Ⅰ  看護師Ⅱ すべて、3月6日 開催    

(４) 地区別職能委員長会議   11月 7日  滋賀県担当   4職能委員長出席 

  

33.. 看看護護職職のの確確保保・・定定着着おおよよびび労労働働環環境境のの改改善善にに関関すするる事事業業        
３－１．看護職の確保・定着に関する事業  
１） ナースセンター事業（委託）（彦根サテライトを含む）  

(１) ナースバンク事業     

① 無料職業紹介事業 （看護補助者も含む） 

・来所・電話・メールによる相談  

草津相談件数21，913件（来所70件・電話 904件・メール 20,001件 ・他 938件郵送等 ) 

       彦根サテライト相談件数  448件（来所116件・電話325件・メール 2件・他 5件郵送等 ） 

・看護職員のｅナースセンター利用者・登録者の増加 

平均登録者：求職177.3名 (前年176.4名) 求人632.8名 (前年665名) 就業者数 140名（前年171名） 

・看護職の為のポータルサイトNuPS（ナップス）の周知活用 

2026年秋へと運用延期となった。看護学生、生涯学習・看護管理者対象研修時に周知した。 

② 看護職等の届出制度の活用周知 

・届出者数 255名 （病院 190 、その他の施設8名 、個人 57名） 

・就業者数 27名（病院 8名、診療所 5名 、訪看護 2名、 福祉 5名、その他 7名 ）  

③ 再就業コーディネーター配置事業 

・県内9ヵ所に出張就労相談窓口を設置し、コーディネーター１名、支援員6名の派遣 出張件数168回 

出張相談件数 151件（実数119名） 就職者57名 見学調整14件、面接調整 24件  

＊看護補助者求職実績 2名 

(２) 看護の心普及事業 

 ① 「高校生1日看護体験」「中学生1日看護体験」事業  

・高校：38校/ 352名、中学校:24校/70名参加 合計６２校/422名 協力病院 47施設  
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     e ラーニング研修6名→希望施設見学・体験会 2名、就業支援 ・就業2名 就業後状況確認6か月就労継続中 

・日本看護協会「看護補助者を対象とした標準研修」の活用―9名 

⑩ 看護補助者定着支援研修会 

        2月4日（水）テーマ「看護補助者としての業務を安全かつ効率的に遂行していくために必要な情報管理」 

参加者15名 施設46 

(４） 潜在看護職員掘り起し職場復帰支援事業 

① 在宅医療・福祉を担うリスタートナースサポート研修(eラーニング活用) 

・3コース4日間（医療療養・訪問看護・介護福祉）担う各３回開催   対象：未就業看護職員１年以内 

合計 26名受講 就業率75％ 

 1回目（6/4.5.10.12） 2回目（9/2.3.10.16） 3回目（1月13.14.21.22 

受講者 11名 9名 6名 

就業者 7名 （64％） 7名（78％） 5名（83％） 

・看護職復職研修 

採血・点滴研修開催 月1回10回開催  参加者合計 23名 

6/24 7/30 8/26 9/30 10/29 11/25 12/19 1/28 2/25 3/17 

5名 1名 2名 3名 1名 4名 1名 0名 4名 2名 

看護師復職支援研修「滋賀医科大学医学部附属病院」再委託事業：2026年1月～2月  

参加者7名（ナースセンター紹介3名） 

内容：経管栄養・吸引・採血・BLS・静脈注射・筋肉内注射・皮下注射・最近の看護の動向 

eラーニング研修 （学研ナーシングサポート・ナーシングメソット活用）1回3か月 年7回開催 受講者 20名 

1回目 2回目 3回目 4回目 5回目 6回目 7回目 

6名 7名 3名 4名 2名 3名 1名 

② 再就業チャレンジ支援事業  合計参加者19名 

9/5 長浜LOCOリビング（長浜・米原・高島地域）3名、9/26：G-NETしが（東近江・近江八幡・甲賀地域）6名、  

10/20：ハローワーク大津（大津・湖南地域）6名、11/13：ハローワーク彦根（湖東地域）開催4名  

③ しがサポートナースプロジェクト事業(登録者管理・派遣調整)  

登録者数（2026年年3月31日153名中80％就業者） 

サポートナース登録に関する意向調査  期間6/2～6/30 回収率45％ 回答者中34％（149名登録継続) 

（５） プラチナナース活躍促進事業 

① プラチナナースを雇用する施設管理者に向けた研修会 

       看護職・看護補助者人材確保定着促進事業説明会 6月9日開催 

② プラチナナースを対象とした就労継続に向けた研修会 12月17日開催  参加者 30名 

テーマ 「再就職の第一歩 ―税、社会保険制度について知ろう―」  
講師：社会保険労務士：山下 弓 氏    

③ 職場体験会 (再就業チャレンジ交流会の研修等) 

（６） ナースセンター運営会議 10月9日開催  関係団体等委員10名出席 

（７） 調査事業 看護職員需要調査（病院・訪問看護ステーション） 2025年4月1日付け調査分 

結果を県に報告及び運営委員会、各種会議、2026年度総会要綱で情報提供  

対象：県内病院・訪問看護ステーション 

回答率： 病院 57施設（100％）・訪問看護ステーション210施設中165施設（78・6％） 

（８） 日本看護協会ナースセンター事業担当者会議出席  Web開催（出席者数） 

     4/16（3名）県庁担当者（1名）、6/9（3名）、7/23（1名）、9/1（5名）、9/10（4名）、12/8（5名） 

1/15（5名）、3/18（6名）  各県庁担当者（1～3名） 

（９） 近畿地区人材確保・定着担当者会議 Web開催  2/2（3名） 

（10）ナースセンター活用周知活動 

SNS(ライン）発信 月3～4回（求人情報も含む）   

  「ナースセンターニュース」 3月発行予定 

（11）圏域看護職員確保ワーキング会議参加・地域事業支援 

      甲賀圏域看護職確保検討ワーキング 第１回5月9日1名参加、第2回10月3日1名参加   

 

３－２．働き続けられる職場環境づくりに関する事業 
1)ワーク・ライフ・バランス研修事業 

(１) 働き続けられる職場環境づくりに関連した事業  

① ヘルシーワークプレイス(健康で安全な職場)の推進に関する活動 
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・研修会 年2回開催 

       第1回 2025年10月29日  テーマ「健康でいきいき働きつづけるために」研修会 

       講師 医療機関専門組織マネジメントコーチ 米国CTI認定プロコーチ ポテンシャルビジョン代表 山本武史 氏 

       参加者 41名 

第2回 2026年2月19日   テーマ「働き続けられる環境づくり～世代をこえて共に働くために～」研修会 

     講師 一般社団法人スクール・トゥ・ワーク代表理事 古屋 星斗 氏 (WEB開催)    参加者 34名 

② タスク・シフト/シェア推進に関する研修会 

日本看護協会主催研修会案内 

２） 医療勤務環境改善支援センター事業との連携      

(１) 医療勤務環境改善支援センターとの連携   

① 講師派遣等協力 

12月17日 委員6名事務局1名訪問、情報交換と連携調整の機会とする。 

② 滋賀県医療勤務環境改善支援センター運営協議会出席 7月17日 １名参加 

3） 調査に関する事業      

(１) 職場環境についての調査実施 

プラチナナース活躍促進に向けた調査実施 3月 （労働環境改善委員会担当） 

４） 会議への参加 

(１) 都道府県看護労働担当者会議出席 (日本看護協会） 7月18日 1名参加 

 

44.. 訪訪問問看看護護等等在在宅宅療療養養のの推推進進にに関関すするる事事業業  
４－１．訪問看護等に関する事業  
1） 在宅ケアセンタ－みのりの運営   

訪問看護事業    利用者数  1,620人 (月平均 135人） 利用件数 8,807件 (月平均734件） 

居宅介護支援事業 登録者数  445人 (月平均 37人） ケアプラン数 396件（月平均 33件） 

療養通所介護事業 利用者数   81人 (月平均 7人） 利用件数 488件 (月平均 41件） 

運営委員会の開催  第1回 １0月１7日  第2回 3月27日 

2） 訪問看護支援センターの運営 

(１) 各会議の開催 

   ① 運営会議の開催  12月18日 関係団体等から委員8名（6名参加）  

   ② 訪問看護キャリアアップ事業企画･評価会議 

・訪問看護初任期研修企画会議 2月6日 講師7名 

・訪問看護検討会議 第１回 令和8年1月16日 委員17名  第２回 令和8年3月2日 委員13名 

3） 訪問看護等機能強化に関する事業 

(１) 訪問看護ステーション相談・助言事業 

 ① 訪問看護ステーション運営相談事業    

・相談件数37件（助言者対応23件、支援センター対応14件） 

   ② 個別相談会 相談件数3件 （7月14日 １事業所  ７月24日 2事業所） 

(２) 新設訪問看護ステーション支援事業 

     開設数 30件 内18件対応（訪問14件 ZOOM面談2件 TEL面談2件） 

(３) 小児在宅移行支援指導者育成研修・助言指導事業 

  ① 小児訪問看護基本研修 

・基礎講座（オンデマンド） 6月18日～12月31日 参加者76名 

       ・BLS・重症児の姿勢演習 7月26日 参加者17名 

       ・障害福祉サービス事業所１日体験８月～9月実施 参加者5名 

  ② 小児訪問看護実践力向上研修  

・実践力向上講座（オンデマンド） 7月1日～12月31日 参加者28名 

       ・訪問看護ステーションでの同行訪問10月～１１月 参加者2名 

  ③ 助言相談事業 7月16日 1件 

  ④ 企画評価会議 4月18日 6名参加  7月7日 5名参加  令和8年3月10日 5名参加 

(４) 精神科訪問看護基本療養費算定要件研修（3日間 計21時間） 

     7月31日、 8月2日、 8月3日 修了者32名 

(５) 訪問看護ステーション実態調査 

県内訪問看護ステーションに対し令和7年 9月1日～9月30日の１ヶ月間の状況調査 

対象訪問看護ステーション数 237 ヶ所のうち179ヶ所より回答あり。（回収率75．5％） 
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(６) 在宅医療体制整備事業補助 

       事業種：①訪問看護車両整備事業  ②訪問看護機器導入支援事業  

③在宅人工呼吸器使用者非常用電源導入支援事業 

     申請施設数：のべ11ヶ所  内訳 ①車両-3ヶ所 ②機器-8ヶ所 ③非常用電源-2ヶ所 

 （７） 看多機支援セミナー・交流会・助言指導事業 

    ① 管理者・管理補助者交流会 5月15日 参加者11名  8月21日 参加者11名  11月20日 参加者7名 

    ② 看多機充実支援セミナー「これからの看多機の役割を考える」 2月19日 参加者17名（行政職員含む） 

    ③ 看多機PR動画作成（看多機紹介アニメーション1本 各事業所の紹介動画11本）  

滋賀県看護協会YouTubeチャンネルにて限定公開 

（８） 在宅看護・介護の現場における暴力・ハラスメント対策事業（委） 

    ① 企画会議 訪問系 5月22日、7月10日、12月25日 委員4名 

施設系 5月22日、10月2日 委員4名 

評価会議 令和8年2月19日 委員7名 

    ② 研修会 訪問系基本編10月22日 参加者69名 実践編令和８年１月１７日参加者16名 2月７日参加者16名 

            施設系基本編10月22日 参加者21名 実践編11月27日参加者7名 12月11日参加者15名 

（９） 訪問看護に関する住民啓発事業 

① 滋賀県民に対し、訪問看護の啓発活動を実施 

   ・10月19日2025おおつ健康フェスティバル 明日都浜大津 ブース来場者172名 

・11月9日東近江市健康・医療フェア2025 東近江市保健子育て複合施設ハピネス ブース来場者209名 

・令和８年１月15日 第56回滋賀県公衆衛生学会 滋賀県庁 ブース来場者20名 

② 訪問看護事業所の地域住民に対する訪問看護啓発活動の支援 

・訪問看護PR用のチラシとクリアファイルの提供  ７月23日～令和8年１月30日 

  申込数 延べ26件  提供数 チラシ570枚  クリアファイル1,070部 

③ 滋賀県内訪問看護ステーション・看護小規模多機能型居宅介護・病院・市町村・保健所・地域包括支援センター・ 

   居宅介護支援事業所等、約833ヶ所へ訪問看護を紹介するチラシの送付 

（10） 精神科訪問看護スキルアップ研修会 

     ・12月13日 参加者22名  支援者：精神看護認定看護師3名 

４） 訪問看護人材確保に関する事業 

（1） 新卒訪問看護師の育成・定着支援事業 

① 新卒訪問看護師定着に向けた支援 

・1.２年目の新卒訪問看護師  対象者0名  

② 新卒訪問看護師を育成する訪問看護師・管理者等への支援 

   ・10月22日看護学生実習指導者研修（シミュレーション研修） 参加者8名 

（2） 新人訪問看護師定着支援事業  

・新人訪問看護師を採用した訪問看護ステーションへの補助金 申請のあった23施設へ交付 

（3） リスタートナース訪問看護師定着支援事業   

・リスタートナース研修修了者の訪問看護定着のための支援補助金 申請希望0件 

（4） 訪問看護インターンシップ事業  

① 看護学生と若い訪問看護師との交流会   応募者なし 

② 看護学生の訪問看護ステーションにおけるインターンシップ事業  8月1名1事業所参加 

（5） 訪問看護eラーニングを活用した訪問看護師育成事業（委） 

   ・eラーニング視聴30時間 集合研修3日 実習2日 5～11月開催 申込者26名  修了者23名   

   ・eラーニング視聴30時間 のみ 申込者4名 修了者3名                                    

・１日訪問看護体験 前期（7～8月） 参加者2名  後期（１１～12月） 参加者5名 

５） 訪問看護師等育成･キャリアアップに関する事業 

（1） 訪問看護師階層別研修（初任期・中堅期・管理期） 

① 初任期研修 12月15日（オンデマンドと集合研修） 申込者26名 修了者20名   

② 中堅期研修   
・e ラーニング(ナーシング・スキル)を活用した訪問看護師学習支援 視聴期間（5月～3月） 申込者159名 

・9月17日 精神疾患・認知症等をもつ利用者・家族による暴力・ハラスメントにどう向き合うか 参加者53名 

③ 管理期研修   

・訪問看護管理者研修初任期コース 令和7年6月7日～令和8年1月24日 申込者13名 修了者9名 

   ・訪問看護ステーション請求・事務研修会 5月20日 参加者55名 

・現場で使える組織マネジメント思考研修 １日目6月11日参加者14名  2日目6月25日参加者13名 

・個別相談会 3事業所（再掲） 
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(６) 在宅医療体制整備事業補助 

       事業種：①訪問看護車両整備事業  ②訪問看護機器導入支援事業  

③在宅人工呼吸器使用者非常用電源導入支援事業 

     申請施設数：のべ11ヶ所  内訳 ①車両-3ヶ所 ②機器-8ヶ所 ③非常用電源-2ヶ所 

 （７） 看多機支援セミナー・交流会・助言指導事業 

    ① 管理者・管理補助者交流会 5月15日 参加者11名  8月21日 参加者11名  11月20日 参加者7名 

    ② 看多機充実支援セミナー「これからの看多機の役割を考える」 2月19日 参加者17名（行政職員含む） 

    ③ 看多機PR動画作成（看多機紹介アニメーション1本 各事業所の紹介動画11本）  

滋賀県看護協会YouTubeチャンネルにて限定公開 

（８） 在宅看護・介護の現場における暴力・ハラスメント対策事業（委） 

    ① 企画会議 訪問系 5月22日、7月10日、12月25日 委員4名 

施設系 5月22日、10月2日 委員4名 

評価会議 令和8年2月19日 委員7名 

    ② 研修会 訪問系基本編10月22日 参加者69名 実践編令和８年１月１７日参加者16名 2月７日参加者16名 

            施設系基本編10月22日 参加者21名 実践編11月27日参加者7名 12月11日参加者15名 

（９） 訪問看護に関する住民啓発事業 

① 滋賀県民に対し、訪問看護の啓発活動を実施 

   ・10月19日2025おおつ健康フェスティバル 明日都浜大津 ブース来場者172名 

・11月9日東近江市健康・医療フェア2025 東近江市保健子育て複合施設ハピネス ブース来場者209名 

・令和８年１月15日 第56回滋賀県公衆衛生学会 滋賀県庁 ブース来場者20名 

② 訪問看護事業所の地域住民に対する訪問看護啓発活動の支援 

・訪問看護PR用のチラシとクリアファイルの提供  ７月23日～令和8年１月30日 

  申込数 延べ26件  提供数 チラシ570枚  クリアファイル1,070部 

③ 滋賀県内訪問看護ステーション・看護小規模多機能型居宅介護・病院・市町村・保健所・地域包括支援センター・ 

   居宅介護支援事業所等、約833ヶ所へ訪問看護を紹介するチラシの送付 

（10） 精神科訪問看護スキルアップ研修会 

     ・12月13日 参加者22名  支援者：精神看護認定看護師3名 

４） 訪問看護人材確保に関する事業 

（1） 新卒訪問看護師の育成・定着支援事業 

① 新卒訪問看護師定着に向けた支援 

・1.２年目の新卒訪問看護師  対象者0名  

② 新卒訪問看護師を育成する訪問看護師・管理者等への支援 

   ・10月22日看護学生実習指導者研修（シミュレーション研修） 参加者8名 

（2） 新人訪問看護師定着支援事業  

・新人訪問看護師を採用した訪問看護ステーションへの補助金 申請のあった23施設へ交付 

（3） リスタートナース訪問看護師定着支援事業   

・リスタートナース研修修了者の訪問看護定着のための支援補助金 申請希望0件 

（4） 訪問看護インターンシップ事業  

① 看護学生と若い訪問看護師との交流会   応募者なし 

② 看護学生の訪問看護ステーションにおけるインターンシップ事業  8月1名1事業所参加 

（5） 訪問看護eラーニングを活用した訪問看護師育成事業（委） 

   ・eラーニング視聴30時間 集合研修3日 実習2日 5～11月開催 申込者26名  修了者23名   

   ・eラーニング視聴30時間 のみ 申込者4名 修了者3名                                    

・１日訪問看護体験 前期（7～8月） 参加者2名  後期（１１～12月） 参加者5名 

５） 訪問看護師等育成･キャリアアップに関する事業 

（1） 訪問看護師階層別研修（初任期・中堅期・管理期） 

① 初任期研修 12月15日（オンデマンドと集合研修） 申込者26名 修了者20名   

② 中堅期研修   
・e ラーニング(ナーシング・スキル)を活用した訪問看護師学習支援 視聴期間（5月～3月） 申込者159名 

・9月17日 精神疾患・認知症等をもつ利用者・家族による暴力・ハラスメントにどう向き合うか 参加者53名 

③ 管理期研修   

・訪問看護管理者研修初任期コース 令和7年6月7日～令和8年1月24日 申込者13名 修了者9名 

   ・訪問看護ステーション請求・事務研修会 5月20日 参加者55名 

・現場で使える組織マネジメント思考研修 １日目6月11日参加者14名  2日目6月25日参加者13名 

・個別相談会 3事業所（再掲） 

  ・実地指導対応のリアルと対策  9月12日 参加者54名 

（2） 訪問看護 eラーニングを利用した訪問看護師育成事業（再掲） 

    ・eラーニング視聴30時間 集合研修 3日 実習2日 5～11月開催 申込者26名  修了者23名   

    ・eラーニング視聴30時間 のみ 申込者4名 修了者3名                                    

・１日訪問看護体験 前期（7～8月） 参加者 2名  後期（１１～12月） 参加者5名 

（3） 看護実践能力向上研修（圏域事例検討研修会） 

ファシリテーター22名（大津 3名、南部3名、甲賀 4名、東近江2名、湖東4名、湖北4名、高島2名）の協力 

    ① 会議 

        ・事例検討企画会議   大津/湖東 1回（4/19）  南部2回（5/15 6/12）  甲賀2回（6/7 8/7）  

東近江２回（5/21 8/29）     湖北/高島2回（4/25 6/3） 

・事業評価会議      令和8年1月14日  参加者 ファシリテーター20名  有識者 1名 

② 圏域事例検討研修会  大津7月12日参加者21名、 南部9月27日参加者14名、  

甲賀11月21日参加者４名、東近江11月22日１７名、 湖東6月13日参加者18名、 

湖北8月6日参加者17名、高島9月10日参加者12 名  

③ ファシリテーター育成研修会  4月19日 参加者 21名 

（4） 訪問看護師研修派遣事業（認定看護師資格取得研修の費用助成）  

対象者0名  

６） 会議への参加 

    都道府県看護協会・都道府県訪問看護連絡協議会合同会議 出席 (日本看護協会）  11月 13日  

 

４－２．在宅療養基盤整備に関する事業 
1） 地域包括ケアシステム構築 

（１） 地域特性に応じた研修会や地域包括ケアフォーラムの開催 

地区支部活動・看護ネット活動にて開催 

（２） 専門・認定看護師との連携による出前講座等の実施 

地区支部活動・各種事業において実施 

（３） 外来看護の役割や機能についての研修 

   ・研修「入退院支援の充実に向けて」 7月8日 参加者81名 

   ・看護がつなぐ在宅療養～これまでの暮らしそしてこれからを見据えて～ 5月22日 参加者55名 

   ・外来における在宅療養支援能力向上研修 11月6日 参加者37名 

2） 子育て世代に関わる看護職のネットワーク構築 

（１） 周産期医療関係者向けの研修・交流会の開催 

     ・研修「特定妊婦への支援・病産院と地域との連携強化を目指して」 8月29日 参加者24名 

     ・助産師職能が「多胎児支援」をテーマに研修 10月26日 参加者29名 

（２） プレコンセプションケアについての研修 

     ・「プレコンセプションケアって何？」 9月29日 参加者10名 

3） 地域看護力向上の推進 

（１） 地域看護ネットの推進会議と合同報告会の開催  

       ・地域看護ネット報告会 7月19日 参加者81名 

（２） 健康寿命延伸に寄与した看護活動の実践 

       ・各圏域において健康フェスティバル等でまちの保健室を実施 

（３） 介護施設等に勤務する看護職員向け研修（委） 

    ・実践力向上研修（3日間シリーズ）  

7月 16日 参加者57名 9月24日 参加者 53名 11月 11日 参加者53名 修了証書交付 54名 

    ・フォローアップ研修（認知症高齢者の看護） 12月2日 参加者23名 

    ・看護指導者養成研修会（日本看護協会主催） １名受講 

    ・企画評価会議 4月15日 参加者７名 令和 8年１月20日 参加者6名 

 

55.. 看看護護活活動動をを通通じじててのの県県民民のの健健康康おおよよびび福福祉祉のの増増進進にに関関すするる事事業業  
５－１．県民への健康情報の発信に関する事業 
(１) 県民向け健康情報紙の発刊・発信  「かいつぶりのわ」 第8号「こどもまんなか社会の実現にむけて」 発行 

(２) ホームページの充実と効果的な情報発信  ホームページの刷新 

  ・保健師職能だより・助産師レター・看護職能Ⅱ通信を発行    地区支部活動もホームページに掲載。 

(３) 看護の日事業「看護フェア 2025」の開催 
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       ―県民一人1一人のいのち・暮らし・尊厳をまもります～ ― 5月11日（日） 草津商業施設にて 

   ・日本看護協会の看護の日のイベントライブも視聴した 

・幼児親子、小中高生、看護学生、等 500名参加、看護活動推進委員・各職能委員、協会職員が魅力を伝えた 

・看護フェアが、びわ湖放送で、放映された。 

(４) 県民向け公開講座 等 

「しあわせに働く しあわせを届ける看護職」 滋賀県看護学会開催  参加者177名 

(５) 災害支援ナースの活動啓発 

看護の日イベントにて災害支援ナースによるブースを設け県民へ啓発した。 

(６) まちの保健室の開催 

    啓発用資材の作成や出前研修方式で開催 

(７) 出前講座の実施 

    地区支部活動や訪問看護支援センター事業において実施 

 
５－２．地域包括ケアを支える看護の機能強化事業 
（１） 地区支部活動の充実による地域包括ケアの推進       支部活動等にて実施 

（２） 健康寿命延伸に寄与した看護活動の実践           支部活動等にて実施 

（３） 地域特性に応じた地域包括ケアフォーラムの開催      支部活動等にて実施 

（４） 地域包括ケアを支える診療所看護職の連携           研修会を開催 

（５） ゆりかごタクシー（妊婦利用）に対する事業への協力     11月29日開催 

 

５－３．災害時の支援活動に関する事業 
１） 新災害支援ナ－スの育成と登録推進 

（１） 新災害ナースの育成と現登録者の移行推進 （研修受講周知）    

   ・災害支援ナース養成研修11月25・26日開催  

・令和8年3月31日 派遣可能災害ナース数 175名 

２） 災害時対応体制の強化 

（１） 各地区支部における災害時対応体制の構築に向けた検討 

（２） 「災害支援ナース派遣調整事業」について滋賀県健康危機管理課より看護管理者会議にて説明 

（３） 指定地方公共機関として業務計画の作成（新型インフルエンザ等対策行動計画含む） 今年度見直し改正後訓 

練を3月31日実施。 

３） 災害訓練への参加 

（１） 滋賀県防災訓練参加 2月1日（日）   3名参加 

（２） 滋賀県原子力防災訓練 11月15日（土） 災害支援ナース2名参加。 

４） 県民への防災意識の啓発 

（１） 看護フェア・防災訓練等の機会に啓発を実施  5月11日看護フェア時に災害時の生活について展示 

    滋賀県防災訓練時、災害支援ナースの活動紹介とともに、災害への備えについて冊子を配布し、災害看護推進

委員会活動として啓発活動を実施。 

（２） 「しが防災フェア2025」における防災展示・体験コーナーに出展   

８月８日（金）「しが防災フェア2025」は、県内の小中学生、保護者を対象に、県危機管理センター開催された。 

「日頃の準備で災害時の応急手当を知ろう」との体験と災害支援ナースの活動紹介を行った 

５） 関係会議への参加 
（１）  滋賀県防災会議への参加               
（２）  原子力災害医療体制検討委員会への参画    8月17日、11月4日 
（３）  都道府県災害看護担当者会議へ（JNA 危機管理担当者会議）  12月17日 
（４）  近畿地区災害支援担当者会議           2月3日開催  2名参加    

                  

５－４．医療安全の推進に関する事業 
（１） 医療安全管理者研修会および交流会開催 

・講演会テーマ 「医療機関における患者から受けるハラスメントの動向と組織の対応を法的立場から学ぶ」   

 9月8日開催   参加者：午前25名 午後（交流会）37名  

講師 ：友納 理緒 氏  参議院議員 内閣府大臣政務官（保健師・看護師・弁護士） 

（２） 医療安全管理者養成研修 12月12日（金）開催予定 

（３） 医療安全相談窓口の周知  協会ホームページにて周知 

（４） 医療安全情報の発信 ① ナースレークへの掲載vol 167・168・169  ホームページ等の活用 による発信 

             ② 看護フェアにおいて医療安全情報誌 配布 
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       ―県民一人1一人のいのち・暮らし・尊厳をまもります～ ― 5月11日（日） 草津商業施設にて 

   ・日本看護協会の看護の日のイベントライブも視聴した 

・幼児親子、小中高生、看護学生、等 500名参加、看護活動推進委員・各職能委員、協会職員が魅力を伝えた 

・看護フェアが、びわ湖放送で、放映された。 

(４) 県民向け公開講座 等 

「しあわせに働く しあわせを届ける看護職」 滋賀県看護学会開催  参加者177名 

(５) 災害支援ナースの活動啓発 

看護の日イベントにて災害支援ナースによるブースを設け県民へ啓発した。 

(６) まちの保健室の開催 

    啓発用資材の作成や出前研修方式で開催 

(７) 出前講座の実施 

    地区支部活動や訪問看護支援センター事業において実施 

 
５－２．地域包括ケアを支える看護の機能強化事業 
（１） 地区支部活動の充実による地域包括ケアの推進       支部活動等にて実施 

（２） 健康寿命延伸に寄与した看護活動の実践           支部活動等にて実施 

（３） 地域特性に応じた地域包括ケアフォーラムの開催      支部活動等にて実施 

（４） 地域包括ケアを支える診療所看護職の連携           研修会を開催 

（５） ゆりかごタクシー（妊婦利用）に対する事業への協力     11月29日開催 

 

５－３．災害時の支援活動に関する事業 
１） 新災害支援ナ－スの育成と登録推進 

（１） 新災害ナースの育成と現登録者の移行推進 （研修受講周知）    

   ・災害支援ナース養成研修11月25・26日開催  

・令和8年3月31日 派遣可能災害ナース数 175名 

２） 災害時対応体制の強化 

（１） 各地区支部における災害時対応体制の構築に向けた検討 

（２） 「災害支援ナース派遣調整事業」について滋賀県健康危機管理課より看護管理者会議にて説明 

（３） 指定地方公共機関として業務計画の作成（新型インフルエンザ等対策行動計画含む） 今年度見直し改正後訓 

練を3月31日実施。 

３） 災害訓練への参加 

（１） 滋賀県防災訓練参加 2月1日（日）   3名参加 

（２） 滋賀県原子力防災訓練 11月15日（土） 災害支援ナース2名参加。 

４） 県民への防災意識の啓発 

（１） 看護フェア・防災訓練等の機会に啓発を実施  5月11日看護フェア時に災害時の生活について展示 

    滋賀県防災訓練時、災害支援ナースの活動紹介とともに、災害への備えについて冊子を配布し、災害看護推進

委員会活動として啓発活動を実施。 

（２） 「しが防災フェア2025」における防災展示・体験コーナーに出展   

８月８日（金）「しが防災フェア2025」は、県内の小中学生、保護者を対象に、県危機管理センター開催された。 

「日頃の準備で災害時の応急手当を知ろう」との体験と災害支援ナースの活動紹介を行った 

５） 関係会議への参加 
（１）  滋賀県防災会議への参加               
（２）  原子力災害医療体制検討委員会への参画    8月17日、11月4日 
（３）  都道府県災害看護担当者会議へ（JNA 危機管理担当者会議）  12月17日 
（４）  近畿地区災害支援担当者会議           2月3日開催  2名参加    

                  

５－４．医療安全の推進に関する事業 
（１） 医療安全管理者研修会および交流会開催 

・講演会テーマ 「医療機関における患者から受けるハラスメントの動向と組織の対応を法的立場から学ぶ」   

 9月8日開催   参加者：午前25名 午後（交流会）37名  

講師 ：友納 理緒 氏  参議院議員 内閣府大臣政務官（保健師・看護師・弁護士） 

（２） 医療安全管理者養成研修 12月12日（金）開催予定 

（３） 医療安全相談窓口の周知  協会ホームページにて周知 

（４） 医療安全情報の発信 ① ナースレークへの掲載vol 167・168・169  ホームページ等の活用 による発信 

             ② 看護フェアにおいて医療安全情報誌 配布 

                  ③ 訪問看護ステーション向けチラシ配布 

（５） 県民への医療安全意識啓発事業 啓発ポスター作成（A2・650枚） ･ 病院等施設、医師会・保健所・看護職等養 

   成校へ674枚啓発チラシ掲載依頼  

ポスター内容をホームページに掲載 ： 掲載期間 医療安全週間含む 11月23日～11月29日  

（６） 医療事故調査制度に関わる専門家会議への出席 ： 11月11日 2名出席 

（７） 滋賀県医療安全推進検討会への出席 ： 開催日未定 

 

66．．  そそのの他他本本会会のの目目的的をを達達成成すするるたためめにに必必要要なな事事業業  
６－１．会員支援に関する事業 

(１) WEBによる研修申込システムの運用推進：会員に浸透しつつあり、受講費支払い方法も選択できメリットは大きい。 

(２) 会員情報管理システム（ナースシップ）運用の活用推進 

(３) 新規加入の促進（協会ご案内の活用、各施設への加入依頼、新人研修でPR・非会員へ生涯学習支援計画を届け             

医師会を通じて研修等の周知）入会促進動画制作に向け企画中。完成後YouTube広告掲載予定 

(４) 情報発信方法の強化   

①看護協会及びナースセンターのホームページの充実 ・日本看護協会ホームページ特設サイトに活動等掲載 

②ナースレークによる情報発信              

   ③滋賀県看護協会・ナースセンターそれぞれに公式ラインを活用し、情報発信している。                                 

ナースレーク発行数 

(５) 保健師職能だより  8月発行 

   助産師レター     3月発行 

   看護職能Ⅱ通信   9・2月発行 

(６) 協会事業の周知と意見交換会 

(７) 地区支部長連携会議の開催      第1回 6月25日   第2回 9月20日   第3回 1月17日 

(８) 県看護協会長表彰 6月県通常総会にて表彰  

個人  滋賀県看護協会長表彰   30名 

（９） 各表彰候補者等の推薦     日本看護協会長表彰 2名  

                滋賀県看護功績章 4名 滋賀県看護功労者知事表彰 7名 

                    日本看護協会 名誉会員 １名           

                          叙勲推薦 2名（令和7年春・秋） 

(10) 慶弔・災害見舞      弔慰金  2名    災害見舞 なし 

(11) 役員等への情報提供  日本看護協会「ハヤヨミ！ 看護政策」メール配信等 

 

６－２．組織運営に関する事項 
(１) 滋賀県看護協会「日本看護協会看護ビジョン」の周知 

 ホームページで公開    各種研修会にて、参加者に冊子や概要版を配布し、周知 

 合同委員会等にて、理事・役員への周知   新卒看護職員交流会等にて、概要版を配布し周知 

(２) 通常総会      2025年6月21日   午後  ピアザ淡海 滋賀県立県民交流センター     

出席者数 192  委任数 6,273 計6,465  総会日現在の会員数  8,456  

(３) 理事会  年6回以上  

 

 

 

 

(４) 常務理事会   月1回程度  

 

(５) 監事会      年2回程度 年2回開催（中間監査10月29日・期末監査 令和8年4月30日）  

(６) 常任委員長・地区支部役員・職能委員各合同会議   6月25日開催   1月17日開催 

(７) 推薦委員会・選挙管理委員会合同会議 8月7日開催        倫理審査委員会開催なし 

(８) 会員登録管理     日本看護協会の会員システムの活用にて管理 

(９) 会員確保の推進 

  ①新人看護職員交流会や卒業前の学生に対して看護協会やナースセンターの社会的役割や機能について啓発 

号 166号 167号 168号 169号 

部数 9,200部 9,000部 9,100 9,100部 

第1回 第2回 第3回 第4回 第5回 第6回 

5月17日 6月21日 9月20日 11月15日 1月17日 3月21日 

第1回 第2回 第3回 第４回 第5回 第6回 第7回 第８回 第9回 第10回 

4月23日 5月8日 6月3日 7月9日 9月4日 10月8日 11月12日 12月24日 2月26日 3月9日 
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  ②研修会などの機会に、看護協会のご案内パンフレットやチラシを提供 

③7月・9月に日本看護協会と共に入会促進強化月間 

④動画作成(研修中配信) 

⑤年度末、卒業前の学生に学校訪問して入会の意義などを説明  卒業看護学生511名 

⑥病院訪問・看護管理者会にて、施設の状況確認と会員確保について依頼 

(10) 諸規定の改正および内規の制定 

    公益社団法人滋賀県看護協会 定款・定款細則改正 

    公益社団法人滋賀県看護協会 育児・介護休業等に関する規程改正 

    公益社団法人滋賀県看護協会 新型インフルエンザ等対策業務計画改定 

(11) 法人会員会 

     ・日本看護協会     会長出席 

     ・地区別法人会員会  近畿地区会長意見交換会（滋賀県）11月6・7日 会長・専務・常務理事 参加 

                    職能委員長会議            11月7日   職能委員長 参加 

(12) 日本看護協会理事会への出席     会長出席 

(13) 日本看護協会通常総会代議員研修会の開催   5月 15日 講師   日本看護協会常任理事 

(14) 都道府県看護政策責任者会議への出席      9月 18日 開催   会長・専務理事出席 

(15) 職員の人事・労務管理  管理者研修会      

 

６－３．施設管理等事業 
(１) 施設の管理運営  

     看護研修センター 

在宅ケアセンターみのり （サテライトなごみを含む） 

ナースセンター（彦根サテライトを含む） 

(２) 防災訓練の実施 (BCP訓練)   3月25日開催 
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  ②研修会などの機会に、看護協会のご案内パンフレットやチラシを提供 

③7月・9月に日本看護協会と共に入会促進強化月間 

④動画作成(研修中配信) 

⑤年度末、卒業前の学生に学校訪問して入会の意義などを説明  卒業看護学生511名 

⑥病院訪問・看護管理者会にて、施設の状況確認と会員確保について依頼 

(10) 諸規定の改正および内規の制定 

    公益社団法人滋賀県看護協会 定款・定款細則改正 

    公益社団法人滋賀県看護協会 育児・介護休業等に関する規程改正 

    公益社団法人滋賀県看護協会 新型インフルエンザ等対策業務計画改定 

(11) 法人会員会 

     ・日本看護協会     会長出席 

     ・地区別法人会員会  近畿地区会長意見交換会（滋賀県）11月6・7日 会長・専務・常務理事 参加 

                    職能委員長会議            11月7日   職能委員長 参加 

(12) 日本看護協会理事会への出席     会長出席 

(13) 日本看護協会通常総会代議員研修会の開催   5月 15日 講師   日本看護協会常任理事 

(14) 都道府県看護政策責任者会議への出席      9月 18日 開催   会長・専務理事出席 

(15) 職員の人事・労務管理  管理者研修会      

 

６－３．施設管理等事業 
(１) 施設の管理運営  

     看護研修センター 

在宅ケアセンターみのり （サテライトなごみを含む） 

ナースセンター（彦根サテライトを含む） 

(２) 防災訓練の実施 (BCP訓練)   3月25日開催 

１.

２.

３.

４.

５.

２２．．看看護護職職等等のの確確保保定定着着及及びび働働きき続続けけらられれるる職職場場環環境境づづくくりりのの推推進進

１.

２.

３.

４.

５.

１.

２.

３.

４.

５.

４４．．組組織織力力強強化化
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【SDGｓ実現に向けた取組みへの参画】　　      　　　　　　「持続可能な開発目標（Sustainable Development Goals、SDGｓ）

　本会の重点事業は、国連が提唱する「SDGｓ」の「3　すべての人に健康と福祉を」「5　ジェンダー平等を実現しよう」「8　働き
がいも経済成長も」の実現につながるものであることから、関連づけて明示し、取り組みへの参画をすすめます。

重　　点　　事　　業

 報告事項２

令令和和88年年度度重重点点事事業業ななららびびにに事事業業計計画画  　　　　    
　滋賀県看護協会では、定款の目的に示す「県民の健康な生活の実現に寄与する」の実現に向けて重点事業を掲げて、活動を
推進しています。

　日本看護協会では、少子高齢化が進む今　次なる照準となる2040年までに想定される社会、医療の変容を踏まえ、その変化
に対して 看護が進むべき方向性、そのために何をすべきかを「看護の将来ビジョン２０４０」として提示しました。その中で、看護
職は2040年に向けて、「その人らしさを尊重する生涯を通じた支援」「専門職としての自律した判断と実践」「キーパーソンとし
ての多職種との協働」の３つの目標に挑戦していくとしています。
　滋賀県看護協会においても、このビジョンに沿って事業を推進することが必要です。

【人人生生１１００００年年時時代代にに生生涯涯ににわわたたりり活活躍躍すするる看看護護職職のの学学びびのの支支援援】
　日本看護協会では、看護職の生涯にわたる能力開発などを支える学習支援が必要であることから、看護職の生涯学習
支援体制を構築し、これに沿った看護職の資質向上を図ることとしています。
　本会でも、生涯学習ガイドライン等に沿った学習内容を充実するとともに、各現場においても生涯学習支援を通して、看
護職の主体的な学びが定着するよう支援します。

１１．．ああららゆゆるる場場ででのの看看護護のの質質向向上上ののたためめのの看看護護実実践践能能力力のの強強化化
看護職が専門職として主体的に生涯学習をすすめること及び看護実践能力向上への支援

看護職個々のキャリア形成及びウエルビーイングを組織で支援することへの強化

基礎教育・新人教育・生涯学習の各段階を通じて、シームレスに看護職を育成する体制の推進

様々な分野で活躍する看護職の看護実践能力の向上とやりがい支援

災害等健康危機管理における看護実践能力の向上

【労労働働力力人人口口のの減減少少すするる中中ででのの看看護護職職等等のの確確保保・・定定着着】
　看護職の活躍する場が多様化し、働き方も変化が求められています。今後ますます少子化が進み18歳人口の減少する
中、さらに看護人材の確保の困難さが予測されます。看護職養成・確保と共に、定着をすすめ、多様な就労の場の提供や
あらゆる年代の看護職がやりがいをもって働き続けられる職場環境づくりが必要です。
　また、看護職がいきいきと働き続け、より質の高い看護を行うためには、看護職自身のウェルビーイングの向上に努める
ことが必要であり、これを推進します。

【全全世世代代のの健健康康をを支支ええるる看看護護機機能能のの強強化化】
　看護の「場」は多岐に渡っており、看護職はそれぞれの看護の「場」で地域の人々の健康と生活をささえています。全世
代の健康を支えるには、保健医療福祉各分野の看護機能の連携を強化し、地域を面で支える看護提供体制の構築が必
要です。看護職には、暮らしの場での療養が継続可能となるよう体制を整備する役割が求められます。
　多様な場での看護職の活躍を支援するため、現場の課題や好事例等の交流や研修などの充実を図ります。

【感感染染症症やや自自然然災災害害等等のの体体制制整整備備】
　改正感染症法・医療法等において新設された「災害・感染症医療確保事業に係る人材の確保等」に基づき、国・県主導
による応援派遣体制の枠組みの中で、県との連携により円滑な応援派遣調整を行います。
　また、災害支援ナースの養成を継続して行うとともに、行政等関係機関と連携し、感染症や自然災害等の体制整備の充
実を図ることが必要です。

地区支部活動や地域看護ネットの推進による地域包括ケアの実現

在宅療養を支える訪問看護や看多機および介護施設等の看護サービスのさらなる質向上

地域における病院・診療所の外来看護機能の充実

健康寿命延伸を目指した看護活動の推進

安心して生み育てるための看護職連携強化

看護職の活動・実践におけるSDGｓ実現に向けた取組への参画

若年層に加え幅広い対象に看護の魅力発信を強化

多様な場と働き方を推進し地域に必要な看護職の確保・定着を支援

看護補助者確保・定着推進を支援					

生涯を通じて健康に働き続けるためのヘルシーワーク推進を支援

看護職の専門性を発揮するための、タスク・シフト/シェア推進の支援

３３．．全全世世代代型型地地域域包包括括ケケアアシシスステテムムのの推推進進とと多多職職種種連連携携

「かいつぶりのわ」広報誌や「看護の日」イベント等により、県民への看護活動のピーアール継続

専門職能団体の意義の啓発により、会員増をめざした取り組み強化

災害支援・受援体制の充実
1
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○

○

○

○

○

１１.. 看看護護職職がが専専門門職職ととししてて主主体体的的にに生生涯涯学学習習ををすすすすめめるるこことと及及びび看看護護実実践践能能力力向向上上へへのの支支援援
１） 看護実践能力習熟段階を活用した生涯学習支援計画に基づき研修を実施し、その評価を行う。

２）　

３） 認定看護管理者に求められる「6つの能力」に基づく研修を実施し、その評価を行う。

４） 看護管理実践能力向上のために、認定看護管理者教育課程ファーストレベル・セカンドレベルを開催する

と共に、新たな看護管理者教育体制について整備する。

２２..
１） 組織における看護職の生涯学習支援、キャリア形成およびウェルビーイング向上のための研修を実施する。

２） 看護管理者が看護職の生涯学習、キャリア形成、ウェルビーイングを支援できるように、研修を実施する。

３３..
１） 実習指導者や教育担当者の役割を担う人材の育成を図るための研修を実施する。

　２） 看護基礎教育と臨床現場における現状や課題について、情報共有する場を持つ。

４４..
１）

２） 精神科病院および慢性期療養型病院等、関係病院の看護管理者代表者会議・交流会を開催する。

５５.. 災災害害等等健健康康危危機機管管理理ににおおけけるる看看護護実実践践能能力力のの向向上上
１） 感染症・自然災害などに関連する研修会の開催する。

２） 災害支援ナース養成研修を実施する。

急速な高齢化、医療・介護ニーズの複雑化・多様化、地域完結型ケアへの転換を背景として、看護職は地域

包括ケアシステムの要となる存在である。そこで、高齢者介護施設や慢性期療養型病院、病院の外来、診療

所で働く看護職に向け研修会等を開催し、看護実践能力の向上を図る。また、精神科病棟や障害児者の療

養を支える施設など様々な分野で働く看護職についても、生涯学習を通じてキャリア形成ややりがいをもてる

ことが必要である。一昨年度より実施している精神科領域の看護管理者会議や研修会を開催し支援する。

あらゆる看護職が感染症や自然災害等の発生時の対応力を高めるとともに、組織として危機管理体制の整備

を図るために、研修会等により実践力向上を図る。

保健師キャリアラダーおよび助産師実践能力習熟段階を活用した生涯学習支援に基づき研修を実施し、
その評価を行う。

令和５年に日本看護協会が公表した「看護職の生涯学習ガイドライン」に基づき、看護職個人が主体的に生

涯学習をすすめ、自身のキャリア形成を図り、看護専門職としての能力を向上することが求められる。また、看

護職の生涯学習やキャリア形成には、ウェルビーイングが大きく影響する。それらをふまえて、あらゆる場での

看護実践能力や管理実践能力を強化していくために、看護実践能力習熟段階、助産実践能力習熟段階、保

健師キャリアラダ－、病院看護管理者マネジメントラダ－の活用を推進し、それぞれのレベルに応じた生涯学

習支援の企画・実施・評価を行う。また、看護職を雇用する組織および看護協会において、看護職の主体的な

学びやキャリア形成およびウエルビーイングが定着するよう支援する。

日本看護協会において看護基礎教育制度(4年制化）の検討が進められている。質の高い看護実践のため

に、基礎教育・新人教育・生涯学習の各段階を通じて、シームレスに看護職を育成する体制を整備することが

必要である。実習指導者や教育担当者の役割を担う人材の育成を図ると共に、看護基礎教育と臨床現場に

おける現状や課題を情報共有し、基礎教育・新人教育・生涯学習へとつながる体制を強化する。

認定看護管理者に求められる「6つの能力」について、『病院看護管理者のマネジメントラダー』のレベルごとの

学習のめやすを活用した研修を実施し、看護管理実践能力の向上を図る。また、日本看護協会では看護管

理者育成のための教育・研修を体系化し、看護管理者の受講を促進する教育・研修体制の構築が図られる。

それをふまえて、現行の看護管理者教育課程のファーストレベルおよびセカンドレベルを実施し、看護管理実

践能力の向上を推進すると共に、新たな看護管理者教育体制について整備する。

看看護護職職個個々々ののキキャャリリアア形形成成及及びびウウエエルルビビーーイインンググをを組組織織でで支支援援すするるここととへへのの強強化化

基基礎礎教教育育・・新新人人教教育育・・生生涯涯学学習習のの各各段段階階をを通通じじてて、、シシーームムレレススにに看看護護職職をを育育成成すするる体体制制のの推推進進

様様々々なな分分野野でで活活躍躍すするる看看護護職職のの看看護護実実践践能能力力向向上上ととややりりががいい支支援援

高齢者介護施設、慢性期療養型病院、外来・診療所、精神科等を対象として、看護実践能力向上に向けた
研修を企画し実施する。

１１．．ああららゆゆるる場場ででのの看看護護のの質質向向上上ののたためめのの看看護護実実践践能能力力のの強強化化

事事業業内内容容

事事業業背背景景
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○

○

○

○

○

○

１１.. 若若年年層層にに加加ええ幅幅広広いい対対象象にに看看護護のの魅魅力力発発信信をを強強化化
１）

2） 看護職一人ひとりが、あらゆる場で看護の魅力発信できることを支援する。

3）

4） SNSを活用した広報活動を強化し幅広い人々へ看護の魅力を発信する。

２２..
１）

2） 関係機関や看護職圏域活動と連携し、地域の特性を活かした人材確保定着事業を支援する。

3）

4） あらゆる看護職への復職支援研修の充実と多様な働き方に関する求人施設の開拓により就業及び定着

を支援する。

5） ICTを利用した業務の効率化による定着促進を支援する。

３３..
1） 新規看護補助者確保に向けて、県･ハローワーク・各医療機関との連携を図る。

2） 就業後の定着・促進に向けた研修の開催

3） 日本看護協会の「看護補助者の確保・定着に関する情報」の活用･周知を図る。

４４.. 生生涯涯をを通通じじてて健健康康にに働働きき続続けけるるたためめののヘヘルルシシーーワワーークク推推進進をを支支援援
1） 看護業務の効率化・生産性の向上に取り組まれた施設の活用周知を図る。　　　　　

2） 健康で安全な職場環境づくりの推進に向け管理者を支援する。

５５.. 看看護護職職のの専専門門性性をを発発揮揮すするるたためめのの、、タタススクク・・シシフフトト//シシェェアア推推進進のの支支援援
1） ガイドラインを活用した各施設におけるタスク・シフト/シェアの取組を支援する。

2） 他の医療従事者との連携を図り安全性の確保と専門能力の発揮に向け環境整備の推進に取り組む。

　2023年10月「看護師等の確保を推進するための措置に関する基本的指針」が告示され、看護職の確保・定着にお
いて、多様化する看護のニーズや365日24時間勤務体制に対応のための確保の推進と生涯にわたって看護専門職
として働き続けることが重要であるとうたわれている。そのうえで、看護職の定着確保の「総合拠点」であるナースセン
ターの活用促進は重要となる。

 少子化が進行し、2040年生産年齢人口が急減する中、若年層と併せて幅広い人々へ新たなキャリアデザイ
ンとして、看護を選択してもらえるよう対象拡大し魅力を伝える活動が必要である。

 高齢社会を支えるためには、地域の医療・介護提供体制に必要な看護職確保が求められている。看護学生
や未就業者及び熟練したスキルを持つプラチナナースが、個々のキャリアに応じた多様な場・働き方を選択し
働き続けられるように、県・市町行政や関係機関と連携を取りながら、地域偏在改善に取り組むことは重要であ
る。

 災害時や感染症等発生時に的確、敏速に活躍できる看護職の確保が必要であり、関係機関と連携を密に対
応していくことが求められている。

 看護職が専門性を必要とする業務に専念するためには、チームの一員として看護補助者との協働体制の整
備と多職種との連携が重要となる。そのためには、看護管理者の役割発揮が求められることから支援が必要と
なる。日本看護協会における「看護補助者の確保・定着推進事業」を積極的に推進するとともに、関係機関と
の連携の強化が求められる。

 「労働安全衛生ガイドライン」や「看護業務の効率化先進事例」の活用と合わせてICT促進への情報提供によ
り、職場環境改善への取り組み推進を図るとともに、看護職一人ひとりのウエルビーイング向上を重視していく
必要がある。現代における様々な課題に対応ができる看護管理者の労務管理能力向上への支援が重要であ
る。

 日本看護協会が作成の「看護の専門性の発揮に資するタスク・シフト/シェアに関するガイドライン及び活用ガ
イド」の推進を図り、タスク・シフト/シェアが進められている。2024年4月施行された、医師の働き方改革の状況
を踏まえながら、患者利益、医療の質、安全性の担保を前提に、チーム医療を推進し看護職が専門性を発揮
できるよう組織全体での取り組みを支援する。

県・市町教育委員会との連携を強化し、小・中・高校への看護の魅力発信を拡大する。

多多様様なな場場とと働働きき方方をを推推進進しし地地域域にに必必要要なな看看護護職職のの確確保保・・定定着着をを支支援援
看護職確保におけるナースセンターの活用促進を図る。

看護基礎教育機関と連携し職場選択とキャリア構築を支援する。

「看護の日･看護週間」看護フェアや各種イベントを活用し、県民へ看護の魅力を広報する。

看看護護補補助助者者確確保保・・定定着着推推進進をを支支援援

事事業業背背景景

２２．．看看護護職職等等のの確確保保定定着着及及びび働働きき続続けけらられれるる職職場場環環境境づづくくりりのの推推進進

事事業業内内容容
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○

○

○

○

地地区区支支部部活活動動やや地地域域看看護護ネネッットトのの推推進進にによよるる地地域域包包括括ケケアアのの実実現現
１） 各支部で地域特性を活かした地域包括ケアの実践とシステム構築に向けた取組みを推進する。
２）

３） 専門看護師や認定看護師等の協力を得て、病院と施設が連携して地域の看護力向上を図る。

地域看護ネットの代表者による会議開催及び取り組みを合同報告会で共有する。

在在宅宅療療養養をを支支ええるる訪訪問問看看護護やや看看多多機機おおよよびび介介護護施施設設等等のの看看護護ササーービビススののささららななるる質質向向上上
１）

２） 訪問看護ステーションの大規模化を目指し、経営・管理運営に関する支援を強化する。

３）

４）

地地域域ににおおけけるる病病院院・・診診療療所所のの外外来来看看護護機機能能のの充充実実
１） 外来看護の役割や機能を共有できる研修会を開催する。

２） 事例を通して、病院・診療所の外来看護の機能や連携について検討する。

１）

２)

３）

　地域包括ケアシステムの構築や病院の機能分化が推進され、地域における看護の拠点として、病院・診療

所の外来、訪問看護ステーション、看護小規模多機能型居宅介護（看多機）、保健所・保健センター、高齢者

施設等が重要な役割を果たす。その人らしさを尊重した最適な支援が提供できるよう、多職種との協働を進め

る。各圏域においては地域の現状や課題解決に向け、地区支部活動や地域看護ネット活動を通して、看護職

間のみならず多職種や地域住民とともに取り組む。

　いつかは必ず訪れる死に対して、その人らしく最期まで過ごせるよう、世代にかかわらず、その人の人生観や

価値観、どのような医療や介護を受けたいかなど、本人を中心に家族や医療・ケアチームがくりかえし話し合

いを行い（アドバンス・ケア・プランニング：ACP）、意思決定を支援することは重要です。看護職にはこれまで以

上に意思決定支援の役割があります。地域の支え合いの中で、1人ひとりの人生に沿った看護が提供できるよ

う多職種と連携して支援を進める。

　健康寿命延伸プランは、2040年までに健康寿命を男女ともに３年以上延伸し、７５歳以上とすることを目指し

ている。Ⅰ.次世代を含めたすべての人の健やかな生活習慣形成等、Ⅱ.疾病予防・重症化予防、Ⅲ.介護予

防・フレイル対策、認知症予防の３分野において、県内のあらゆる場で活躍する看護職が健康寿命延伸につ

ながる活動であることを認識し、看護活動を展開する。

５５.. 安安心心ししてて生生みみ育育ててるるたためめのの看看護護職職連連携携強強化化
妊娠期から子育て期にわたる切れ目のない支援を提供するため、まずは看護職間で役割やネットワークの
重要性について様々な機会を通して共有する。

プレコンセプションケアについて、行政や学校、その他関係分野とともに推進する。

周産期医療関係者の顔の見える関係づくりを推進する。

介護施設等に勤務する看護職に対して、尊厳を守るケアをテーマに研修会を開催する。
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４４.. 健健康康寿寿命命延延伸伸をを目目指指ししたた看看護護活活動動のの推推進進
１） 各支部や地域看護ネット、職能の活動において、疾病予防や健康の維持・増進に資する看護活動を実践

する。

４）

２２..
在宅療養を支える看護職に対して、ACPにおける多職種協働を推進する。

看多機の特徴や機能を紹介するPR動画を活用して、利用促進と新設に向けて働きかける。

　急速な少子化により家庭や子どもを取り巻く環境は大きく変化し、多様な機関等の参画により地域の支え合

いを推進している。プレコンセプションケアから周産期の関わり、子どもの成長に応じた健康支援、医療的ケア

等、こどもを中心として医療・保健・福祉・教育の各分野に所属する看護職間の連携を強化し、安心して子ども

を生み、子育てができる環境づくりに寄与する。

１１..

各圏域の課題解決に向けて、地区支部活動や地域看護ネットの活動を通して、在宅療養を支える看護職、
さらに多職種や地域住民との連携を図る。

事事業業内内容容

３３．．全全世世代代型型地地域域包包括括ケケアアシシスステテムムのの推推進進とと多多職職種種連連携携

事事業業背背景景

4
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○

○

○

○

地地区区支支部部活活動動やや地地域域看看護護ネネッットトのの推推進進にによよるる地地域域包包括括ケケアアのの実実現現
１） 各支部で地域特性を活かした地域包括ケアの実践とシステム構築に向けた取組みを推進する。
２）

３） 専門看護師や認定看護師等の協力を得て、病院と施設が連携して地域の看護力向上を図る。

地域看護ネットの代表者による会議開催及び取り組みを合同報告会で共有する。

在在宅宅療療養養をを支支ええるる訪訪問問看看護護やや看看多多機機おおよよびび介介護護施施設設等等のの看看護護ササーービビススののささららななるる質質向向上上
１）

２） 訪問看護ステーションの大規模化を目指し、経営・管理運営に関する支援を強化する。

３）

４）

地地域域ににおおけけるる病病院院・・診診療療所所のの外外来来看看護護機機能能のの充充実実
１） 外来看護の役割や機能を共有できる研修会を開催する。

２） 事例を通して、病院・診療所の外来看護の機能や連携について検討する。

１）

２)

３）

　地域包括ケアシステムの構築や病院の機能分化が推進され、地域における看護の拠点として、病院・診療

所の外来、訪問看護ステーション、看護小規模多機能型居宅介護（看多機）、保健所・保健センター、高齢者

施設等が重要な役割を果たす。その人らしさを尊重した最適な支援が提供できるよう、多職種との協働を進め

る。各圏域においては地域の現状や課題解決に向け、地区支部活動や地域看護ネット活動を通して、看護職

間のみならず多職種や地域住民とともに取り組む。

　いつかは必ず訪れる死に対して、その人らしく最期まで過ごせるよう、世代にかかわらず、その人の人生観や

価値観、どのような医療や介護を受けたいかなど、本人を中心に家族や医療・ケアチームがくりかえし話し合

いを行い（アドバンス・ケア・プランニング：ACP）、意思決定を支援することは重要です。看護職にはこれまで以

上に意思決定支援の役割があります。地域の支え合いの中で、1人ひとりの人生に沿った看護が提供できるよ

う多職種と連携して支援を進める。

　健康寿命延伸プランは、2040年までに健康寿命を男女ともに３年以上延伸し、７５歳以上とすることを目指し

ている。Ⅰ.次世代を含めたすべての人の健やかな生活習慣形成等、Ⅱ.疾病予防・重症化予防、Ⅲ.介護予

防・フレイル対策、認知症予防の３分野において、県内のあらゆる場で活躍する看護職が健康寿命延伸につ

ながる活動であることを認識し、看護活動を展開する。

５５.. 安安心心ししてて生生みみ育育ててるるたためめのの看看護護職職連連携携強強化化
妊娠期から子育て期にわたる切れ目のない支援を提供するため、まずは看護職間で役割やネットワークの
重要性について様々な機会を通して共有する。

プレコンセプションケアについて、行政や学校、その他関係分野とともに推進する。

周産期医療関係者の顔の見える関係づくりを推進する。

介護施設等に勤務する看護職に対して、尊厳を守るケアをテーマに研修会を開催する。
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４４.. 健健康康寿寿命命延延伸伸をを目目指指ししたた看看護護活活動動のの推推進進
１） 各支部や地域看護ネット、職能の活動において、疾病予防や健康の維持・増進に資する看護活動を実践

する。

４）

２２..
在宅療養を支える看護職に対して、ACPにおける多職種協働を推進する。

看多機の特徴や機能を紹介するPR動画を活用して、利用促進と新設に向けて働きかける。

　急速な少子化により家庭や子どもを取り巻く環境は大きく変化し、多様な機関等の参画により地域の支え合

いを推進している。プレコンセプションケアから周産期の関わり、子どもの成長に応じた健康支援、医療的ケア

等、こどもを中心として医療・保健・福祉・教育の各分野に所属する看護職間の連携を強化し、安心して子ども

を生み、子育てができる環境づくりに寄与する。

１１..

各圏域の課題解決に向けて、地区支部活動や地域看護ネットの活動を通して、在宅療養を支える看護職、
さらに多職種や地域住民との連携を図る。

事事業業内内容容

３３．．全全世世代代型型地地域域包包括括ケケアアシシスステテムムのの推推進進とと多多職職種種連連携携

事事業業背背景景

4

○

○

○

○

同時に新型インフルエンザ等対策特別措置法に規定する指定地方公共機関とした「新型インフルエンザ等対策業務

計画」に基づき、感染拡大の可能な限りの抑制を図り県民の生命及び健康の保護に努める。

１１.. 看看護護職職のの活活動動・・実実践践ににおおけけるるSSDDGGｓｓ実実現現にに向向けけたた取取組組へへのの参参画画
１）

２２..
１） 　「かいつぶりのわ」9号の発行。

２）

３３.. 専専門門職職能能団団体体のの意意義義のの啓啓発発にによよりり、、会会員員増増ををめめざざししたた取取りり組組みみ強強化化
１） 各種データを基に、地域・学生・非会員・管理者という多方面に対し、団体の意義やメリットを積極的に

広報することで、会員数の増加を目指す。

４４.. 災災害害支支援援・・受受援援体体制制のの充充実実
１） 国や協会の指針に基づき、災害支援ナースの育成や「新型インフルエンザ等対策業務計画」も含めた

マニュアル・業務計画の刷新を進めるとともに、訓練を通じて事業継続計画（BCP）の実効性を高める。

　看護職の活動・実践は、2015年に国連サミットで採択され、2030年までの達成を目指す国際社会の共通目

標「誰ひとり取り残さない」を理念とした「持続可能な開発目標（Sustainable Development Goals、SDGｓ）１７の

ゴールのうち、次の３つの目標「3　すべての人に健康と福祉を」「5　ジェンダー平等を実現しよう」「8　働きがい

も経済成長も」の実現につながるものであることから、取り組みへの参画を推進する。

「「かかいいつつぶぶりりののわわ」」広広報報誌誌やや「「看看護護のの日日」」イイベベンントト等等にによよりり、、県県民民へへのの看看護護活活動動ののピピーーアアーールル継継続続

「看護の日」のイベント等により、県民へ看護の魅力を啓発する。

　日本看護協会発行の「看護の将来ビジョン2040」よりテーマ選定し、県民向け広報誌「かいつぶりのわ」にお
いて、県民啓発していく。
　また、看護の日のイベント等で、県民や幼児期・小中高校生等に看護の魅力や価値を発信する。

　日本看護協会組織全体においても入会促進の取り組みが強化されている。

滋賀県看護協会もさまざまな機会を通して、入会を進めている。しかし、現在、会員数は、8,890人 (R6.12)、昨

年同時期は9,092人であり、協会離れが進んでいる。また、県内看護職数は若干増えているものの、看護職確

保の難しさと共に会員確保はさらに課題である。研修会や交流会参加の看護職員へはもちろん、地区支部活

動や地域看護ネット活動において、看護専門職能団体の意義やその活動成果等を啓発し取り組み強化が急

務である。

　改正医療法等にもとづく、新たな災害支援ナース（災害・新興感染症対応）派遣について、県・日本看護協

会と協定を締結した。また、近年様々な災害が発生しており、その対応を考えると平時の備えが必要である。

そこで、看護協会の災害対応に関するマニュアルや、事業継続計画（BCP）を再度見直し、平時からの訓練を

含む体制の構築を図っていく。

　各種事業推進において、SDGｓの目標「3　すべての人に健康と福祉を」「5　ジェンダー平等を実現しよう」
「8　働きがいも経済成長も」に関連する事業でもあることを意識して取り組む。

事事業業背背景景

４４．．組組織織力力強強化化

事事業業内内容容

5

－　49　−



令令和和８８年度 事業計画  ：　定款に基づく事業

　定款第４条に基づき、以下６つの事業に沿って掲載する。

項　　目                            事業内容

１１.. 生生涯涯学学習習支支援援にに関関すするる事事業業

1） ◎◎ (1) 専門職としての活動の基盤となる研修　　　　50講座（再掲含まず）

　新企画 4研修　　　リニューアル 16研修

(2) 看護・医療政策に関する研修　　　　11研修

◎◎ 委委 　 災害支援ナース養成研修を含む

(3) 人材育成や教育支援を行うものを対象にした研修　　　　6研修

委委 　 実習指導者講習会・特定分野実習指導講習会（９月15日～11月13日）

◎◎ (4) 看護管理者を対象とした研修　　　　12研修　　　　　　　＊詳細は2-1)

◎◎ (5) 資格認定教育

　　認定看護管理者教育課程　ファーストレベル（6月16日～ 7月31日）

　　認定看護管理者教育課程　セカンドレベル（8月25日～10月30日）

(6) その他

委委 　ナースセンター事業　　　　４研修　（交流会を含まず）

　訪問看護支援センター　　8研修

(7) その他委託補助事業による研修

（2026年度生涯学習支援計画および滋賀県看護協会ホームページ参照）

(8) 各委員会にて企画・運営・評価

2） 地区支部看護職員研修 (1) 各地区支部で計画開催される研修

(2) 各地区・地域看護ネットで開催される研修

3）
委委

・地域看護職員資質向上 (1) 地域看護ネット活動

・新人看護職員資質向上 (1) 研修責任者研修会の開催（9月～11月　5日間）

(2) 教育担当者研修会の開催（10月～11月　6日間）

(3) 研修責任者・教育担当者研修フォローアップ研修(12月7日)

(4) 新人看護職員資質向上支援事業検討委員会　2回開催予定

・看護管理者資質向上 (1)

4） 実習指導者講習会 委委 (1) 実習指導者研修会・特定分野実習指導講習会（９月15日～11月13日）

再掲 (2) フォローアップ研修会の開催（11月30日）

(3) 実習指導者講習会カリキュラム検討委員会　３回開催予定

5） 委委 (1) 看護職員認知症対応能力向上研修　(9月9日～11日）

(2) 看護職員認知症対応能力向上研修フォローアップ研修　（2月4日）

再掲 (3) 病院勤務の医療従事者認知症対応力向上研修　（11月18日）

(4) 病院勤務以外の医療従事者認知症対応力向上研修　（12月3日）

6） 委委 (1) 指導看護師養成講習会　2か所で開催　（日時未定）

(2) フォローアップ研修会 １回　（日時未定）

1．教育等看護の質の向上に関する事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　◎は重点事業　　☆は新規事業

医療従事者認知症対応力
向上研修

＊　2023年６月日本看護協会より「看護職の生涯学習支援ガイドライン」が公表されたのを機に
       当協会の生涯学習支援計画の分類を改めた。

＊　看護協会員・非会員を問わず受講が可能である。

生涯学習支援の企画・運
営・評価

看護職員資質向上支援事
業

・看護管理者のウェルビーイング（11月11日）
・地域における自施設の機能を知る（6月4日 ）

滋賀県喀痰吸引研修事業

６．その他本会の目的を達成するために必要な事業

１．教育等看護の質の向上に関する事業

２．看護業務及び看護制度の開発・改善に関する事業

３．看護職の確保・定着及び労働環境の改善に関する事業

４．訪問看護等在宅療養の推進に関する事業

５．看護活動を通じての県民の健康及び福祉の増進に関する事業
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項　　目                            事業内容

7） 図書室の運営・管理 (1) 図書室運営委員会の開催

8） 研修機器の貸し出し (1) 演習用医療シュミレター機材等

9) 各種会議への参加 (1) 都道府県教育担当者会議への出席

(2) 近畿地区教育担当者会議への出席

２２．．看看護護管管理理者者育育成成にに関関すするる事事業業

1） 生涯学習支援計画 ◎◎ (1) 組織管理能力　　3研修

分類４ ◎◎ (2) 質管理能力　　　 2研修　

看護管理者を対象とした研修 ◎◎ (3) 人材管理能力　　4研修

　　　　　再掲 ◎◎ (4) 危機管理能力（感染管理・災害） 2研修

◎◎ (5) 組織管理・政策立案　　　  　  1研修

◎◎ (6) 創造する力　　　　1研修（重複）

2) 生涯学習支援計画

分類５　　資格認定教育 ◎◎ (1) ファーストレベル教育の開催と教育の充実

　　　　再掲 ◎◎ (2) セカンドレベル教育の開催と教育の充実

３３..

(1) 看護研究・相談会　（8月6日）

(2) 研究スキルアップ　Ⅰ・Ⅱ　（7月15日・22日）

　滋賀県立大学・地域交流看護実践研究センターと共催

(3) 第29回滋賀県看護学会（ハイブリッド）　（12月12日）

(4) 各地区支部研究発表会

２．看護業務および看護制度の開発・改善に関する事業

項　　目                            事業内容

１１．．看看護護業業務務のの開開発発・・改改善善にに関関すするる事事業業

１） ◎◎ 委委 (1) 保健師人材育成事業

◎◎ (2) アドバンス助産師取得推進のための研修会の開催

◎◎ 委委 (3) 助産師出向支援事業

◎◎ (4) 慢性期療養型病院に勤務する看護職員研修・交流会の開催

◎◎ (5) 精神科単科病院に勤務する看護職員研修会・交流会の開催

◎◎ (6) 看護基礎教育機関代表者及び臨床現場等の関係者会議の開催

(7) 看護管理者施設代表者会議の開催

(8) 地区支部の地域フォ－ラム

◎◎ (9) 外来・診療所看護師、介護福祉施設看護師対象研修

２） 調査・検討事業 (1) 看護職の業務開発や改善に必要な調査の実施

２２．．看看護護制制度度のの改改善善・・提提言言にに関関すするる事事業業

(1) 看護関連政策の提言・要望   　滋賀県・滋賀県議会等

(2) 関係審議会・委員会への参画

(3) 関係団体等との連携

・日本看護協会、滋賀県病院協会看護部長会、助産師会、

　日本精神科看護協会、訪問看護連絡協議会、看護学校連絡協議会等

・勤務環境改善支援センターとの連携(再掲）

(4) 都道府県看護協会准看護師事業担当役員会議

(5) 全国看護基礎教育担当役員会議

３３．．職職能能委委員員会会活活動動おおよよびび関関係係会会議議

(1) 各職能委員会にて課題の明確化と検討

(2) 各職能別交流集会の開催　各年1回

(3) 都道府県職能委員長会議への出席　年1回

看看護護研研究究にに関関すするる事事業業

各職能の業務開発や改善
に向けた会議・研修
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３．看護職員の確保・定着および労働環境の改善に関する事業

項　　目                            事業内容

１１．．看看護護職職員員のの確確保保・・定定着着にに関関すするる事事業業

１） ナースセンター事業  (委） 委委 (1) ナースバンク事業

（彦根サテライトを含む) ①無料職業紹介事業   (看護補助者も含む） 　

　・来所・電話・メールによる相談

　・看護職員のｅナースセンター利用者・登録者の増加

　・看護職のためのポータルサイトNuPS（ナップス）の周知活用

②看護職等の届出制度活用の周知

③再就業コーディネーター配置事業

　・県内9ヵ所に出張就労相談窓口を設置、5名の相談員派遣

◎◎ 委委 (2) 看護の心普及事業

◎◎ ①「高校生1日看護体験」「中学生１日看護体験」事業

◎◎ ②届けます！看護の魅力配達事業　

　　・県内高等学校・中学校・小学校への看護職の出前講座

◎◎ ③幼児・小・中・高校生等への啓発事業

　　・看護フェア、スマイルアクション等参加

◎◎ ④看護学生への情報提供

◎◎ ⑤一般県民への啓発

　　・地区支部・地域看護ネット会議・活動の中で啓発活動

　　・看護学校進学に関する情報提供

　　　県内看護師等養成校紹介動画をHPやイベント等にて活用

◎◎ 委委 (3) 看護職員確保・定着促進事業

◎◎ ①看護学生への情報提供

◎◎ ②看護学生就業ガイダンス・交流会を県内看護教育機関にて開催（希望校）

◎◎ ③新人看護職員交流会開催 6月12～18日（内5日に分け開催）予定

◎◎ ④3年目看護職員リフレッシュ研修開催12月9・10・11日（3日に分け開催予定）

◎◎ ☆☆ ⑤中堅職員向け研修・交流会(経験年数５～１０年前後）

◎◎ ☆☆ ⑥看護学生就職説明会  　（年１回）　８月１９日（水）プリンスホテル）

◎◎ ⑦ハローワーク共催看護職・看護補助者合同就職説明会・面接会　（年１回）　

◎◎ ⑧看護職員（看護学生含む）精神サポート事業

◎◎ ⑨地域偏在改善への取り組み

◎◎ 　・各地区支部・地域看護ネット活動への参画

◎◎ ⑩看護補助者確保推進事業

◎◎ 　・お仕事説明会開催（ハローワークとの連携強化）

◎◎ 　・日本看護協会「看護補助者を対象とした標準研修」の活用

◎◎ ⑪看護補助者定着支援研修会開催

◎◎ 委委 (4) 潜在看護職員掘り起し職場復帰支援事業

☆☆ ①潜在看護職の届け出システム登録促進事業

◎◎ ②在宅医療・福祉を担うリスタートナースサポート研修(eランニング活用）

　　・3コース(医療療養・訪問看護・介護福祉)　各3回開催

◎◎ ③看護職復職研修

　　・採血・点滴研修　年各10回（ 彦根サテライト・草津）開催予定

　　・看護師復職支援研修「滋賀医科大学医学部附属病院」再委託事業　

　　　6日間（希望テーマのみ可）

◎◎ ④再就業チャレンジ支援事業

　　・交流会・施設等での研修・就業支援・就労後フォローアップ

◎◎ ⑤サポートナース有事事業（登録者管理・派遣調整）

◎◎ 委委 (5) プラチナナース活躍促進事業

委委 (6) ナースセンター運営会議
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項　　目                            事業内容

◎◎ 委委 (7) 調査事業　看護職員需要調査（病院・訪問看護ステーション）

委委 (8) 日本看護協会ナースセンター事業担当者会議出席　　

委委 (9) 近畿地区人材確保・定着担当者会議

委委 (10) ナースセンター活用周知活動

◎◎ 委委 (11) 圏域看護職員確保検討ワーキング会議参加・地域事業支援

◎◎ ☆☆ 委委 (12) 看護情報統合ポータルサイトの構築への参入（ホームページ・SNS）

２２．．働働きき続続けけらられれるる職職場場環環境境づづくくりりにに関関すするる事事業業

１） ◎◎ 委委 (1) 働き続けられる職場環境づくりに関連した事業

◎◎ ①ヘルシーワークプレイス(健康で安全な職場)の推進に関する活動

・研修会　年2回開催

◎◎ ③タスク・シフト/シェア推進に関する情報提供　

２） ◎◎ (1) 医療勤務環境改善支援センターとの連携

◎◎ ①講師派遣等協力

②滋賀県医療勤務環境支援センター運営協議会出席

３） 調査に関する事業 (1) 職場環境についての調査実施

４） 会議への参加 (1) 都道府県看護労働担当者会議出席

４．訪問看護等在宅療養の推進に関する事業

項　　目                            事業内容

１１．．訪訪問問看看護護等等にに関関すするる事事業業

１） (1) 訪問看護事業

(2) 居宅介護支援事業

(3) 療養通所介護事業

(4) 運営委員会の開催

２） 補補 (1) 各会議の開催

・運営委員会の開催

・訪問看護キャリアアップ事業企画・評価会議

３） ◎◎ 補補 (1) 訪問看護ステーション経営・管理運営支援事業

補補 (2) 新設訪問看護ステーション支援事業

補補 (3) 小児・障害児の訪問充実に向けた支援事業

(4) 精神科訪問看護基本研修会

・精神科訪問看護基本療養費算定要件研修

補補 ・精神科訪問看護スキルアップ研修

補補 (5) 訪問看護ステーション実態調査

補補 (6) 在宅医療体制整備事業補助

◎◎ 補補 (7) 看多機支援事業

・看多機管理者交流会

☆☆ ・看多機PR動画の活用

委委 (8) 在宅看護・介護の現場における暴力・ハラスメント対策事業

補補 (9) 訪問看護に関する住民啓発事業

４） 補補 (1) 新卒訪問看護師の育成・定着支援事業

補補 (2) 新人訪問看護師定着支援事業

補補 (3) リスタートナース訪問看護定着支援事業

補補 (4) 訪問看護インターンシップ事業

委委 (5) 訪問看護eラーニングを活用した訪問看護師育成事業

５） 補補 (1) 訪問看護師階層別研修（初任期・中堅期・管理期）

補補 (2) 訪問看護eラーニングを活用した訪問看護師育成事業（再掲）

補補 (3) 看護実践能力向上研修(圏域事例検討研修会）

補補 (4) 訪問看護師研修派遣事業（認定看護師資格取得研修の費用助成）

訪問看護師キャリアアップ
に関する事業

訪問看護人材確保に関す
る事業

医療勤務環境改善支援セ
ンター事業との連携

在宅ケアセンタ－みのりの
運営

訪問看護支援センターの
運営

訪問看護等機能強化に関
する事業

ワーク・ライフ・バランス推
進事業
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項　　目                            事業内容

２２．．在在宅宅療療養養基基盤盤整整備備にに関関すするる事事業業　　　　

１） ◎◎ (1) 地域特性に応じた研修会や地域包括ケアフォーラムの開催

◎◎ (2) 専門・認定看護師との連携による出前講座等の実施

◎◎ (3) 外来看護の役割や機能についての研修

◎◎ ☆☆ (4) ACPにおける多職種協働の推進

２） ◎◎ (1) プレコンセプションケアについての研修

◎◎ (2) 周産期医療関係者向けの研修・交流会の開催

３） 地域看護力向上の推進 ◎◎ (1) 地域看護ネットの推進会議と合同報告会の開催

◎◎ (2) 健康寿命延伸を目指した看護活動の実践

◎◎ 委委 (3) 介護施設等に勤務する看護職員向け研修

５．看護活動を通じての県民の健康および福祉の増進に関する事業

項　　目                            事業内容

１１．．県県民民へへのの健健康康情情報報のの発発信信にに関関すするる事事業業

◎◎ (1) 県民向け健康情報紙「かいつぶりのわ」の発刊・発信

(2) ホームページの充実と効果的な情報発信

◎◎ (3) 看護の日事業「看護フェア2026」の開催

　　―見つめる、その先のわたしへ―　

　5月10日（日）　草津イオン　 於

(4) 県民若年層を中心に体験コーナー等のイベント実施

(5) 災害支援ナースの活動啓発

(6) まちの保健室の開催

　救急蘇生法・測定・相談・看護の魅力啓発・禁煙啓発

(7) 各市町の出前講座の実施

２２.. 地地域域包包括括ケケアアをを支支ええるる看看護護のの機機能能強強化化事事業業

◎◎ (1) 地区支部活動の充実による地域包括ケアの推進

◎◎ (2) 健康寿命延伸を目指した看護活動の実践

◎◎ (3) 地域特性に応じた地域包括ケアフォーラムの開催

◎◎ (4) 地域包括ケアを支える診療所看護職の連携

(5) ゆりかごタクシー（妊婦利用）に対する事業への協力

３３．．災災害害時時のの支支援援活活動動にに関関すするる事事業業

１） ◎◎ (1) 災害支援ナースの育成

(2) 災害支援ナースの活動支援

(3) 看護管理者対象災害管理研修

２） 災害時対応体制の強化 ◎◎ (1) 各地区支部における災害時対応体制の構築に向けた検討

(2) 滋賀県看護協会として、災害に関する対応強化

３） 災害訓練への参加 (1) 滋賀県総合防災訓練参加

４） 県民への防災意識の啓発 (1) 看護フェア・防災訓練等の機会に啓発を実施

５） 関係会議への参加 (1) 滋賀県防災会議への参加

(2) 放射線災害委員会への参画

(3) 都道府県災害看護担当者会議への出席

(4) 近畿地区災害支援担当者会議への出席

４４．．医医療療安安全全のの推推進進にに関関すするる事事業業

(1) 医療安全管理者研修会および交流会開催　9月12日予定

(2) 医療安全管理者養成研修(日看協Web）集合研修実施12月予定　　

(3) 医療安全相談窓口の周知

(4) 医療安全情報の発信

①ナースレークへの掲載、　　ホームページ等の活用　

②看護フェアで広報

地域包括ケアシステムの
構築

子育て世代に関わる看護
職のネットワ－ク構築

災害支援ナ－スの育成と
登録推進
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項　　目                            事業内容

(5) 県民への医療安全意識啓発事業

(6) 医療事故調査制度に関わる専門家会議への出席

(7) 滋賀県医療安全推進検討会会議への出席

６．その他本会の目的を達成するために必要な事業

　項　　　目 事業内容

１１．．会会員員支支援援にに関関すするる事事業業

(1) WEBによる研修申込システムの運用推進

(2) 会員情報管理システム（ナースシップ）運用の活用推進

(3) 新規加入の促進（協会ご案内の活用、各施設への加入依頼、病院訪問、会員優待）

(4) 情報発信方法の強化

①看護協会及びナースセンターのホームページの充実

②ナースレークによる情報発信（年4回）

③SNSを活用した情報発信（youTube広告・LINEを活用した情報発信）

(5) 保健師職能だより　発行

(6) 助産師レター　発行

(7) 協会事業の周知と意見交換会

(8) 地区支部長連携会議の開催

(9) 県看護協会長表彰　　　　　　　　　6月県通常総会にて表彰

(10) 各表彰候補者の推薦

(11) 慶弔・災害見舞

(12) 役員等への情報提供

　日本看護協会「ハヤヨミ！　看護政策」メール配信等

２２．．組組織織運運営営にに関関すするる事事項項

(1) 「看護の将来ビジョン2040」の周知

(2) 通常総会  2026年6月20日(土） 午後 　栗東芸術文化会館さきら　大ホール

(3) 理事会　年6回以上

(4) 常務理事会　月1回程度

(5) 監事監査　年2回程度

(6) 常任委員長・地区支部役員・職能委員各合同会議　年2回　

(7) 推薦委員会・選挙管理委員会・倫理審査委員会

(8) 会員登録管理

◎◎ (9) 会員確保の推進

(10) 内部諸規程の整備充実

(11) 法人会員会

①日本看護協会　

②地区別（奈良県）　10月22日23日開催予定

(12) 日本看護協会理事会への出席

(13) 日本看護協会通常総会代議員研修会

(14) 都道府県看護政策責任者会議への出席

(15) 職員の人事・労務管理

３３．．施施設設管管理理等等事事業業

(1) 施設の管理運営

①看護研修センター（照明のLED化、トイレの改修）

② 在宅ケアセンターみのり

③ナースセンター（彦根サテライト）

(2) 防災・防火・BCP訓練の実施
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令令和和８８年年度度収収支支予予算算  

  

令令和和８８年年度度収収支支予予算算のの概概要要  

 

１１．．会会計計区区分分ににつついいてて  

会計区分は、「公益目的事業会計」「収益事業等会計」「法人会計」の３会計です。 

 

・「公益目的事業会計」は、定款に定められた次の５つの事業と共通経費からなっています。 

（１）「教育等看護の質の向上に関する事業」 

（２）「看護業務及び看護制度の開発・改善に関する事業」 

（３）「看護職の確保・定着及び労働環境の改善に関する事業」 

（４）「訪問看護等在宅療養の推進に関する事業」 

（５）「看護活動を通じての県民の健康及び福祉の増進に関する事業」 

（６）「公益目的事業共通経費」 

 

・「収益事業等会計」は、会員の福利厚生など共益的な事業の会計です。 

 

・「法人会計」は、総会・理事会などの組織運営や施設の維持管理等のための会計です。 

 

 

２２．．予予算算規規模模とと主主なな内内容容ににつついいてて  

（１）経常収益の内訳 

     公益目的事業会計 300,099,000円 

     収益事業等会計   1,187,000円 

     法人会計      41,643,000円 

         計    342,929,000円（前年度：390,396,000円） 

 

・経常収益の合計は、前年度に比べ 47,467,000円（12.2%）の減となっています。 

 

・受取会費は、63,000,000円で 9,000人分の会費を、入会金は、2,900,000円で 580人分の

入会金を見込んでおり、受取会費と入会金の合計では、前年度に比べ計 1,220,000円の減

となっています。 

 

・事業収益のうち研修事業等収益は 29,765,000円で、前年度並みを見込んでいます。 

 

・訪問看護等事業収益は、在宅ケアセンター「みのり」の訪問看護、居宅介護支援、療養通

所介護の各事業による収益で、前年度比 51,190,000円減の 91,206,000円を見込んでいま

す。これは、令和７年度に職員の人数を減らし、規模を縮小した形で事業を行っているた

め、その実態に合わせたものです。 

 

 

 

報告事項 3 
・受取補助金等は、訪問看護支援センター運営事業や訪問看護ステーションへの補助金など

滋賀県からの補助金 37,734,000 円と日本看護協会からの助成金 9,062,000 円で、計

46,796,000円を見込んでおり、前年度並みの金額になっています。 

 

・受取委託料は、滋賀県からの委託料 98,152,000円と日本看護協会からの委託料 4,634,000

円で、計 102,786,000円を見込んでおり、前年度に比べ 4,300,000円増加しています。 

 滋賀県からの委託料は、前年度の専任教員養成講習会開催事業（予算額 14,600,000円）が

なくなりましたが、ナースセンター事業が 16,582,000円増加して 74,041,000円となった

ため、前年度から増加しました。 

 

（２）経常費用の内訳 

     公益目的事業会計 314,863,000円 

     収益事業等会計   1,187,000円 

     法人会計      25,937,000円 

         計    341,987,000円（前年度：377,938,000円） 

 

・経常費用の合計は、前年度に比べ 35,951,000円（9.5%）の減となっています。 

 

・人件費は、役員報酬、給料手当、臨時雇賃金、法定福利費の合計 155,630,000円で、事業

費の経常費用の 49.2％(前年度 54.9％)となっています。 

（単位：円）  

区  分 令和 8年度予算額 前年度予算額 増 減 額 

役員報酬     13,185,000    13,210,000     △ 25,000 

給料手当    97,346,000   117,253,000 △ 19,907,000  

臨時雇賃金     25,730,000     37,647,000 △ 11,917,000 

法定福利費     19,369,000    24,129,000  △ 4,760,000 

   計   155,630,000   192,239,000 △ 36,609,000 

※ 上記科目については、事業費のみ記載 

 

・人件費以外の項目では、広告料、支払委託料が増加し、諸謝金が減少しています。 

                                  （単位：円） 

区  分 令和 8年度予算額 前年度予算額 増 減 額 

広告料 

諸謝金 

支払委託料 

7,315,000 

26,582,000 

15,465,000   

952,000 

32,491,000   

    9,333,000   

6,363,000 

△ 5,909,000 

 6,132,000 

     ※ 上記科目については、事業費のみ記載 

 

 

３３．．公公益益目目的的事事業業会会計計にに係係るる経経常常収収益益費費用用差差額額ににつついいてて  

（単位：円）   

区 分 令和 8年度予算額 前年度予算額 増 減 額 

経常収益 300,099,000  347,763,000  △ 47,664,000 

経常費用 314,863,000  349,268,000  △ 34,405,000  

経常収益費用差額   △ 14,764,000 △ 1,505,000  △ 13,259,000  
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・受取補助金等は、訪問看護支援センター運営事業や訪問看護ステーションへの補助金など

滋賀県からの補助金 37,734,000 円と日本看護協会からの助成金 9,062,000 円で、計

46,796,000円を見込んでおり、前年度並みの金額になっています。 

 

・受取委託料は、滋賀県からの委託料 98,152,000円と日本看護協会からの委託料 4,634,000

円で、計 102,786,000円を見込んでおり、前年度に比べ 4,300,000円増加しています。 

 滋賀県からの委託料は、前年度の専任教員養成講習会開催事業（予算額 14,600,000円）が

なくなりましたが、ナースセンター事業が 16,582,000円増加して 74,041,000円となった

ため、前年度から増加しました。 

 

（２）経常費用の内訳 

     公益目的事業会計 314,863,000円 

     収益事業等会計   1,187,000円 

     法人会計      25,937,000円 

         計    341,987,000円（前年度：377,938,000円） 

 

・経常費用の合計は、前年度に比べ 35,951,000円（9.5%）の減となっています。 

 

・人件費は、役員報酬、給料手当、臨時雇賃金、法定福利費の合計 155,630,000円で、事業

費の経常費用の 49.2％(前年度 54.9％)となっています。 

（単位：円）  

区  分 令和 8年度予算額 前年度予算額 増 減 額 

役員報酬     13,185,000    13,210,000     △ 25,000 

給料手当    97,346,000   117,253,000 △ 19,907,000  

臨時雇賃金     25,730,000     37,647,000 △ 11,917,000 

法定福利費     19,369,000    24,129,000  △ 4,760,000 

   計   155,630,000   192,239,000 △ 36,609,000 

※ 上記科目については、事業費のみ記載 

 

・人件費以外の項目では、広告料、支払委託料が増加し、諸謝金が減少しています。 

                                  （単位：円） 

区  分 令和 8年度予算額 前年度予算額 増 減 額 

広告料 

諸謝金 

支払委託料 

7,315,000 

26,582,000 

15,465,000   

952,000 

32,491,000   

    9,333,000   

6,363,000 

△ 5,909,000 

 6,132,000 

     ※ 上記科目については、事業費のみ記載 

 

 

３３．．公公益益目目的的事事業業会会計計にに係係るる経経常常収収益益費費用用差差額額ににつついいてて  

（単位：円）   

区 分 令和 8年度予算額 前年度予算額 増 減 額 

経常収益 300,099,000  347,763,000  △ 47,664,000 

経常費用 314,863,000  349,268,000  △ 34,405,000  

経常収益費用差額   △ 14,764,000 △ 1,505,000  △ 13,259,000  
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４４．．協協会会全全体体のの経経常常収収益益費費用用差差額額ににつついいてて  

（単位：円）   

区 分 令和 8年度予算額 前年度予算額 増 減 額 

経常収益 342,929,000  390,396,000  △ 47,467,000 

経常費用 341,987,000  377,938,000  △ 35,951,000  

経常収益費用差額    942,000 12,458,000 △ 11,516,000  

  

 

５５．．公公益益法法人人のの財財務務規規律律ににつついいてて  

公益法人の財務規律については、令和７年４月に施行された新たな公益法人制度において

次のように改正されました。 

 

① 収支規律については中期的に収支均衡を図ることとし、公益目的事業で黒字が出た場

合には５年間で解消する（過去の赤字との通算可）。 

② 公益目的事業比率が、事業全体の 50％を超えると見込まれること。 

  ③ 使途不特定財産について、過去５年間の公益目的事業費の平均額を超えないこと。 

 

  これらの財務規律を満たしているかどうかは決算により判定されますが、予算においては、

次のとおり、いずれの財務規律も満たすことを見込んでいます。 

  

① 公益目的事業に係る収益（300,099,000円）が公益目的事業に係る費用（314,863,000

円）を下回っており、黒字は発生していない。 

② 公益目的事業費（314,863,000円）÷ 全体事業費用（341,987,000円）＝ 92.1％ 

③ 使途不特定財産の額（170,000,000 円程度）が過去５年間の公益目的事業費の平均額

（359,702,000円程度）を超えていない。 

 

 

令和８年度 資金調達及び設備投資の見込みを記載した書類 

 

 

事業年度  令和８年４月１日～令和９年３月３１日 

法人コード 8160005008346 

法人名 公益社団法人 滋賀県看護協会 

 

 

（１）資金調達の見込みについて 

         なし 

 

（２）設備投資の見込について 

      あり 

 

設備投資の予定 ■ あり □ なし 

事業番号 設備投資の内容 
支出又は収入 

の予定額 

資金調達方法又は 

取得資金の使途 

１ 
看護研修センター２階部分 

照明設備ＬＥＤ化工事 
4,653,000円 法人自己資金 

２ 
看護研修センター 

トイレ改修工事 
17,600,000円 法人自己資金 
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令和８年度 資金調達及び設備投資の見込みを記載した書類 

 

 

事業年度  令和８年４月１日～令和９年３月３１日 

法人コード 8160005008346 

法人名 公益社団法人 滋賀県看護協会 

 

 

（１）資金調達の見込みについて 

         なし 

 

（２）設備投資の見込について 

      あり 

 

設備投資の予定 ■ あり □ なし 

事業番号 設備投資の内容 
支出又は収入 

の予定額 

資金調達方法又は 

取得資金の使途 

１ 
看護研修センター２階部分 

照明設備ＬＥＤ化工事 
4,653,000円 法人自己資金 

２ 
看護研修センター 

トイレ改修工事 
17,600,000円 法人自己資金 
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　　　　　　　　令和８年４月１日　　から　　令和９年３月３１日　まで

（単位：円）

Ⅰ　経常活動区分
経常収益

資産運用益 5,796,000 5,213,000 583,000
基本財産運用益 1,425,000 1,400,000 25,000
公益充実資金運用益 1,942,000 1,773,000 169,000
その他運用益 2,429,000 2,040,000 389,000

受取会費・入会金 65,900,000 67,120,000 -1,220,000
受取会費 63,000,000 64,120,000 -1,120,000
受取入会金 2,900,000 3,000,000 -100,000

事業収益 121,221,000 172,245,000 -51,024,000
研修事業等収益 29,765,000 29,599,000 166,000
訪問看護等事業収益 91,206,000 142,396,000 -51,190,000
貸館等収益 250,000 250,000 0

受取補助金等 46,796,000 46,479,000 317,000
滋賀県受取補助金 37,734,000 38,340,000 -606,000
日本看護協会受取助成金 9,062,000 8,139,000 923,000

受取委託料 102,786,000 98,486,000 4,300,000
滋賀県受取委託料 98,152,000 95,790,000 2,362,000
日本看護協会受取委託料 4,634,000 2,696,000 1,938,000

雑収益 430,000 853,000 -423,000
雑収益 430,000 853,000 -423,000

経常収益計 342,929,000 390,396,000 -47,467,000
経常費用

事業費 316,050,000 350,347,000 -34,297,000
役員報酬 13,185,000 13,210,000 -25,000
給料手当 97,346,000 117,253,000 -19,907,000
臨時雇賃金 25,730,000 37,647,000 -11,917,000
法定福利費 19,369,000 24,129,000 -4,760,000
福利厚生費 595,000 860,000 -265,000
退職給付費用 5,594,000 6,060,000 -466,000
旅費交通費 6,301,000 6,062,000 239,000
会議費 1,012,000 1,070,000 -58,000
渉外費 55,000 289,000 -234,000
通信運搬費 8,738,000 7,866,000 872,000
広告料 7,315,000 952,000 6,363,000
減価償却費 15,627,000 16,800,000 -1,173,000
消耗什器備品費 2,100,000 2,375,000 -275,000
消耗品費 5,877,000 6,460,000 -583,000
修繕費 5,519,000 8,667,000 -3,148,000
印刷製本費 7,886,000 7,710,000 176,000
車両燃料費 1,060,000 1,255,000 -195,000
光熱水費 3,577,000 3,850,000 -273,000
使用料及び賃借料 21,344,000 18,144,000 3,200,000
保険料 1,582,000 1,823,000 -241,000
諸謝金 26,582,000 32,491,000 -5,909,000
租税公課 6,718,000 5,418,000 1,300,000
支払負担金 15,773,000 19,127,000 -3,354,000
研修図書費 559,000 466,000 93,000
支払委託料 15,465,000 9,333,000 6,132,000
支払手数料 981,000 878,000 103,000
雑費 160,000 152,000 8,000

令和７年度予算 差　　引

　　令　和　８　年　度　　収　支　予　算　書

科　　　　　　目 令和８年度予算
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令和７年度予算 差　　引科　　　　　　目 令和８年度予算

管理費 25,937,000 27,591,000 -1,654,000
役員報酬 8,064,000 8,069,000 -5,000
給料手当 6,049,000 6,377,000 -328,000
賃金 450,000 479,000 -29,000
法定福利費 1,906,000 2,047,000 -141,000
福利厚生費 170,000 150,000 20,000
退職給付費用 621,000 557,000 64,000
旅費交通費 980,000 1,055,000 -75,000
会議費 20,000 29,000 -9,000
渉外費 0 0 0
通信運搬費 87,000 168,000 -81,000
広告料 0 22,000 -22,000
減価償却費 2,030,000 2,470,000 -440,000
消耗什器備品費 0 180,000 -180,000
消耗品費 250,000 340,000 -90,000
修繕費 160,000 565,000 -405,000
印刷製本費 425,000 720,600 -295,600
車両燃料費 0 0 0
光熱水費 793,000 878,000 -85,000
使用料及び賃借料 579,000 868,000 -289,000
保険料 72,000 24,000 48,000
諸謝金 1,752,000 1,650,000 102,000
租税公課 0 400 -400
支払負担金 230,000 220,000 10,000
研修図書費 0 0 0
支払委託料 1,291,000 456,000 835,000
支払手数料 8,000 266,000 -258,000
雑費 0 0 0

経常費用計 341,987,000 377,938,000 -35,951,000
経常収益費用差額 942,000 12,458,000 -11,516,000

Ⅱ　その他活動区分
その他収益

その他収益計
その他費用

その他費用計
税引前当期収益費用差額 942,000 12,458,000 -11,516,000

法人税、住民税及び事業税
法人税等調整額

当期収益費用差額 942,000 12,458,000 -11,516,000
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　　　　　　　　　　　令和８年４月１日　　から　　令和９年３月３１日　まで

（単位：円）

Ⅰ　経常活動区分
経常収益

資産運用益 4,968,000 0 828,000 5,796,000
基本財産運用益 1,425,000 0 0 1,425,000
公益充実資金運用益 1,942,000 0 0 1,942,000
その他運用益 1,601,000 0 828,000 2,429,000

受取会費・入会金 26,650,000 1,187,000 38,063,000 65,900,000
受取会費 25,200,000 1,187,000 36,613,000 63,000,000
受取入会金 1,450,000 0 1,450,000 2,900,000

事業収益 121,221,000 0 0 121,221,000
研修事業等収益 29,765,000 0 0 29,765,000
訪問看護等事業収益 91,206,000 0 0 91,206,000
貸館等収益 250,000 0 0 250,000

受取補助金等 46,796,000 0 0 46,796,000
滋賀県受取補助金 37,734,000 0 0 37,734,000
日本看護協会受取助成金 9,062,000 0 0 9,062,000

受取委託料 100,079,000 0 2,707,000 102,786,000
滋賀県受取委託料 98,152,000 0 0 98,152,000
日本看護協会受取委託料 1,927,000 0 2,707,000 4,634,000

雑収益 385,000 0 45,000 430,000
雑収益 385,000 0 45,000 430,000

経常収益計 300,099,000 1,187,000 41,643,000 342,929,000
経常費用

事業費 314,863,000 1,187,000 0 316,050,000
役員報酬 12,922,000 263,000 0 13,185,000
給料手当 96,825,000 521,000 0 97,346,000
臨時雇賃金 25,730,000 0 0 25,730,000
法定福利費 19,239,000 130,000 0 19,369,000
福利厚生費 595,000 0 0 595,000
退職給付費用 5,594,000 0 0 5,594,000
旅費交通費 6,301,000 0 0 6,301,000
会議費 1,012,000 0 0 1,012,000
渉外費 25,000 30,000 0 55,000
通信運搬費 8,735,000 3,000 0 8,738,000
広告料 7,315,000 0 0 7,315,000
減価償却費 15,627,000 0 0 15,627,000
消耗什器備品費 2,100,000 0 0 2,100,000
消耗品費 5,877,000 0 0 5,877,000
修繕費 5,519,000 0 0 5,519,000
印刷製本費 7,766,000 120,000 0 7,886,000
車両燃料費 1,060,000 0 0 1,060,000
光熱水費 3,577,000 0 0 3,577,000
使用料及び賃借料 21,344,000 0 0 21,344,000
保険料 1,462,000 120,000 0 1,582,000
諸謝金 26,582,000 0 0 26,582,000
租税公課 6,718,000 0 0 6,718,000
支払負担金 15,773,000 0 0 15,773,000
研修図書費 559,000 0 0 559,000
支払委託料 15,465,000 0 0 15,465,000
支払手数料 981,000 0 0 981,000
雑費 160,000 0 0 160,000

　令　和　８　年　度　　収　支　予　算　書　内　訳　表

科　　　　　　目
公益目的事業

会計
収益事業等

会計
法人会計 合計
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科　　　　　　目
公益目的事業

会計
収益事業等

会計
法人会計 合計

管理費 0 0 25,937,000 25,937,000
役員報酬 0 0 8,064,000 8,064,000
給料手当 0 0 6,049,000 6,049,000
賃金 0 0 450,000 450,000
法定福利費 0 0 1,906,000 1,906,000
福利厚生費 0 0 170,000 170,000
退職給付費用 0 0 621,000 621,000
旅費交通費 0 0 980,000 980,000
会議費 0 0 20,000 20,000
渉外費 0 0 0 0
通信運搬費 0 0 87,000 87,000
広告料 0 0 0 0
減価償却費 0 0 2,030,000 2,030,000
消耗什器備品費 0 0 0 0
消耗品費 0 0 250,000 250,000
修繕費 0 0 160,000 160,000
印刷製本費 0 0 425,000 425,000
車両燃料費 0 0 0 0
光熱水費 0 0 793,000 793,000
使用料及び賃借料 0 0 579,000 579,000
保険料 0 0 72,000 72,000
諸謝金 0 0 1,752,000 1,752,000
租税公課 0 0 0 0
支払負担金 0 0 230,000 230,000
研修図書費 0 0 0 0
支払委託料 0 0 1,291,000 1,291,000
支払手数料 0 0 8,000 8,000
雑費 0 0 0 0

経常費用計 314,863,000 1,187,000 25,937,000 341,987,000
経常収益費用差額 -14,764,000 0 15,706,000 942,000

Ⅱ　その他活動区分
その他収益

その他収益計
その他費用

その他費用計
税引前当期収益費用差額 -14,764,000 0 15,706,000 942,000

法人税、住民税及び事業税
法人税等調整額

当期収益費用差額 -14,764,000 0 15,706,000 942,000
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